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第１章 総 則 

 

第１節 目 的 

 

 この計画は，災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第42条の規定に基づき，三好市防災会

議が作成する地震災害対策計画であり，三好市（以下「市」という。）の地域における地震災害

に係る市の処理すべき事務又は業務に関し，地域内の関係機関の協力業務も含めて，その大綱を

定めることにより，地震災害に対する総合的かつ計画的な対策の推進を図り，もって住民の生命，

身体及び財産を地震災害から保護し又は地震被害を最小限に止めることを目的とする。 

 

１ 計画の性格 

 三好市地域防災計画は，「一般災害対策編」及び「地震災害対策編」により構成される。 

 このうち，地震災害対策編は，市内の地震災害全般に関して総合的な指針及び対策を定め

るものであり，この計画に定めのない事項については，「三好市地域防災計画（一般災害対

策編）」に定めるところによるものとする。 

 また，３０年以内に６０％以上の確率で発生が予想されている東南海・南海地震災害につ

いては，「地震災害対策編」の中の東南海・南海地震防災対策推進計画に定めるところによ

るものとする。 

 

２ 計画の構成 

  この計画は，近年の社会経済情勢の変化並びに阪神・淡路大震災の教訓を生かし，初動及

び情報収集の体制，交通・輸送，救助・救急，医療救護，避難所運営，広域救援及びボラン

ティアの受入体制，公共施設やライフライン等の整備並びに地震に強いまちづくり等の新た

な視点を踏まえ，今後予想される地震災害に備えるため，次の事項によりこの計画を構成す

る。 

 

(1) 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

  市並びに指定地方行政機関，県，指定公共機関，指定地方公共機関，他の地方公共団体，

市内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者が災害に対して処理すべき基本的な事

務又は業務を定める。 

 

(2) 被害予防計画 

  地震による災害を未然に防止し，又は地震が発生した場合にその被害を最小限に止める

ため，防災組織の整備や地震に強いまちづくりなど平常時に措置すべき事項についての基

本的な計画を定める。 
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(3) 応急対策計画 

  地震が発生し，又は発生するおそれがある場合に，地震による被害を防御し，又は災害

の拡大を防止するための応急的に実施すべき対策の基本的な計画を定める。 

 

(4) 復旧・復興計画 

  災害復旧・復興の実施にあたっての基本的な方針を定める。 

 

３ 計画の修正 

  この計画は，災害対策基本法第42条の規定に基づき，毎年定期的に検討を行い，必要があ

ると認められるときは，修正するものとする。 

 

４ 計画の習熟等 

  この計画は，市の職員及び防災関係施設の管理者，その他防災関係機関に周知し，これら

関係者は，平常時において訓練その他の方法により，この計画の習熟に努めるものとする。 

  また，市は，この計画の趣旨等について広く住民への周知を図り，その理解を得るものと

する。 

 

５ 地震対策計画策定にあたっての基本的な考え方 

(1) 阪神・淡路大震災等過去の地震災害事例の反映 

(2) 職員初動マニュアルに基づく整備 

(3) 防災関連情報の重視及び収集・提供体制の整備 

(4) 広域応援体制の整備 

(5) 防災拠点及び緊急輸送体制の整備 

(6) 行政と住民の協力体制及びボランティア支援体制の整備 

 

６ その他 

  この計画に記載する「主な実施機関」は，本庁の各部署に該当するものを記載するものと

する。 
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第２節 三好市の概況 

 

１ 自然環境の特性 

 

(1) 地 勢 

  平成１８年３月１日に三野町，井川町，池田町，山城町，西祖谷山村，東祖谷山村が合

併し，三好市が誕生した。三好市は，徳島県の西北端，四国の中央に位置し，面積は７２

１.４８k㎡で徳島県全体の６分の１を占め，その約９割が北部の阿讃山脈や南部の四国山

地に連なる山岳地帯となっている。 

  市の中央を流れる吉野川は，高知県境山城町の南端で南北に方向をとり，大歩危・小歩

危の深い峡谷をつくりながら池田町より直角に東に転じ域内を東流している。池田町から

東の吉野川流域は細くのびた平野部となっており，地域の重要な居住地域でありまた，生

産地域ともなっている。また，祖谷地域は全国三大秘境の一つに名を連ねるなど，自然度

の高い優れた自然資源に恵まれた地域である。 

  なお，当市は，北は香川，西は愛媛，南は高知の各県に通ずる四国の十字路として交通

の要所である。 

 

(2) 地 質 

  地質構造としては，阿讃山脈に沿って分布している和泉層群と四国山地北斜面にあたる

三波川帯を中心に構成されている。 

 

(3) 活断層 

  市の北部である三野町，池田町には，中央構造線活断層系が通過している。中央構造線

活断層系は東から吉野川の北側を通り，池田町の諏訪神社南方で吉野川を横切り，上野台

地の南側を丸山から板野へ抜け，再び吉野川を横断，白地を通り馬路川に沿って西へ通過

している。市の中心である池田町は，中央構造線活断層系と御荷鉾構造線にはさまれる地

帯にあり，この地帯の構造は比較的緩やかな褶曲と数多くの断層によって複雑な様相を示

している。活動度はＡ～Ｂ級で断層形態は横ずれ，断層崖などである。 

 

２ 社会環境の特性 

 

(1) 人 口 

  三好市の人口は，大幅な減少が続き，昭和５５年国勢調査では47,057人から，平成２２

年国勢調査では２９，９５１人で県全体の２．６％を占めるにすぎない。人口の減少傾向

に鈍化のきざしがみられるのは三野町のみであり，東祖谷，西祖谷山村，山城町の山間部

での減少率は高くなっている。 

  三好地域の高齢化率は，常に県全体を大きく上回った状態で推移している。平成２２年

における高齢化率は３８．０１％と県内で最も高齢化の進んだ地域となっており，人口構
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成の著しい不均衡を生じている。 

  市全体の人口動態については，その立地特性上，従来から香川県及び愛媛県との結びつ

きが強い地域である。常住者の通勤・通学の状況で，市内に留まる割合が高いのは，東祖

谷，西祖谷山村，池田町である。逆に東祖谷，西祖谷山村を除く全ての町では，香川県，

愛媛県で就業，就学する割合が比較的高く，なかでも井川町，山城町でその傾向が強くな

っている。 

 

(2) 産 業 

  地域の就業者数は，平成２２年で１２，２５７人，産業別にみると，第３次産業が６３．

９％でもっとも多く，ついで第２次産業２５．１％，第１次産業７．４％の順となってい

る。 

 

①  農業 

  地域の専兼別農業形態は県全体より低い傾向を示している。生産形態としては，畜産

及び工芸農作物等の農業が主であり，米作の比重は低く，全般的にその生産性はあまり

高くない。農業粗生産額の多い地域は，三野町，池田町等の吉野川流域となっている。 

 

② 林業 

  地域の森林面積は，６２，９８１ｈaで県全体の約２０％を占めており，民有林が５

３，３７６ｈａで地域全体の約８４％を占めている。国有林は、９，６０５ｈａとなっ

ており，内，東祖谷では国有林が８，７１１haで，三好市の国有林面積の約９２％に相

当している。 

 

③ 工業 

  農林業の地域資源を活かした食料，木材家具等の地場産業の集積がみられ，最近では

加工組立型業種等の立地も進みつつあるが，いずれも規模が零細で生産性はあまり高く

ない。 

 

④ 商業 

  三好地域は，池田町を中心に独自の商圏を形成してきたが，日用品などを扱う小規模

経営の商店数の割合が高く，過疎化による消費人口の減少などで商業機能の低下が目立

ってきている。また，三好市内の卸売・小売業者は全産業の約２８％で池田町にはその

内約５５％も集積しているが、近年は郊外や近隣の市町に立地する大型量販店などで購

買も増えている。 

 

 

(3) 交 通 

  三好市は，「四国のへそ」といわれるように四国の中央部に位置しており，四国各県を

結ぶ一般国道１９２号線（西条～徳島）と３２号（高松～高知）が交差する形で道路網の
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骨格が形成されている。三好市南部に徳島市と中村市をつなぐ一般国道４３９号が剣山国

定公園の山岳部を通っている。 

  広域道路網として，四国縦貫道自動車道は美馬ＩＣ～井川池田ＩＣ間が平成１１年春に

開通し，平成１２年には徳島ＩＣ～川之江東ＪＣＴ間が開通し，本州と四国を結ぶ交通の

要所となっている。 

  また，鉄道はＪＲ土讃本線と同徳島本線が通り，ＪＲ阿波池田駅で連絡する。 

 

(4) 観 光 

  三好市には，西日本第二の高峰剣山をいただく剣山国定公園や箸蔵県立自然公園を擁し，

山岳性観光資源に恵まれている。同時に，社寺，史跡等の文化的な観光資源や山岳・スポ

ーツレクリエーション施設等の多様な資源を有している。 

  四国の中心部に位置する交通の要衝にあり年間を通しての観光客の入り込みはあるが，

その大半が通過型観光にとどまっている。 

 

３ 地震災害の歴史 

   近年徳島県を襲った大きな地震として，1707年宝永地震，1854年安政地震及び1946年昭和

南海地震などがあげられる。これらの地震は，南海トラフ沿いを震源とする海溝性地震であ

る。そのため，大きな被害は津波によるものが多く，臨海域に集中している。山間部に位置

する三好市において，大きな被害は記録されていないが，地震動による地滑り，土砂崩れな

どの被害が懸念されている。 
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第３節 地震被害想定 

 

 三好市に影響を及ぼす地震として，海溝型地震と内陸型地震（直下型地震）がある。 

 これらによる被害影響予測については，徳島県が実施した「平成１６年度徳島県地震動被害想

定調査」の結果による。 

 

１ 予測結果 

 

(1) 海溝型地震 

  安政元年（1854年）安政南海大地震と同程度であり，南海トラフを震源とする地震 

 

① 地震の想定 

Ⅰ 想定地震 南海トラフを震源とする海溝型地震 

Ⅱ 規  模 マグニチュード 8.6 

 

② 要因別人的被害 
                              （単位；人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 要因別建物被害棟数（全壊） 
（単位；棟） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要因
時期

6 34 0 40
8 206 0 214

内重傷者 3 14 0 17
内重篤者 0 4 0 4

123 69 0 192
7 11 0 18

10 106 0 116
内重傷者 4 7 0 11
内重篤者 0 1 0 1

149 31 0 180
6 22 0 28
8 142 0 150

内重傷者 3 9 0 12
内重篤者 0 1 0 1

119 46 0 165

種別

冬夕
１８時

37,720

死　者
負傷者

要救助者

冬朝
５時

37,200

死　者
負傷者

要救助者

山・がけ
崩れ

揺れ 火災 合計

秋昼
１２時

38,060

死　者
負傷者

要救助者

人口

要因
時期

冬朝
５時

87 334 0 0

334 0 0 421

山・がけ
崩れ

揺れ 液状化 火災 合計

冬夕
１８時

87 334 0 1 422

421

秋昼
１２時

87
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(2) 内陸型地震（直下型地震） 

  平成７年（1995年）兵庫県南部地震と同程度であり，中央構造線活断層系の徳島県内西

半分程度が動く地震 

 
 

① 地震の想定 

Ⅰ 想定地震 中央構造線活断層系を震源とする内陸型地震（直下型地震） 

Ⅱ 規  模 マグニチュード 7.0 

 

② 要因別人的被害 
                                 （単位；人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

③ 要因別建物被害棟数（全壊） 
                              （単位；棟） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

要因
時期

3 14 0 17
3 114 0 117

内重傷者 0 7 0 7
内重篤者 0 1 0 1

55 29 0 84
4 4 0 8
4 59 0 63

内重傷者 1 3 0 4
内重篤者 0 0 0 0

74 16 0 90
3 9 0 12
3 79 0 82

内重傷者 1 4 0 5
内重篤者 0 0 0 0

56 21 0 77

種別

冬夕
１８時

37,720

死　者
負傷者

要救助者

冬朝
５時

37,200

死　者
負傷者

要救助者

山・がけ
崩れ

揺れ 火災 合計

秋昼
１２時

38,060

死　者
負傷者

要救助者

人口

要因
時期

冬朝
５時

40 140 0 0

140 0 0 180

山・がけ
崩れ

揺れ 液状化 火災 合計

冬夕
１８時

40 140 0 1 181

180

秋昼
１２時

40
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第４節 防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

 

 防災に関し，防災機関の処理すべき事務又は業務の大綱は，おおむね次のとおりである。 

 

１ 実施責任と対策の体系化 

 

(1) 三好市 

  市は，防災の第一次的責任を有する基礎的地方公共団体として，市の地域並びに地域住

民の生命，身体及び財産を災害から保護するため，指定地方行政機関，県，指定公共機関，

指定地方公共機関及び他の市町村の協力を得て防災活動を実施する。 

 

(2) 徳島県 

  県は，市町村を包括する広域地方公共団体として，県の地域並びに地域住民の生命，身

体及び財産を災害から保護するため，関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て，県の

地域に係る防災に関する計画を作成し，及び法令に基づきこれを実施するとともに，市町

村，県の区域を管轄する指定地方行政機関及び指定公共機関，指定地方公共機関が処理す

る防災に関する事務又は業務の実施を助け，かつ，その総合調整を行う。 

 

(3) 指定地方行政機関 

  指定地方行政機関は，市の地域並びに住民の生命，身体及び財産を災害から保護するた

め，指定行政機関及び他の指定地方行政機関と相互に協力し，防災活動を実施するととも

に，市の防災活動が円滑に実施されるよう勧告，指導，助言等の措置をとる。 

 

(4) 指定公共機関及び指定地方公共機関 

  指定公共機関及び指定地方公共機関は，その業務の公共性又は公益性に鑑み，自主的に

防災活動を実施するとともに，市の防災活動が円滑に実施されるようにその業務に協力す

る。 

 

(5) 公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

  公共的団体及び防災上重要な施設の管理者は，平常時から災害予防体制の整備に努め，

災害発生時には災害応急措置を実施するとともに，市その他防災関係機関の防災活動に協

力する。 
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２ 処理すべき事務又は業務の大綱 

(1) 市 

事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 市は，県に準じた次の対策を樹立し，災害に対処するものであるが，災害救助発令

後は，知事の補助機関として，災害救助にあたるものである。 

 ① 市防災会議に関する事務 
 ② 防災組織の整備に関する事項 
 ③ 防災訓練の実施に関する事項 
 ④ 防災に関する物資及び資材の備蓄，整備及び点検に関する事項 
 ⑤ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関する事項 
 ⑥ 災害応急対策 
   Ⅰ 災害に関する情報の収集，伝達及び被害調査 
   Ⅱ 住民等に対する災害広報 
   Ⅲ 消防，水防その他の応急措置 
   Ⅳ 被災者の救出，救護等の措置 
   Ⅴ 警報の伝達並びに避難の勧告，指示及び避難者の誘導並びに避難所の開設 
   Ⅵ 被災児童，生徒の応急教育 
   Ⅶ 食糧，医薬品，その他の物資の確保についての措置 
   Ⅷ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置 
   Ⅸ 清掃，防疫その他の保健衛生についての措置 
   Ⅹ 緊急輸送等の確保 
 ⑦ 公共的団体及び住民防災組織の育成指導 
 ⑧ ボランティアに関する事項 
 ⑨ 災害復旧の実施 
 ⑩ その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置 

 
(2) 県 

事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 県は，災害予防，災害応急対策及び災害復旧対策に関し自ら次のことを実施すると

ともに市に対し必要な指示勧告を行う。 

① 県防災会議に関する事務 
 ② 防災対策組織の整備 
 ③ 防災のための知識の普及，教育及び訓練 
 ④ 防災に関する物資及び資材の備蓄，整備及び点検 
 ⑤ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検 
 ⑥ 県地域の災害に関する情報の収集，伝達及び被害調査に関する事項 
 ⑦ 住民等に対する災害広報に関する事項 
 ⑧ 警報の伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 
 ⑨ 消防・水防その他の応急措置に関する事項 
 ⑩ 被災者の救難，救助，その他の保護に関する事項 
 ⑪ 災害を受けた児童，生徒の応急の教育に関する事項 
 ⑫ 食糧，医薬品，その他の物資の確保についての事項 
 ⑬ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 
 ⑭ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 
 ⑮ 犯罪の予防，交通規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 
 ⑯ 緊急輸送等の確保に関する事項 
 ⑰ 災害復旧の実施に関する事項 
 ⑱ 市町村等各関係機関との防災に関する連絡事項 
 ⑲ ボランティアに関する事項 
 ⑳ 公共的団体及び住民防災組織の育成指導に関する事項 
○21  その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置に関する事項 
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 (3) 市内の指定地方行政機関 

機  関  名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

四 国 地 方 整 備 局 

徳島河川国道事務所 

① 吉野川直轄管理区間の公共土木施設の整備と防災管理 

② 水防のための洪水予報（吉野川）並びに水防警報（吉野川）

及び情報の伝達 

③ 直轄区域の被災公共土木施設の復旧 

④ 国道（32，192 号）の直轄区間の維持管理及び災害復旧 

四 国 地 方 整 備 局 

四国山地砂防事務所 

① 吉野川水系祖谷川流域における砂防施設，地すべり防止施

設の整備 

② 被災公共土木施設の復旧（直轄砂防・地すべり防止施設） 

③ 直轄砂防・地すべり防止施設の維持管理 

四 国 地 方 整 備 局 

吉 野 川 ダ ム 統 合 

管 理 事 務 所 

① 吉野川直轄管理区間(ダム管理区間)の公共土木施設の整備

と防災管理 

② 吉野川上流ダム群の統合管理 

③ 被災公共土木施設の復旧(直轄区域)  

 
 

(4) 市内の指定公共機関 

機  関  名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 放 送 協 会 

徳 島 放 送 局 

や ま び こ 報 道 室 

 ① 住民に対する防災知識の普及及び警報等の周知徹底 
 ② 社会事業団体等による義援金品の募集協力 

水 資 源 機 構 

池 田 総 合 管 理 所 

 ① 所管ダム施設の操作と防災管理 
 ② 緊急事態における情報の提供 
 ③  被災施設の復旧 

四 国 電 力 ㈱ 

池 田 支 店 

 ① 電力施設等の防災管理 
 ② 災害時の電力供給 
 ③ 被害施設の応急対策及び災害復旧 

四 国 旅 客 鉄 道 ㈱ 
 ① 鉄道施設の保全 

 ② 救助物資及び避難者の輸送の協力 
 ③ 災害時における旅客の安全確保 

 

吉野川貞光出張所 
吉野川美馬出張所 
池田国道維持出張所 
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(5) 市内の指定地方公共機関 

機  関  名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

四 国 交 通 ㈱ 

ｓｈｉｋｏｋｕ ｋｏ

ｕｔｕｕ ｋａｂｕｓ

ｈｉｋｉｇａｉｓａｈ 

バス等による避難者及び救助物資の輸送の協力 

阿 波 池 田 通 運 ㈱ 貨物自動車等による救助物資及び避難者の輸送の協力 

三 好 市 医 師 会 
徳島県歯科医師会三好支部 

三好郡市薬剤師会 

救護班の編成並びに医療及び助産の救護の実施 

 

(6) 市内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

団体又は管理者名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

Ｊ Ａ 阿 波 み よ し 

農 業 協 同 組 合 

① 農林関係の被害調査及び対策の指導 

② 被災農業者に対する融資のあっせんの協力 

三好市商工会及び 

阿波池田商工会議所 

① 商工業関係の被害調査及び対策の指導 
② 被災商工業者に対する融資のあっせんの協力 

自 主 防 災 組 織 等 

① 情報連絡，消火，救出救護，避難誘導等災害応急対策 
  の実施及び協力 
② 事業所の自主防災体制の強化確立及び近隣災害の応援 

  措置 

消 防 団 
① 平常時の防災訓練等の実施 
② 災害の予防，警戒及び防御等消防活動 

郵 便 局   災害特別事務取扱い及び援護対策 

土 地 改 良 区 
① ため池等の施設の整備及び管理 

② たん水防排除施設の整備及び活動 

社 会 福 祉 法 人 

三好市社会福祉協議会 

① ボランティア活動体制の整備 

② 被災生活困窮者に対する生活福祉資金の貸付 

その他社会文化事業団 被災者の救助等災害応急対策の協力 

㈱池田ケーブルネットワーク  放送施設及び設備の復旧 
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第２章 災害予防計画 

 

第１節 防災教育計画 

 

 地震災害による被害を最小限に止めるためには，行政の的確な対応はもとより，住民一人ひと

りが日ごろから災害に対する認識を深めることが重要であり，大規模地震災害時には市や防災機

関の活動が制約されることが予想されることから，住民一人ひとりが，「自らの身の安全は自ら

が守る（自助）」ことを基本認識とし，平常時より防災についての備えを心がけるとともに，発

災時には自らの身を守るよう行動することが重要である。 

 また，災害時には，「初期消火や近隣の負傷者，災害時要援護者を地域の人々が協力しあって

助けること（共助）」，避難場所での活動，あるいは市などが行う防災活動への協力など，防災

への寄与に努めることが求められる。 

 こうしたことから，防災対策をより一層効果的に行うためには，市民をあげての取り組みが重

要であり，市民防災運動として，自主防災組織の組織強化の促進と活動の活性化を図り，防災機

関は，既存の自主防災組織，事業所等の自衛消防組織等と協力して市民に防災思想，防災知識を

普及啓発し，防災意識の高揚に努めるとともに，職員に対して災害の防止に必要な教育の徹底を

図るものとする。 

 なお，特に東南海・南海地震については，過去の史実からも時間差により連続して発生するこ

とも懸念され，その危険性等について周知を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 一般住民に対する防災知識の普及計画 

  市は，住民に対し，災害の発生時期及び種類に応じた災害時の心得，被害予防対策等の記

事を広報紙に掲載するほか，広報パンフレット等を適宜作成配布するとともに，防災展の開

催や社会教育の場等に防災教育を組み入れるなど，住民の防災意識の高揚を図るとともに，

災害時には住民一人ひとりが正しい知識と判断をもって，自らの生命と財産は自らの手で守

るという心構えと行動ができるよう，次により防災知識の普及徹底を図るものとする。 

 

(1) 広報紙，パンフレット等の利用 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，関係各課） 

一般住民に対する防災知識の普及計画 

児童・生徒に対する防災教育計画 

防災対策要員に対する防災教育計画 

防 災 教 育 計 画 
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① 地震災害の知識 

Ⅰ 地震に関する一般的知識 

Ⅱ 過去の主な被害事例 

Ⅲ 県，市等の地震災害対策の現状 

Ⅳ 避難所，避難経路その他避難対策に関する知識 

 

② 平常時の心得 

Ⅰ 家族と避難先や連絡先の相談 

Ⅱ 防災訓練への参加 

Ⅲ 自主防災組織への加入 

Ⅳ 食糧，水，医薬品，ラジオ等非常持出品の準備 

Ⅴ 消火用具の準備 

Ⅵ 建物の補強，家具類の転倒・落下の防止 

Ⅶ ブロック塀等の点検補修 

 

③ 災害発生時の心得 

Ⅰ まずわが身の安全の確保 

Ⅱ すばやく火の始末 

Ⅲ 非常脱出口の確保 

Ⅳ 火の始末（電気，ガスの元栓を閉鎖） 

Ⅴ 火がでたらまず消火 

Ⅵ 避難する時の注意点 

ア あわてて屋外に飛び出さないこと。 

イ 狭い路地，塀ぎわ，崖や川べりに近寄らないこと。 

ウ 山崩れ，崖崩れに注意すること。 

エ 避難は徒歩で，持ち物は最小限にすること。 

オ みんなが協力しあって応急救護を行うこと。 

カ 正しい情報をつかみ，的確な行動をとること。 

 

(2) 防災展の開催 

               主な実施機関 

           市（危機管理課，教育委員会），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

① 展示 
 

Ⅰ 地震に関する一般的知識 

Ⅱ 過去の主な被害事例 

Ⅲ 県，市の地震災害対策 
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Ⅳ 避難所，避難経路，その他避難対策 

Ⅴ 平常時及び災害時の心得 

Ⅵ 県内，市内の自主防災組織及びその活動 

 

② 地震体験車での体験会 

 

③ 地震対策映画の上映会 

 

(3) 社会教育の場等における防災教育 

                 主な実施機関 

           市（危機管理課，教育委員会），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

① 講座の編成 

Ⅰ 防災関係基礎知識 

Ⅱ 平常時の心得 

Ⅲ 災害発生時の心得 

Ⅳ 応急救護の基礎知識 

Ⅴ 地震対策映画の上映 

 

② 実習 

Ⅰ 地震体験車での地震体験 

Ⅱ 人工呼吸等応急救護の実習 

 

２ 児童・生徒に対する防災教育計画 

               主な実施機関 

          市（危機管理課，教育委員会），みよし広域連合（消防本部） 

 

  市は，児童生徒の発達段階，地域の実態等に応じ，学校教育を通じて，地震等に対する科

学的知識の習得，自主防災思想のかん養，災害予防措置及び避難の方法の習得に必要な防災

教育を実施する。 

 

(1) 教科指導 

  教科課程の中で地震等の種類，原因，過去の事例及び災害対策や発生時の心得等につい

て取り上げ，習得させる。 

 

(2) 防災訓練 

  学校行事として防災訓練を実施し，防災の実践活動，非常時の避難行動等について習得

させる。 
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(3) 課外活動 

  防災関係機関，防災施設，防災展等の見学を行う。 

 

３ 防災対策要員に対する防災教育計画 

 

(1) 市職員に対する防災教育 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  市は，災害時における職員の適正な判断力を養い，各機関における防災体制の確立と防

災活動の円滑な実施を期するため，職員に対する防災教育の徹底を図る。 

 

① 研修会 

  学識経験者及び関係機関の専門職員を講師として，地震による災害の原因及び対策等

についての専門知識を習得させる。 

 

② 検討会 

  災害時の業務分担の内容及びその処理方法について関係各課が合同して確認及び検

討を行う。 

 

③ 視察，現地調査 

  防災関係施設の視察及び急傾斜地崩壊危険箇所等の現地調査を行い，市の現況を把握

するとともに，問題点や課題等についての対策を検討する。 

 

(2) 自主防災組織，ボランティアに対する防災教育 

                主な実施機関 

              市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  市は，災害時における自主防災組織，ボランティアの対応力を養成するため，自主防災

組織，ボランティアに対する防災教育・啓発に努める。 

 

① 講習会 

  学識経験者及び関係機関の専門職員を講師として，地震による災害の原因及び対策等

についての専門知識を習得させる。また，阪神・淡路大震災の教訓等を踏まえ，災害時

の初期消火，情報収集・伝達，救出・救護，避難等の活動内容及びその活動方法を習得

させる。 

② 地震対策ビデオを使っての研修会   
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③ 見学会等 

  防災関係機関，防災施設，防災展等防災関係の催し等について見学をさせる。 

  また，地震体験車により実際に地震を体験させる。 
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第２節 防災訓練計画 

 

 災害発生時における迅速かつ的確な防災活動を行うためには，日ごろからの訓練が重要である

ので，防災関係機関は，独自あるいは関係機関相互の連携のもと災害時の状況を想定した具体的

かつ効果的な訓練を定期的，継続的に実施する必要がある。 

 なお，住民にもこれらの訓練に積極的に参加させることにより，的確な災害対応を体得させる

必要がある。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

１ 防災関係機関が実施する訓練計画 

 

(1) 市が実施する訓練 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，各課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

① 非常参集訓練 

  災害対策を実施するために必要な職員を確保するために必要な訓練であり，非常連絡，

非常参集等職員の動員訓練を実施する。 

 

 

防災関係機関が実施 

す る 訓 練 計 画 

自主防災組織，住民等の

訓 練 計 画 

防災関係機関が実施する訓練 

広域合同防災訓練計画 

自主防災組織，ボランティアに 

お け る 訓 練 

保育所，幼稚園，学校，病院及び 

社会福祉施設等における訓練 

防

災

訓

練 

訓
練 

市 が 実 施 す る 訓 練 

事 業 所 に お け る 訓 練 

一 般 住 民 の 訓 練 
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② 通信連絡訓練 

  対策通報，被害情報等を防災関係機関相互に正確かつ迅速に通報するために必要な訓

練であり，各種事態を想定して訓練を実施する。 

 

③ 消防訓練 

  災害発生時における災害の規模や態様に応じた円滑な消防活動を実施するために必

要な訓練であり，火災防御技術等の訓練を実施する。 

 

④ 避難訓練 

  災害発生時に住民を安全な場所へ避難させるために必要な訓練であり，勧告又は指示

による誘導等の訓練を単独又は他の訓練とあわせて実施する。 

 

⑤ 各種救助訓練 

  孤立者，負傷者等の救出，救助，応急救護，物資の輸送，給水，炊出し等の救助活動

を円滑に行うために必要な訓練であり，単独又は他の訓練とあわせて実施する。 

 

(2) 防災関係機関が実施する訓練 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

① 防災関係機関 

  防災関係機関は，大規模な地震の発生を想定し，阪神・淡路大震災の教訓をもとに，

非常参集，通信連絡，消防，避難，救助等の各種防災訓練を積極的に実施する。 

 

② 市 

  市は，防災関係機関が実施する非常参集，通信連絡，消防，避難，救助等各種の防災

訓練に積極的に協力する。 

 

(3) 保育所，幼稚園，学校，病院及び社会福祉施設等における訓練 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，環境福祉部関係課，教育委員会）， 

みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  市は，災害発生時の幼児，児童，生徒，傷病者，身体障害者及び高齢者等の災害対応力

の比較的低い施設利用者の生命・身体の安全を図り，被害を最小限に止めるため，施設管

理者に対して，避難訓練を中心とする防災訓練を実施するよう指導する。 
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２ 自主防災組織，住民等の訓練計画 

 

(1) 訓練の必要性等の周知 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  災害時に自らの生命及び財産の安全を確保するためには，住民相互の協力のもと，自衛

的な防災活動を実施していくことが重要であり，日ごろから訓練を実施し，災害時の行動

に習熟するとともに，関連する防災関係機関との連携を深めておく必要がある。 

  このため，市は日常的な訓練の必要性や関連する防災関係機関を事業所，自主防災組織，

ボランティア及び住民に周知するものとする。 

 

(2) 事業所における訓練 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  学校，病院，工場，事業所及びその他消防法で定められた防火管理者は，その定める消

防計画に基づき避難訓練を定期的に実施するものとする。 

  なお，これら事業所は，地域の一員として，市及び地域の防災組織の行う防災訓練にも

積極的に参加し，事業所の特性に応じて地域の防災対策行動に貢献することが望ましい。 

 

(3) 自主防災組織，ボランティア等における訓練 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部）， 

防災関係機関，自主防災組織，災害ボランティア 

 

 

  自主防災組織やボランティア等は，住民の防災活動や防災意識の向上及び関連防災組織

との連携を図るため，市の指導を受けて，地域の事業所とも協調しながら，年１回以上の

組織的な訓練を実施することが望ましい。 

  訓練種目としては，初期消火，通報，避難，応急救護及び高齢者，障害者，傷病者など

の災害時要援護者の安全確保の訓練等を主として行うものとする。 

  なお，自主防災組織やボランティア等からの指導・協力の要請を受けた防災関係機関は，

関連する諸機関との連携を図りながら，積極的に自主防災組織やボランティア等の活動を

支援するものとする。 
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(4) 一般住民の訓練 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部），住民 

 

  市及び防災関係機関は，災害時において住民一人ひとりが適切な行動がとれるよう，防

災訓練に際しては広く住民の参加を呼びかけるものとする。 

  なお，一般住民は，防災訓練の重要性を認識し，各種訓練に主体的・積極的に参加する

とともに，家庭においても日ごろから防災について話し合うなど高い防災意識を持つこと

が望ましい。 

 

３ 広域合同防災訓練計画 

 

(1) 訓練の実施 

                 主な実施機関 

             市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部）， 

近隣市町村，徳島県， 三好警察署, 防災関係機関 

 

  市は，近隣市町村及び県と協力しながら，広域合同防災訓練を実施するものとする。 

  訓練は，大規模な地震の発生を想定し，阪神・淡路大震災の教訓をもとに，防災関係機

関相互の連携体制の確立や住民と一体となった実際的な訓練を実施することとし，現地対

策本部，広域応援体制，ボランティアの受入体制等の訓練を行う。 

 

(2) 訓練の内容 

                  主な実施機関 

              市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部）， 

近隣市町村，徳島県，三好警察署，防災関係機関 

 
 

① 災害対策本部の設置及び運営 

② 現地災害対策本部の設置及び運営 

③ 各種火災消火及び広域消防応援体制の確立 

④ 救出・救助及び救護・応急医療並びにこれらの広域応援体制の確立 

⑤ 避難準備及び避難誘導並びに避難所の機能確保と運営 

⑥ ボランティアの受入れ及び活用 

⑦ 緊急物資輸送 

⑧ 無線による被害情報の収集及び伝達 
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第３節 地震災害対策に関する調査研究計画 

 

 地震災害は，その災害の事象が広範かつ複雑であり，地域社会へ及ぼす被害は連鎖的かつ広域

的なものへと波及する特徴を有している。このため，地震災害への対策を総合的，計画的に推進

するためには，各種災害の要因，態様並びに被害想定及びその対策等について，自然科学及び社

会科学などさまざまな分野において被害を最小限に止めるための各種調査研究を実施する必要

がある。 

 

１ 調査研究テーマ 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課） 

 

 

  市は，地震災害に関する各種対策を総合的，計画的に実施するため，研究機関等と連携し，

次の調査研究の推進を図る。 

 

(1) 被害想定に関する調査研究 

(2) 地質に関する調査研究（液状化に関する調査研究） 

(3) 構造物の耐震性に関する調査研究 

(4) 大震災に関する調査研究 

(5) 避難に関する調査研究 
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第４節 建築物等の耐震化計画 

 

 建築物の安全基準は，建築基準法で定められており，昭和25年に制定されて以来，施行令の改

正により，その都度耐震性の基準が強化されている。阪神・淡路大震災における建築物の被害状

況をみると，現行の建築基準法による耐震設計基準を満足させていない建築物に被害が多く集中

していることから，それらの耐震性能を有さない既存建築物に対し耐震診断及び耐震改修を行い

耐震性能の向上を図る必要がある。 

 特に，地震発生時に避難，救護，応急対策活動の拠点となる建築物等，防災上重要な建築物の

耐震性を強化するとともに，新設の公共施設については「耐震設計」を積極的に取り入れ，既存

公共施設の耐震調査を実施し，補強計画の樹立に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 建築物等の耐震化推進計画 

              主な実施機関 

         市（危機管理課，管理課，商工政策課，観光課） 

 

 

(1) 建築物の耐震化の促進 

 

① 広報 

  広報紙等により建築物の耐震化に関する意識啓発を行う。 

 

② 所有者等への指導 

  市は，市内にある病院，ホテル，旅館等の建築物の所有者に対し，耐震診断，耐震改

修を指導する。 

 

(2) 建築物等の落下物対策の推進 

  市は，地震発生時に建築物の窓ガラス・外装タイル，煙突・広告塔・高架水槽・鉄塔等

の工作物の落下及びブロック塀の倒壊等による危険を防止するため，次の対策を実施する。 

 

① 一般建築物の落下防止対策 

Ⅰ 道路に面する３階以上の建築物を対象に実態調査を行い，特に，避難路及び避難場

所周辺は重点的に点検を実施するものとする。 

建築物等の耐震化計画 

建 築 物 等 の 耐 震 化 推 進 計 画 

防災対策拠点施設の耐震化推進計画 
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Ⅱ 調査の結果，落下のおそれのある建築物及び工作物について，その所有者又は管理

者に対し改修を指導する。 

Ⅲ 建築物及び工作物の所有者又は管理者に対し，窓ガラス，看板等の落下防止対策の

重要性について啓発を行う。 

 

② 既存ブロック塀の倒壊防止対策 

Ⅰ 道路沿いのブロック塀の所有者又は管理者に対しては，建築基準法に適合したもの

とするよう指導する。 

Ⅱ 避難路及び避難場所周辺のブロック塀については定期的に点検を行う。 

Ⅲ 住民に対しブロック塀の安全点検及び耐震性の確保について広報紙等を活用して

意識啓発を行うとともに，ブロック塀の造り方，点検方法及び補強方法等の知識の

普及を図る。 

 

２ 防災対策拠点施設の耐震化推進計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，管理課，管財課，教育委員会） 

 

 

  市は，大規模な地震による災害時に，応急対策活動の拠点となる施設を「防災上重要建築

物」とし，その耐震性の確保を図るものとする。 

 

① 防災上重要建築物（防災拠点施設一覧表を資料編に添付） 
 

② 耐震診断及び耐震補強工事の実施 

  市は，防災上重要建築物に対して耐震診断を実施し，必要に応じて耐震補強工事を行う

など，防災上重要建築物の耐震性の確保に努める。 
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第５節 緊急輸送路等の確保計画 

 

 震災時における救護・救助活動，食糧，医薬品その他の物資等の確保及び広域的な応急対策を

実施するため，必要な緊急輸送路体制をあらかじめ検討しておくものとする。 

 

 ＜緊急輸送路（主要道路）＞ 

路線名 区         間 

徳島自動車道 美馬市～愛媛県四国中央市 

国道３２号 香川県三豊市～高知県大豊町 

国道１９２号 美馬郡つるぎ町～愛媛県四国中央市 

国道３１９号 愛媛県四国中央市～三好市山城町 

国道４３９号 美馬市～高知県大豊町 

県道鳴門池田線 美馬市～三好市池田町 

県道西祖谷山山城線 三好市東祖谷～国道３２号（三好市山城町） 

県道山城東祖谷山線 県道西祖谷山山城線～国道４３９号（三好市東祖谷） 

 

 ※ 緊急輸送路として使用する市道については,資料編「避難路一覧表」の１級市道及び２ 

 級市道とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 247 - 

 

第６節 地盤災害予防計画 

 

 地震による被害を最小限に止めるためには，その土地の地盤，地形を十分に理解し，その土地

に適した土地利用を行うとともに，災害発生の危険度の高い場所については，災害防除のための

対策を実施して，住民の生命，財産の保全に努める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 地盤災害危険度調査計画 

              主な実施機関 

         市（危機管理課，工務課，農業振興課，林業振興課） 

 

 

(1) 地盤情報の収集・蓄積 

  市は，行政区域内の地形，地質，土質，地下水位等に関する各種調査を実施し，情報を

収集・蓄積するとともに，地盤災害の危険度の把握に努めるものとする。 

 

(2) 地盤情報の公開 

  市は，収集・蓄積した地盤情報を広く公開し，公共工事，民間工事における地震災害対

策に必要な工法の判定等に活用させるものとする。 

 

２ 斜面崩壊予防対策の推進 

              主な実施機関 

         市（危機管理課，工務課，農業振興課，林業振興課） 

 

 

(1) 地すべり予防対策 

  県は，地すべりの起きる可能性のある所を地すべり危険地区として指定し，必要な対策

を行うが，それには長年月を要することから，市は次のような地すべりの前兆があれば一

応は地すべりと疑って，常に地すべり防止区域を見回り，警戒避難体制を確立するととも

に，自主防災組織の育成，危険箇所のパトロール等により，人的，物的被害の軽減に努め

るものとし，必要がある場合は県に支援を要請するものとする。 

（地すべり防止区域・危険箇所指定一覧表 … 資料編に添付） 

地 盤 災 害 予 防 計 画 

地盤災害危険度調査計画 

斜面崩壊予防対策推進計画 
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                               地 す べ り の 前 兆 

          １ 斜面に段差が出たり，き裂が生じる。 

          ２ 凹地ができたり，湿地が生じる。 

          ３ 斜面からの湧水が濁ったり，湧き方が急に変化する。 

          ４ 石積みがはらんだり，擁壁にひびが入る。 

          ５ 舗装道路やたたき（三和土）などにひびが入る。 

          ６ 樹林，電柱，墓石などが傾く。 

          ７ 戸やふすまなどの建具がゆるみ，開けたてが悪くなる。 

           集中豪雨，長雨，地震時に発生しやすいが，常に注意しておく必要がある。 

 

(2) 急傾斜崩壊予防対策 

  市は，がけ崩れによる災害を防止するため，がけ崩れのおそれのある箇所を把握し，人

家５戸以上（５戸未満であっても学校，病院，旅館等のある場合を含む。），がけの高さ

５ｍ以上，こう配30度以上の危険な「急傾斜地崩壊危険箇所」が急傾斜地崩壊危険区域と

して指定されるよう県に対して積極的に働きかけるものとする。 

  なお，県は危険度の高い急傾斜地崩壊危険区域から対策工事を実施しているが，全区域

において同時に施行することは困難であることから，次のようながけは危険度が非常に高

いものとして常に注意し，警戒避難体制を確立するとともに，自主防災組織の育成，危険

箇所のパトロール等により，人的，物的被害の軽減に努めるものとし，必要がある場合は

県に支援を要請するものとする。 

  また，指定された急傾斜地崩壊危険区域には標識等を設置して付近の住民への周知徹底

を図るとともに，定期的な防災パトロールを実施し，簡単な予防措置（水路の掃除，不安

定土塊の除去，風で地盤を揺すぶる大木の切除など。）を講じるものとする。 

（急傾斜地崩壊危険区域・急傾斜地崩壊危険箇所一覧表  … 資料編に添付） 

 

                              危 険 度 の 高 い が け 

           １ クラック（き裂）のあるがけ 

            ２ 表土の厚いがけ 

           ３ オーバーハングしているがけ 

           ４ 浮石の多いがけ 

           ５ 割目の多い基岩からなるがけ 

           ６ 湧水のあるがけ 

           ７ 表流水が集中するがけ 

           ８ 高さ５ｍ以上，こう配30度以上のがけ 

            集中豪雨，長雨，地震時には特に注意する必要がある。 

 

 

(3) 土石流発生危険区域予防対策 

  最近における災害の特徴として，一見安定していると思える地域において，集中豪雨，
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地震後の降雨等により，土石流が発生し，人家集落が悲惨な災害を受けた事例が頻発して

いる。 

  これら事例に鑑み，迅速で的確な警報の伝達，避難等の措置が行われるよう警戒避難体

制を確立するとともに，自主防災組織の育成，土石流危険渓流のパトロール等により，人

的，物的被害の軽減に努めるものとし，必要がある場合は県に支援を要請するものとする。 

  なお，土石流対策の雨量基準（警戒雨量，避難雨量）の設定については，県の充分な指

導を受けるものとする。 

 

(4) 山地に起因する災害危険箇所(山腹崩壊危険地区，崩壊土砂流出危険地区)の予防対策 

  近年，山地荒廃に起因する自然気象による災害が多発しており，こうした災害は台風や

集中豪雨に伴って発生することが多いが，地震により発生することもある。地震による場

合の山津波，がけ崩れ，落石等は短時間に猛威を振るうので，人的被害が顕著となり，特

に降雨と地震が重なった場合にこうした災害の発生確率は高まる。 

  これら災害を防止するため，市は，危険地区に関係する集落の実態を調査し，危険度に

応じた警戒避難体制を確立し，人的被害の防止に努めるものとする。 

 

(5) 土砂災害警戒区域等における予防対策 

  市は，土砂災害警戒区域ごとに土砂災害に関する情報の収集及び伝達，予警報の発令及

び伝達，避難，救助その他必要な警戒避難体制に関する事項について定めるものとする。 

  また，土砂災害警戒区域内に主として高齢者等の災害時要援護者が利用する施設がある

場合は，当該施設の利用者の円滑な警戒避難が行われるよう土砂災害に関する情報等の伝

達方法を定めるものとする。 

  なお，市長は，土砂災害警戒区域における円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を

住民に周知させるため，これらの事項を記載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じ

るものとする。 
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第７節 水道施設の災害予防計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（水道課） 

 

 

１ 水道施設の耐震化 

  市は，地震による水道施設の被害を抑制し，また被害の影響を少なくするため，次により

水道施設の整備を図るものとする。 

 

(1) 石綿セメント管は，耐震性の高い管路への更新を進め，早期に完了させるよう努める。 

 

(2) 耐震化は，重要度の高い次に掲げる水道施設から計画的に進めるよう努める。 

Ⅰ 浄水場，配水池，主要な管路等の重要度の高い基幹施設 

Ⅱ 避難所，医療施設，社会福祉施設，防災拠点施設等防災上重要な施設への配水施設 

Ⅲ 情報伝達設備，遠隔監視・制御設備，自家発電設備等の水道施設の機能を十分発揮さ

せるために必要不可欠な施設 

 

(3) 断水被害区域が広範囲とならないよう，バルブの配置を見直し，適切な配置の整備を進

める。 

 

(4) 局地的な被害が生じても施設全体の機能阻害を低減させるため，隣接事業体と管路で連

結することについて検討する。 

 

２ 二次災害の防止 

  市は，水道施設の被災により，貯留水の流出による被害や，有毒物質漏洩による被害など

の二次災害が予想される場合には，次のような対策を検討し，必要な予防措置を講ずるもの

とする。 

 

(1) 配水池貯留水の流出による避難路及び住宅密集地への被害を防止するため，流入・流出

管に緊急遮断弁の設置 

 

(2) 法面に隣接した配水池での転倒防止，水の流出防止及び斜面配管における管路の防護 

 

(3) 塩素等の有害物質の漏洩による被害を防止するため，薬品貯蔵槽の防液堤の設置，貯留

槽の定着強化のほか，配管に伸縮可撓を挿入，耐震継手の採用 
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(4) 塩素設備の配管類の強化，ボンベの転倒・滑動防止，塩素除外設備の設置 

 

３ 応急復旧対策 

  市は，水道施設の被害によって断水が生じても，早期の復旧を可能とするため，次の対策

を講ずるものとする。 

 

(1) 日頃から水道施設の管理図面等の整備を図り，分散して保管・管理する。 

 

(2) 地震発生後の緊急措置や応急復旧活動に必要となる情報の迅速な収集や，近隣市町村等

への応援要請ができるよう，電話，無線等の通信手段を整備，確保しておく。 

 

(3) 応急復旧時に必要な資機材，作業力を確保するため，資機材を備蓄し，定期的に点検，

整備を行うとともに，近隣市町村との相互応援体制の整備を図り，また，資機材メーカー，

施工業者等との協定等の締結に努める。 

 

(4) 復旧作業用水を確保するため，他用水から緊急取水について確認しておくほか，予備水

源の確保，配水池の大容量化，受水槽の増量等について検討する。 
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第８節 危険物等災害予防計画 

 

 地震による危険物災害の発生及び拡大を防止するため，関係機関と連携して，法令の定めると

ころによる保安体制の強化を図り，さらに適正な保安教育及び訓練の徹底並びに自衛消防組織の

育成及び防災思想の啓蒙普及を図るものとする。 

 

            主な実施機関 

       市（危機管理課，商工政策課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

１ 保安教育の実施 

  危険物事業所の管理責任者，防火管理者，危険物取扱者及び危険物施設保安員等に対し，

保安管理の向上を図るため，消防機関と連携して講習会，研修会等の保安教育を実施する。 

  また，危険物安全週間に広報，啓発活動を行うことにより，危険物の保安意識の高揚に努

める。 

 

２ 規制の強化 

  危険物施設に対し，次の事項を重点に立入検査等を適時実施し，災害の発生と拡大の防止

を図る。 

(1) 危険物施設の位置，構造及び設備の維持管理についての検査の強化 

(2) 危険物の貯蔵，取扱い，運搬，積載等の方法についての検査及び安全管理についての指

導の強化 

(3) 危険物施設の管理者，危険物保安監督者等に対する非常時にとるべき措置の指導の強化 

(4) 地震動等による危険物施設等の影響に対する安全措置の指導の強化 

 

３ 屋外タンク貯蔵所等からの流出油事故対策 

  液体危険物を貯蔵する大規模な屋外貯蔵タンク等については，不等沈下の防止及び漏洩事

故などの防止を図るよう指導するとともに，危険物の流出油事故が発生した場合，敷地外流

出による二次災害を防止するための必要な措置を講ずるよう指導する。 

 

４ 自衛消防組織の強化促進 

(1) 自衛消防隊の組織化を推進し，自主的な災害予防体制の確立を図る。 

(2) 隣接する事業所との相互応援に関する協定の締結を促進し，効率ある自衛消防力の確立

を図る。 
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第９節 火災等予防計画 

 

 市は，地震発生時における出火防止，初期消火の徹底を図るための火災予防に関する指導を行

うとともに，消防力の整備強化を図る必要がある。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 出火防止，初期消火体制確立計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

(1) 火災予防の指導の推進 

  市は，出火防止を重点とした消防広報及び講習会の開催，ポスター・パンフレット等印

刷物の配布，火災予防週間中における車両等を用いた火災予防の呼びかけなど種々の広報

を行い，火災予防の徹底を図るものとする。 

  また，出火防止はもとより，出火した場合における初期消火の対応状況が被害の増減に

大きく影響することから，初期消火に必要な消火器材，消防用設備等の設置並びにこれら

器具等の取扱い方法について周知させるものとする。 

 

①  一般家庭に対する指導 

  市は，各地区の消防団等を通じて，一般家庭に対し消火器具，消火用水の普及徹底を

図り，これらの器具の取扱い方法を指導するとともに，初期消火の重要性を充分認識さ

せ，地震発生時における初期消火活動の徹底を図るものとする。 

 

Ⅰ コンロ，ストーブ等からの出火の予防 

  地震を感じたら消火すること，対震自動消火装置を設置すること，火気周辺に可燃

物を置かないことなどを普及啓発する。 

Ⅱ 電気器具からの出火の予防 

  地震を感じたら安全が確認できるまで，コンセントを抜き，避難をする場合はブレ

ーカーを落とすことなどを普及啓発する。 

 
 

火 災 予 防 計 画 

出火防止,初期消火体制確立計画 

消 防 力 の 整 備 強 化 計 画 

危険物の保安確保指導計画 
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② 職場に対する指導 

  市は，予防査察，火災予防運動，防災指導等あらゆる機会をとらえ，関係者に対する

防火思想の普及に努める。 

Ⅰ 地震発生時における応急措置の要領 

Ⅱ 消防用設備等の維持点検と取扱い方法の徹底 

Ⅲ 避難，誘導体制の確立 

Ⅳ 終業後における火気点検の励行 

Ⅴ 自衛消防隊の育成指導 

 

(2) 防火対象物の防火体制の推進 

  多数の者が出入りする防火対象物については，火災が発生した場合の危険性が大きいた

め，市は，消防法に規定する防火対象物について防火管理者を必ず選任させ，その者に地

震災害対策事項を加えた消防計画の作成を指導し，この計画に基づく消火，避難訓練，消

防用設備等の点検整備，火気の使用又は取扱いに関する指導を行い，防火対象物に対する

防火体制の推進を図る。 

 

(3) 地域ぐるみの防火防災訓練，民間防火組織の育成 

  市は，震災時における消防機関の活動と相まって地域住民が自主的に防火活動を行える

よう，防火防災訓練の実施，民間防火組織の育成に努めるものとする。 

 

① 防火訓練の実施 

  防災機関の訓練と相まって，住民参加による地域ぐるみの防火防災訓練を実施し，初

期消火に関する知識，技術の普及を図る。 

 

② 民間防火組織の育成 

  民間防火組織の育成に努めるとともに，適切な指導助言を行うものとする。 

 

Ⅰ 婦人防火クラブの育成 

  婦人による家庭防火思想の普及徹底と地域内の自主防火体制の確立を図ることを

目的とし，組織づくりの推進及び育成に努める。 

 

Ⅱ 幼年少年消防クラブの育成 

  幼稚園児，小学生及び中学生を対象とし，幼年少年期から火災予防思想の普及を図

ることを目的として，組織づくりの推進及び育成に努める。 

 

(4) 予防査察の強化 

  市は，防火対象物の用途，地域等に応じて予防査察を年間行事計画等により定期的に実

施し，常に当該区域内の防火対象物の状況を把握するものとし，特に火災発生時において
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人命に危険があると認められる対象物並びに公共施設等については定期査察のほかに特

別査察を行い，火災発生危険の排除とともに予防対策の指導を行い，火災の未然防止を図

る。 

 

２ 危険物の保安確保の指導計画 

                   主な実施機関 

               市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

(1) 危険物 

  市は，石油類，火薬，高圧ガス等の危険物による災害を未然に防止するため，必要の都

度，危険物施設への立入検査を実施し，危険物施設の位置，構造及び設備その他管理の状

況等が法令に定める技術上の基準に適合し，適正に維持管理されているかについて予防査

察を行うとともに，次のような災害予防対策の指導を行うものとする。 

 

① 危険物施設の所有者・管理者に対し，定期的な点検，点検記録の作成及び保存を行わ

せ，災害発生の予防指導を行う。 

 

② 危険物施設の従業員に対し保安教育を行い，防災に対する諸活動が円滑に実施され，

応急対策が完全に遂行されるよう自主保安体制の確立を指導する。 

 

③ 大火災となる要素を包蔵している地域又は施設に対しては，災害発生に対する防御計

画の策定を指導する。 

 

(2) 化学薬品 

  工場，病院及び学校等に保有している化学薬品は，少量の薬品が多種にわたり，しかも

不必要となっても貯蔵保管されているのが現状であり，これら薬品の中には，転倒落下に

よる衝撃，他の薬品との混合に伴い発火発熱する性質を有するものがある。 

 このため，市はこれら化学薬品等の貯蔵，保管場所の不燃化等の指導を行う。 

 

３ 消防力の整備強化計画 

  市は，地震による火災の消火，人命救助等の初期活動がすみやかに実施できる体制を確立

するため，県の指導，援助を得ながら消防力の強化に努める。 

 

(1) 総合的な消防計画の策定 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

  市は，地震災害が発生した場合に現有消防力を迅速かつ最大限に活用し，被害を最小限

に軽減するための総合的な消防計画を次のとおり策定するものとする。 
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① 災害警防計画 

  災害時において消防機関が適切かつ効果的な警防活動を行うため，災害種別に応じた

活動体制，活動要領の基準を定める。 

 

② 火災警防計画 

  火災が発生し，又は発生するおそれがある場合における消防団員の非常招集，消防隊

の出動基準，警戒等について定める。 

 

③ 消防活動困難地域の火災防御計画 

  木造建築物密集地域，消防水利不足地域等で，火災が発生すれば大火になると予想さ

れる消防活動困難地域について定める。 

 

④ 危険物の防御計画 

  爆発，引火，発火その他火災の防御活動上危険な物品を貯蔵する建築物，場所に対す

る要領について定める。 

 

(2) 地域消防力の整備強化 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  市は，地域社会の消防防災の中核的活動を行う消防団を次により育成強化するものとす

る。 

 

①  消火用資機材の充実 

  消防ポンプ自動車，小型動力ポンプ等の消防機械，消火栓，防火水槽，耐震性貯水槽

等の消防水利，火災報知設備その他の消防施設・設備等の整備改善を図る。 

 

② 消防水利の確保等 

  防火水槽を中心とする震災時の消火活動に欠かせない消防水利を確保するため，防火

水槽の設置及び耐震化を図るとともに，ビル保有水等の活用，河川・用水・池等の自然

水利を確保する。 

  なお，災害時に全域にわたって消火栓が使用不能となる可能性があるため，消防水利

を消火栓のみに偏することなく，消火栓の設置と併せて防火水槽や耐震性貯水槽の整備

に努める。 

 

③ 消防通信施設の整備 

  消防対策本部と火災現場等との間で迅速・的確に情報の伝達や指令等を行うため，消

防通信施設の整備充実を図る。 
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④ 救助装備の整備・高度化 

  人命救助資機材，救助隊員の安全装備，支援装備等の計画的な整備促進を図るとともに，

救助隊員の救助技術の向上を図る。 
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第 10節 自主防災組織育成計画 

 

 地震災害からの被害を最小限に止めるためには，行政の対応に加えて，住民一人ひとりが自ら

の生命と財産は自ら守るということを認識し，住民が自主的に防災活動に参加し，地域で助け合

っていくことが効果的であることから，自主防災組織の結成促進及び育成を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 自主防災組織育成計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課） 

 

 

 (1) 自主防災組織の意義 

  災害時には，種々の要因により防災関係機関の行う応急対策活動が遅れたり阻害される

ことが予想される。このため自主防災組織の結成促進及び育成を図ることにより，住民自

らが出火防止，初期消火，被災者の救出救護，避難等の防災活動を自主的かつ組織的に行

い，もって地震被害を最小限に止め，災害の拡大を防止する。 

 

(2) 自主防災組織等の結成促進 

  市は，防災に関する講演会や研修会の開催，パンフレットの作成等を通じて広く住民に

自主防災組織の活動の重要性や役割を啓発するなど，既存の自主防災組織に加えて新たな

自主防災組織結成への働きかけや自主防災相互の連携を密にし、自主防災体制を充実・強

化することを目的とした自主防災組織連絡協議会を旧町村単位に設立する。 

 

① 組織 

  地区住民福祉協議会を活用し防災活動が効果的に実施できるよう地域の実情に合わ

せた組織とするものとする。 

 

② 編成 

     本部組織として、連絡情報班、消火班、救出・救護班、避難誘導班、給食・給水班等

を置くものとする。 

 

自主防災組織体制 

整 備 計 画 

自 主 防 災 組 織 育 成 計 画 

自主防災組織活動マニュアル作成 
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(3) 自主防災組織の育成・支援等 

  市は，自主防災組織の育成・活性化を支援するため，防災訓練や各種行事の開催，啓発

資料の作成配布等を通じて自主防災組織の結成に向け啓発を行うとともに，リーダー養成

のための研修会や資機材整備などによりその活動を支援し，育成強化に努めるものとする。

その際，障害者，高齢者等の災害時要援護者や女性の参画の促進に努めるものとする。 

 

① リーダー養成 

  自主防災組織のリーダーを養成するための教育，研修等を実施し，自主防災組織の活

動を活性化する。 

 

② その他の地域防災活動の支援等 

 市は，地域コミュニティを市民防災運動の最も重要な啓発対象と捉え，自主防災組織

はもとより，未組織の地域住民や企業に対しても，防災教育の普及に努め，地域コミュ

ニティ構成員が自助・共助の精神を基本として主体的に地域活動に参加し，ボランティ

アや地域の各種団体等とネットワークをつくり，その連携の中で自主的な防災活動がで

きるよう，指導助言など支援に努めるものとする。 

 

③ 地域におけるリーダー育成 

  市は，自主防災組織の活動班のリーダーあるいは自治会等や婦人会，子供会等の住民

団体等のリーダー等の幅広い住民を対象に講習会及び訓練等を実施し，防災活動につい

ての知識・技能，責任感及び実行力を有するリーダーを育成するものとする。 

 

④ 市職員の積極的参加 

  市の職員は，地域住民としての自覚を持ち，地域の自主防災組織の結成及び活動につ

いて積極的に参加するものとする。 

 

（4) 平常時の活動 

Ⅰ 日ごろの備え及び災害時の的確な行動等の防災知識の普及 

Ⅱ 情報の収集・伝達，初期消火，救出・救護，避難等の防災訓練 

Ⅲ 初期消火，救出・救護用の防災資機材等の備蓄・管理 

Ⅳ 家庭及び地域における防災点検 

Ⅴ 地域における高齢者，障害者，外国人等災害時要援護者の把握 

 

(5) 災害時の活動 

Ⅰ 正確な情報の収集及び伝達 

Ⅱ 出火防止，初期消火の実施 

Ⅲ 高齢者，障害者等の災害時要援護者の把握 

Ⅳ 救出・救護の実施 

Ⅴ 炊出し等の給食及び給水の実施及び協力 
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Ⅵ 救援物資の配分及び配付並びに避難所の運営及びそれらに係る協力 

 

２ 自主防災組織の活動マニュアルの作成 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

  市は，地域住民が効果的な防災活動を行えるよう，理解しやすい防災マニュアルを作成し，

配布するものとする。 
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第11節 避難準備計画 

 

 災害時における火災，地盤災害等から住民の生命，身体の安全を確保するため，あらかじめ避

難場所及び避難路を選定し，避難計画の策定を行うなど総合的かつ計画的な避難対策を推進する

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難場所の確保計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，各総合支所） 

 

 

(1) 避難場所の指定 

  市は，地震，延焼火災，がけ崩れ等の危険性の高い地域について，住民等を安全に避難

させるため必要に応じ次の基準により避難場所を指定しておくものとする。 

  ただし，避難場所としての適格性の判断は各地区の状況等を勘案し，総合的に判断する

ものとする。 

  なお，一般の指定避難場所では，高齢者，障害者，病人等はできるだけ環境条件の良い

場所に配慮するとともに，一般の指定避難場所での避難生活が困難な高齢者や障害者等の

要援護者のために，必要に応じて社会福祉施設等を福祉避難所として位置づける。 

 

① 一時避難場所 

災害発生直後の緊急時の一時避難場所として，小中学校の校庭や圏域内の公園などの

屋外空間を原則的に位置づける。 

また，状況によっては屋内空間を災害の危険から緊急的に身を守るため一時的に避難

するための避難施設とする。主に地域の集会所等を選定。公共施設の避難場所まで行く

ことができない緊急時の避難先として地域の避難に適した一時避難場所を選定するこ

とで地域特性に応じた避難が可能になる。 

Ⅰ 屋外空間（例：校庭，公園，広場，空地等） 

Ⅱ 屋内空間（例：集会所等の一時的に避難する建物） 

（一時避難場所一覧 … 資料編に添付） 

避 難 準 備 計 画 

避 難 場 所 の 確 保 計 画 

避 難 路 の 選 定 計 画 

避 難 に 関 す る 広 報 計 画 

避 難 計 画 の 作 成 
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② 指定避難場所 

災害発生後（地震・水害・土砂等）から自宅もしくは仮設住宅に入居できるようにな

るまでの間，炊き出しや物資の提供等を受けながら過ごすための避難施設。 

原則として小中学校等の屋内空間を指定避難場所として位置づける。一時避難場所に

避難した人は，指定避難場所に移動ができるようになった段階で，中長期滞在が可能な

公共施設の指定避難場所に避難してもらう。ただし必要に応じて公園等の屋外空間であ

っても，天幕等の設営によって指定避難場所として位置づける。 

指定の順位は，おおむね次のとおりとし，給水，給食設備等を有する施設を優先する

ものとする。 

Ⅰ 公立小中学校 

Ⅱ その他の公立学校 

Ⅲ その他の公共的施設 

Ⅳ 私立学校，幼稚園，保育園 

Ⅴ 公民館，集会所 

（指定避難場所一覧 … 資料編に添付） 

 

③ 広域避難場所 

大規模地震の発生時に周辺地区からの避難者を収容し，地震に伴い発生する市街地大

火から避難者の生命，身体を保護するために必要な規模及び構造を有する空地を広域避

難場所として指定する。ただし，災害の状況によっては，収容避難空間として位置づけ

ることもある。広域避難場所は，収容すべき避難者に見合った有効避難面積（周辺の市

街地大火の輻射熱に対して避難者の生命，身体の安全が確保される空地の部分のうち，

水面，傾斜地その他避難者の収容に適切でない場所を除いた部分の面積）を有するもの

とする。 

(選定基準) 

広域避難場所（屋外空間）の選定基準は，以下のとおりとする。 

 

Ⅰ 火災の延焼によって生じる輻射熱等から避難者を安全に保護することのできる十分

な広さを有する公園，緑地，グラウンドその他の公共空地であること。 

 

Ⅱ 避難者一人あたりの必要面積はおおむね2㎡以上とし，要避難地区の全ての住民を収

容できるよう配置すること。 

 

Ⅲ 木造密集地から 300ｍ以上離れていること。 

 

Ⅳ がけ崩れ，地すべり，浸水等の危険のないところで，付近に多量の危険物等が備蓄さ

れていないところであること。 

 

Ⅴ 避難者が安全に到着できる避難路と連結されていること。 
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Ⅵ 地区分けをする場合においては大字等の集落単位を原則とするが，主要道路，河川等

を境界とし，住民がこれを横断して避難することはできるだけ避けること。 

広域避難場所（屋内空間）の選定については，指定避難場所の中で，比較的収容面積

が大きい体育館等で，大規模な災害が発生し地区を越えての避難や，避難場所での生活

が長期間にわたり避難場所を集約する必要がある場合などに対応できる建物とする。 

（例：体育館等の比較的大きい面積を有する建物） 

（広域避難場所一覧 … 資料編に添付） 

 

(2) 避難圏域 

各指定避難場所の避難圏域は，それぞれの小学校の校区を基準として設定し，圏域内避

難者数や危険物等の避難障害，地域団体の区域と校区の不整合等により圏域の適性を欠く

場合は，適宜修正する。 

 

(3) 避難場所の整備 

 市は，円滑な避難誘導及び避難場所での迅速な救援・救護活動を実施するため，避難

場所の環境整備に努めるものとする。その主な内容は次のとおりとする。 

 

① 避難場所及び周辺道路に案内標識，誘導標識等を設置し，平常時から関係地域住民へ

の周知を図る。 

② 避難場所内で円滑な給水活動ができるよう，ポンプ，浄水器等の整備及び水源の確保

を図る。 

③ 医療救護，給食，情報連絡等の応急活動に必要な設備等の整備を図る。 

 ④ 非常用電源の整備を図る。 

 ⑤ 災害時要援護者に配慮した設備等の整備を図る。 

 

 

２ 避難路の選定計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，各道路管理課） 

 

  市は，住民が安全に広域避難場所等へ避難するための避難路をおおむね次の基準により選

定し，確保するものとする。 

 

(1)  市内を通過する国道及び県道。 

 

(2)  各集落と国道，県道とを連絡する道路。 

 

(3)  集落相互を連絡する道路。 
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(4) 要援護者施設や重要施設(広域避難場所，病院等)につながる主要な道路。 

 

（避難路一覧表  … 資料編に添付） 

 

３ 避難に関する広報計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，各総合支所） 

 

 

  市は，住民が的確な避難行動をとることができるよう平常時からあらゆる機会をとらえ避

難に関する広報活動を行うとともに，避難場所の標示板を設置し，住民に対して周知徹底を

図るものとする。 

 

(1) 広域避難場所等の広報 

  広域避難場所について，地域住民に対し次の事項の周知徹底に努めるものとする。 

 

① 名称 

② 所在位置 

③ 経路 

④ その他必要な事項 

 

(2) 避難のための知識の普及 

次の事項について住民への普及徹底に努めるものとする。 

 

① 平常時における避難への備え 

② 避難時における知識 

③ 避難収容後の心得 

 

４ 避難計画の作成 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，各総合支所） 

 

 

  市は，災害発生時において安全かつ迅速な避難を行うことができるよう具体的な避難計画

を作成しておくものとする。 

 

（具体的な避難計画は「第３章災害応急対策計画」を参照） 
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第12節 ボランティア受入体制整備計画 

 

 阪神・淡路大震災など，近年の大規模災害においては，行政や防災機関のみの災害対応の限界

が指摘されると同時に，ボランティアの多彩な活躍が注目された。 

 発災に伴い人や公共施設等をはじめとして多種多様な被害が発生することが想定され，これに

対応するためには，平常時から専門知識を有するボランティアを確保し，この運用計画について

も策定しておく必要がある。 

 このため，市は，大規模災害時におけるボランティア活動が，速やかに立ち上がり効果的に生

かされるよう，平常時からボランティアの受入体制等の整備に努めるものとする。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

１ ボランティア活動普及啓発計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，福祉事務所），三好市社会福祉協議会 

 

 

(1) ボランティア活動の普及及び啓発 

  市は，三好市社会福祉協議会等と連携し，災害時におけるボランティアの十分な協力と

円滑な活動を確保するため，交流会や研修会の開催などにより住民や事業所に対するボラ

ンティア活動の普及・啓発に努めるものとする。 

 

(2) 災害ボランティア登録制度の創設等 

  市は，災害時において必要とされるボランティア活動について，即時的に対応できるよ

う，災害ボランティア登録制度を創設する。 

 

① 登録対象者 

Ⅰ 市内に在住又は勤務する個人又は団体 

Ⅱ 市内に活動拠点を有する個人又は団体 

 

② 活動内容等 

Ⅰ 一般ボランティア 

  特別な資格を必要としない次のような活動を行う。 

ア 炊出し 

ボランティア受入体制整備計画 

ボランティア活動普及啓発計画 

ボランティア活動支援計画 
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イ 清掃 

ウ 救援物資の管理及び配付 

エ 被災者の生活支援や話し相手 

オ 専門職ボランティアの補助等 

Ⅱ 専門職ボランティア 

  一定の経験や知識又は専門的な知識や技術若しくは特別な資格等を必要とする次

のような活動を行う。 

ア 平常時に行う建物の耐震診断 

イ 災害時に行う建物の危険度判定 

ウ アマチュア無線等による情報の収集及び伝達 

エ パソコン通信等による災害，安否，生活情報等の収集及び伝達 

オ 特殊車両による救援 

カ 救急救護 

キ メンタルケア 

ク 介護 

ケ 通訳・手話等 
 

Ⅲ ボランティアコーディネーター 

  一般ボランティアの中から希望者を募り，県の協力を得ながらボランティア・ニー

ズの把握や各種ボランティア団体の活動等の連絡調整を行うことのできるボランテ

ィアコーディネーターの育成を図る。 

 

③ ボランティア団体との連携 

 市及び三好市社会福祉協議会は，平常時からボランティア団体，ボランティア関連団

体，企業，大学等とのネットワークや社会貢献活動，地域活動を行っている団体等との

ネットワークを形成し，災害時における協力体制を構築しておくものとする。 

 

２ ボランティア活動支援計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，地域福祉課），三好市社会福祉協議会 

 

 

(1) 活動拠点の整備 

  市は，災害発生時においてボランティア活動の拠点となる「災害ボランティア支援セン

ター」を三好市社会福祉協議会に設置するものとし，平常時から拠点整備に努めるととも

に，情報通信手段となる非常時用電話，携帯電話，ＦＡＸ，パソコン等の資機材の整備を

進めておくものとする。 

 

(2) ボランティア活動時における保険制度の整備 

  市は，災害及び二次災害等担保特約保険に加入し，ボランティア活動中の事故に対する

保証を行うことを検討する。 
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第13節 企業防災促進計画 

 

 自然災害による不測の事態から中小企業の「事業継続」を確保するため，中小企業に対し，災

害時における企業の事業継続を目的とした「事業継続計画（ＢＣＰ）」の作成の促進を図るもの

とする。 

 また，企業は防災力を高めるため，防災体制の整備，防災訓練，事業所の耐震化等を実施する

などの企業の防災活動の推進に努めるものとする。 

 

           主な実施機関 

       市（危機管理課，商工政策課）,三好市社会福祉協議会 

 

 

１ 周知・啓発 

  事業継続ガイドラインに基づき，企業が「事業継続計画（ＢＣＰ）」の策定を行うよう，

講習会の開催や広報などを実施するものとする。 

 

２ 防災力向上の推進 

  企業は地域コミュニティの構成員であり，地域住民とともに自助・共助の精神を基本とし

て主体的に地域活動に参加することが求められる。 

  市は，企業がボランティアや地域の各種団体等とのネットワークを構築し，その連携の中

で自主的な防災活動が行えるよう，指導・助言などの支援に努めるものとする。 
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第14節 災害時要援護者対策計画 

 

 近年の急速な高齢化や国際化，さらには住民のライフスタイルの変化等に伴い，災害発生時に

は高齢者，傷病者，在宅用医療者（人工透析，人工呼吸器使用，在宅酸素療法，特殊な薬剤使用の

ため中断によって生命の危険がある患者（インスリン使用中の糖尿病患者等）），障害者，妊産婦，

乳幼児，外国人など災害対応能力の弱い災害時要援護者の犠牲が多くなっている。 

 災害時要援護者は，自力による避難が困難であったり，災害情報の伝達に考慮すべき点がある

ことなどから，浸水や土砂災害の情報伝達や避難対策などが重要となる。 

 このため，市及び社会福祉施設等の管理者は，次により各種対策を実施し，災害時の災害時要

援護者に対する安全確保を図るものとする。その際，被災時の男女のニーズの違い等男女双方の

視点に十分配慮するよう努めるものとする。 

 ※社会福祉施設等とは，社会福祉施設，老人福祉施設及び病院をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 社会福祉施設等への防災対策計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，環境福祉部関係課） 

 

 

(1) 社会福祉施設等の安全確保 

 社会福祉施設等の利用者の大半は，寝たきり高齢者，傷病者の災害時要援護者であるこ

とから，施設の管理者は，施設自体の災害に対する安全性を高めるとともに，土砂災害危

険箇所等の立地条件を踏まえた対策を講ずるものとする。 

 また，スプリンクラーについては，義務設置でない施設についても必要に応じ設置に努

めるものとする。 

 さらに，災害時において消防機関等への早期通報が可能な非常通報装置等の設置につい

ても，促進を図るものとする。 

災害時要援護者対策計画 

社会福祉施設等への防災対策計画 

在宅災害時要援護者への防災対策計画 

外 国 人 へ の 防 災 対 策 計 画 

災害時帰宅困難者等への防災対策計画 
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 市は，土砂災害危険箇所等に存在する社会福祉施設等の保全のため，採択基準に該当す

る個所について，治山，砂防，地すべり，急傾斜の各事業を強力に実施するとともに，施

設管理者への周知，講習会の実施等に配慮する。 

 

(2) 防災組織の整備 

 社会福祉施設等の管理者は，各種調査結果や土砂災害危険箇所等の立地条件などを踏ま

えて，災害の防止や，災害発生時における迅速かつ的確な対応を行うため，あらかじめ自

衛防災組織を整え，施設職員の任務分担，動員計画，緊急連絡体制を明確化するものとす

る。 

 また，必要に応じ，関係機関との連携のもとに，施設相互間並びに地域住民，自主防災

組織等との平常時からの連携が密なものとなり，利用者の実態に応じた協力が得られるよ

うな体制作りに努めるものとする。 

 

(3) 防災教育・防災訓練の充実 

 社会福祉施設等の管理者は，施設の職員等が，防災に関する基礎的な知識や災害時にと

るべき行動等についての理解・関心を高めるための防災教育を実施するとともに，災害時

の切迫した状況下においても，適切な行動がとれるよう，あらかじめ災害時における避難

計画を策定し，各々の施設の構造や利用者の実態に応じた防災訓練を定期的に実施する。

特に，自力避難が困難な者等が利用している施設にあっては，居室の配置に配慮するとと

もに，職員が手薄になる夜間を想定した防災訓練や土砂災害危険箇所等，地域の特性を配

慮した防災訓練などについても実施するものとする。 

 

(4) 防災備品の整備 

 社会福祉施設等の管理者は，災害に備え，食糧，生活必需品，防災資機材等の備蓄に努

めるものとする。 

 

 

２ 在宅災害時要援護者への防災対策計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，環境福祉部関係課） 

 

 

(1) 在宅災害時要援護者の把握 

  市は，在宅災害時要援護者に係る情報（所在，家族構成，緊急連絡先，日常生活の自立

度等）の整理・保管に努めるとともに，保健所等の関係機関との連携を図り，在宅災害時

要援護者に係る情報の共有化に努めるものとする。 
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(2) 個別避難支援プラン策定の促進 

環境福祉部局では，災害時に要援護者の迅速な避難支援と安否確認を行うため，高齢

者・障害者等の災害時要援護者リストを作成・保管し，年１回更新する。 

災害時要援護者リストは平常時には行政内部で共有し，三好市個人情報保護条例に基づ

き，適切な管理を行う。 

なお，災害発生時で，同条例第11条第１項第３号「個人の生命、身体又は財産の保護の

ため，緊急かつやむを得ないと認められるとき」に該当する場合は，災害時要援護者リス

トを消防団等，実際に救援・支援活動に従事する組織に開示する。 

 

 (3) 支援体制の整備 

     環境福祉部局，消防団，自主防災組織，自治会など連携して地域の助けあい（共助）

を基本として，地域ぐるみで「災害から要援護者を守る」ための支援体制づくりを普及啓

発する。 

 

(4) 防災知識の普及啓発及び訓練の実施 

  市は，災害時要援護者及びその関係者に対して，広報紙，パンフレット等の配布を行い，

地震災害に関する基礎的知識の普及啓発に努めるものとする。 

  また，地域における防災訓練への参加の呼びかけ，実地訓練を体験させるとともに，住

民に対しても災害時要援護者の救助・救援に関する訓練を実施するものとする。 

 

(5) 福祉避難所（要援護者用避難所）選定の促進 

高齢者，障害者，妊産婦，乳幼児，病弱者など指定避難場所での避難生活において何ら

かの特別な配慮を必要とする者で，介護保険施設や医療機関等に入所・入院するに至らな

い程度の在宅の要援護者を受け入れるために，市の老人ホーム，民間社会福祉施設，宿泊

施設等を福祉避難所として確保・指定する。 

 

(6) 緊急通報システムの整備 

  市は，災害時における的確かつ迅速な救助活動を行うため，在宅災害時要援護者（高齢

者）に対する緊急通報装置の設置を促進するなど，必要に応じて緊急通報システムの整備

に努めるものとする。 

 

 

３ 外国人への防災対策計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，市民課） 
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(1) 外国人の所在の把握 

  市は，災害時における外国人の安否確認等を迅速に行い，円滑に支援できるよう，平常

時において外国人登録の推進を図り，外国人の人数や所在の把握に努めるものとする。 

 

(2) 防災基盤の整備 

  市は，避難所や避難路の表示等災害に関する案内板について，外国語の併記表示を進め，

外国人にも分かりやすい案内板の設置を進めるものとする。 

 

(3) 防災知識の普及啓発及び訓練の実施 

  市は，日本語を理解できない外国人に対して外国語による防災に関するパンフレットを

作成し，外国人との交流会や外国人雇用事業者等を通じて配布を行い，防災知識の普及・

啓発に努めるものとする。 

 

(4) 防災訓練の実施 

  市は，外国人の防災への行動認識を高めるとともに，災害時に迅速かつ的確な行動がと

れるよう，外国人を含めた防災訓練を積極的に実施するものとする。 

 

(5) 通訳・翻訳ボランティアの確保 

  市は，外国人が災害時にも円滑にコミュニケーションが図れるよう外国語通訳や翻訳を

行うボランティアなどの確保を進めるものとする。 

 

 

４ 災害時帰宅困難者等への対策計画 

  地震発災時には，多数の旅行者や，遠距離通勤者等が帰宅困難となる恐れがあり，避難及

び帰宅の支援を行う必要がある。市は，こうした人々に対して適切に対応できる体制を確保

できるよう努めるものとする。 

 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課） 

 

 

(1) 帰宅困難時の対応策の普及啓発 

  市は，帰宅困難となった場合の避難場所及び県が確保した「災害時帰宅困難者支援の店」

等について対応策の普及啓発に努めるものとする。 

 

 

 

 



- 272 - 

 

第15節 広域応援計画 

 

 市内において大規模な災害が発生し，自力による対応が困難な場合，他の市町村や防災関係機

関の協力を得て災害対策を実施する必要がある。このため，他の市町村や防災関係機関との間に

相互応援協定等を締結するなど相互の連携を強化し，広域的な防災活動体制の強化・充実を図る

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 応援要請・応援受入体制整備計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

(1) 相互応援協定の締結 

  市は，隣接する市町村のみならず，同時に被災する可能性の低い離れた位置にある市町

村との相互応援協定の締結をするなど広域応援体制の拡充に努めるものとする。 

 

(2) 応援要請体制の整備 

  市は，災害発生時の応援要請が迅速かつ円滑に行われるよう応援要請手続き及び連絡方

法を定め，職員への周知徹底を図るものとする。 

  なお，協定を締結した他の市町村及び防災関係機関との間において，平常時から訓練，

情報交換等を実施するものとする。 

 

① 応援要請手続 

  次に掲げる事項について，口頭又は電話等をもって要請し，後日文書によりあらため

て処理するものとする。 

Ⅰ 災害の状況及び応援を求める理由 

Ⅱ 応援を希望する機関名 

Ⅲ 応援を希望する人員，物資等 

Ⅳ 応援を必要とする場所及び期間 

Ⅴ 応援を必要とする活動内容 

Ⅵ その他必要な事項 

広 域 応 援 計 画 

応援要請・応援受入体制整備計画 

他市町村応援活動体制整備計画 



- 273 - 

 

② 応援要請の連絡方法 

Ⅰ 応援要請は口頭又は電話により行う。 

Ⅱ 応援要請後，(2) の②で定める活動計画をＦＡＸにより送付する。 

Ⅲ 文書による応援要請は，災害による混乱が収拾した後に行う。 

 

(3) 応援受入体制の整備 

  市は，応援要請後直ちに応援部隊の受入体制がとれるよう応援受入体制の整備手続きを

定め，職員への周知徹底を図るものとする。 

  なお，応援受入体制の主な内容は次のとおりとし，これ以外の事項については臨機応変

に対処するものとする。 

 

① 応援要請及び応援活動の記録 

Ⅰ 応援の要請先，要請日時，要請内容 

Ⅱ 回答先，回答日時，回答内容 

Ⅲ 応援部隊の到着日時，人員，責任者の氏名・連絡先 

Ⅳ 活動（滞在）期間，自立度（食糧，飲料水，宿舎） 

Ⅴ 搬入物資の内容・量・返却義務の有無 

Ⅵ 応援活動実績記録（事故等の記録を含む） 

Ⅶ 撤収日時 

 

② 応援部隊の活動計画の作成 

  要請した応援部隊に対して，いつから，どこで，何を，いつまで応援活動を要請する

のか等を整理した応援部隊の活動計画を作成する。 

 

③ 食糧，飲料水，宿舎等の準備 

  要請する応援部隊は自立できることが原則ではあるが，応援部隊が自立できない場合

は，必要最小限の食糧，飲料水，宿舎，待機場所，駐車場等を準備する。 

 

④ 応援受入マニュアルの作成 

  他市町村等からの多人数の応援部隊の受入れを円滑に行うため，「広域応援受入マニ

ュアル（仮称）」の作成を検討する。 

 

２ 他市町村応援活動体制整備計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

(1) 応援体制の整備 

  市は，被災市町村より応援要請を受けた場合，直ちに応援部隊の派遣ができ，かつ，通
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常業務に支障をきたさないよう，次の事項についての業務方法について定めるものとする。 

 

① 支援対策本部の設置及び運営 

② 派遣部隊の編成及び派遣 

③ 携帯資機材の調達及び運搬 

④ 応援活動の作業手順等 

 

(2) 応援にあたっての留意事項 

  派遣部隊は，被災地において被災市町村からの援助を受けることのないよう，食糧，衣

料，宿営機材，通信機材に至るまで自力で賄うことができる自己完結型の組織体制を持た

なければならない。 

 

 

３ 広域医療体制の整備 

       主な実施機関 

      市（保険医務課，長寿障害福祉課，健康づくり課） 

 

 

(1) 災害時コーディネーター（医療，保健衛生，老人福祉、薬務）との連携 

医療，保健衛生，介護福祉，薬務分野の各種支援を円滑に実施するために，徳島県が

配置した災害時コーディネーターとの連携を強化。医療救護所における医師や医薬品等

の不足に対応すると共に，避難所等で活動する保健師の派遣調整や福祉避難所との調整

を行う。 
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第16節 防災施設等整備計画 

 

 防災機関は，災害時に応急対策を円滑に実施するために必要な施設，資機材及び物資等の整備

充実に努めるものとする。 

 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，情報政策課，水道課） 

 

 

１ 情報通信施設の整備 

  無線施設及び設備については定期的な点検整備を行うとともに，機器の転倒防止，非常電

源の確保，応急資機材の充実を図り，災害時の通信手段の強化に努めるものとする。 

  非常災害時のアマチュア無線局の協力体制を整備し，防災情報の収集及び伝達の強化を図

るものとする。また，市民に対して直接に災害情報等を同報無線で伝達しているが，地理的

及び自然条件等により，情報の提供が困難な地域が発生すると思われるので整備に努めるも

のとする。 

 

２ 防災拠点施設の整備 

  災害時における応急対策の拠点，災害復旧資材及び非常食糧の備蓄基地として，また，平

常時には市民の防災知識の習得と普及・啓発の場として整備に努めるものとする。 

 

３ 応急物資等の備蓄 

  大規模災害発生時には，多くのり災者に対する防災機関の対応能力にはおのずと限界があ

り，すべての被災者に対して迅速な対応は期待できない。住民は日常から防災の意識を高め，

災害時には「自らの命は自らが守る」ことを基本として，災害発生後救援態勢が立ち上がる

までの間は，住民又は地域において自らの生活維持をしていくため，食糧・水及び最低限の

非常用生活物資の確保に努めることが必要である。 

  このため，市は自ら備蓄することの必要性を住民に周知徹底するものとする。 

  また，市は，家屋倒壊等で備蓄物資の確保ができなかったり災者のために飲料水や食糧，

生活必需品などの供給を行うなど地域住民の生活に密接した物資の確保を行う責務がある。

したがって，市の特性から必要量を算定し物資の備蓄・確保に努めるものとする。 

 

(1) 応急食糧の備蓄整備 

  住民は，発災初期の避難生活のための応急食糧の備蓄を平常時から行っておく努力が求

められる。 

  市は，家屋倒壊等で備蓄物資の確保ができなかったり災者のための備蓄食糧の整備に努

めるものとする。この場合，市は，人口や地理等の特性を考慮して上で，他地域や民間と
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の応援協定等を活用し確保手段の多様化を図り必要量を検討し，備蓄に努めるものとする。 

 

(2) 給水体制の整備 

① 運搬給水の備え 

  市は，別に示す初期段階の応急給水ができるよう，給水車，仮設水槽，ポリタンク，

その他必要な資材を整備，備蓄するとともに，予め避難所，医療施設，社会福祉施設，

防災拠点施設等防災上重要な施設を運搬給水先と定めておくほか，運搬先ごとに運搬給

水の水源となる浄・配水池，消火栓，民間の飲用井戸等や運搬輸送ルートについても定

めておく。 

  また，近隣市町村等から応援給水がある場合は，運搬先の周知や，運搬先での受け入

れ体制を整えておく。 

  その他，住民への非常用飲料水袋の配布についても図ることとする。 

 

② 拠点給水の整備 

  市は，運搬給水では供給可能な水量に限界があり，時間の経過とともに生活用水を確

保する必要から，避難所や浄水場，配水池，消火栓等の設置場所に給水拠点を配置する

こととし，また，耐震性貯水槽の設置についても検討する。 

  また，飲料水安全確保のためのろ過器，残留塩素濃度測定器，塩素滅菌用薬品等を備

蓄することとする。 

 

４ 生活必需品等の備蓄整備 

  生活必需品等については，日本赤十字社等に備蓄されており，これらをさらに整備し，充

実させることが必要である。市は，民間流通業者との物資協定を結び，安定した物資確保体

制の整備に努めるものとする。 

  また，住民は，災害時に備え，生活に必要な非常持ち出し品及び災害対応活動に活用でき

るよう備えておく必要がある。 

 

５ 救助救命に必要な備蓄資材の整備 

  災害救助・救命資機材については基本的に消防，警察を中心に整備を進めているが，これ

らの機関で保有することが困難なものについては県が補完的に整備し，備蓄に努めるものと

する。 

   救助・救命活動の初期に必要となる輸送関係車両や大規模資機材（重量物排除用具等）の

ようなものについては，指定地方行政機関及び民間からの応援調達も考えた体制の整備を行

う必要がある。 
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第３章 災害応急対策計画 

 

第１節 組織計画 

 

 市の地域において地震災害が発生し，又は発生するおそれがある場合，防災関係機関はもとよ

り民間団体や住民等も含めて一致協力して地震による災害の拡大の防止と被災者の救援救護に

努め，地震被害を最小限に止める必要がある。 

 このため，市は，防災対策を総合的かつ迅速に行う必要があると認めるときは災害警戒・対策

本部（支部）を設置し，防災業務の遂行にあたる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災害警戒・対策本部の設置計画 

                    主な実施機関 

                 市 

 

 

(1) 設置基準 

  地震に係る災害警戒・対策本部は，次の場合に設置する。なお，震度の判定は市内に設

置した地震計等によるものとする。 

 

組 織 計 画 

災害警戒・対策本部（支部）の設置計画 

災害警戒・対策本部（支部）の運営計画 

災害警戒・対策本部（支部）の閉鎖計画 
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災害警戒・対策本部（支部）の設置基準と職員配備基準 

 

 

 (2) 組織等 

  三好市災害対策本部の設置にあたっては，三好市災害対策本部条例（平成18年三好市条

例第21号）に定めるほか，対策本部の組織及び事務分掌等は次のとおりとする。 

 
①  第１非常体制 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

配備区分 配備基準

第１非常体制

○情報連絡活動

○震度４の地震が発生したとき
○地震災害に対する警戒宣言が発令されたとき

第２非常体制

○情報連絡活動
○災害応急対策活動

○震度５弱の地震が発生したとき

第４非常体制

○災害対策本部の設置

○震度５強以上の地震が発生したとき
○人的被害、家屋被害が相当発生し、対策の長期化が

予測されるとき

★災害警戒本部の設置

★災害警戒支部の設置

★災害警戒本部の設置

★災害警戒支部の設置

○市長
○副市長

総括責任者：総務部長
事 務 局：危機管理課

必要に応じ報告

緊密な連絡
○気象警報の収集
○河川の水位情報や雨
量等の災害情報の収集

本 庁

総務課長
工務課長
管理課長
農業振興課長
林業振興課長
水道課長
情報政策課長
地域福祉課長

各総合支所

支所長

（産業・建設東祖谷出張所長）

指示 指示

報告 報告

工務課
管理課
農業振興課
林業振興課
水道課
情報政策課
地域福祉課

支所職員
指示 報告

指示 報告



- 279 - 

 

② 災害警戒本部の組織（第２非常体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 災害対策本部の組織（第４非常体制） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市 長 ○副市長

報告

指示

総合支所職員

総合支所（第１非常体制）
【三野・井川・山城・西祖谷・東祖谷】

災害警戒支部（第２非常体制）
※総合支所毎に体制が異なる

報告

指示

応援要員
の派遣

本部長 ：総務部長
副本部長：建設部長、産業観光部長
本部員 ：上記以外の全部長等

総務課長、
工務課長、管理課長、
農業振興課長、林業振興課長
水道課長、情報政策課長
地域福祉課長、学校教育課長

事務局 ：危機管理課

災害警戒本部会議（本庁第一会議室）

災害警戒本部

報告指示

産業観光部、農業委員会

環境福祉部、福祉事務所

監査委員事務局、会計課

水道課

教育委員会

総務部、企画財政部

総務課、危機管理課
工務課、管理課
農業振興課、水道課
林業振興課
情報政策課
地域福祉課
学校教育課

報告指示

災害警戒本部室

議会事務局

報告

災害対策支部

要請

報告

総 合 支 所

指示

応援要員・本
部班の派遣

みよし広域連合（消防本部）

情報交換

消防団

情報交換

総合支所職員

情報交換

本部長 市長
副本部長 副市長（本部長代理第１順位）

教育長
総務部長（本部長代理第２順位）

本部員 総務班 ：企画財政部長
保健衛生班長：環境福祉部長
建設班長 ：建設部長
産業班長 ：産業観光部長
水道班 ：水道課長
教育班 ：教育次長
協力班 ：監査委員事務局長
議会事務局 ：議会事務局長
各支部長 ：各総合支所長

事務局 危機管理課

総務課、危機管理課
工務課、管理課
農業振興課、水道課
林業振興課
情報政策課
地域福祉課
学校教育課

災害対策本部室

災害対策本部会議（本庁第一会議室）

災害対策本部

報告指示

報告指示

産業観光部、農業委員会産業班

環境福祉部、福祉事務所保健衛生班

建設部建設班

監査委員事務局、会計課協力班

水道課水道班

教育委員会教育班

総務部、企画財政部総務班

市議会議会事務局
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④ 災害警戒・対策本部会議 

Ⅰ 構 成 

  三好市災害対策本部の最高意思決定機関として，災害警戒・対策本部会議を設置し，

本部長，副本部長及び本部員全員をもって構成する。ただし，本部長が必要と認める

ときは，本部長，副本部長及び関係本部員による災害警戒・対策本部会議を開催する

ことができる。 

Ⅱ 庶 務 

  災害警戒・対策本部会議の庶務は，災害警戒・対策本部室（総務課，危機管理課，

工務課，管理課，農業振興課，林業振興課，水道課，情報政策課，地域福祉課，学校

教育課で構成）において行う。 

 

⑤ 災害対策本部担当班（課） 

第４非常体制の場合,災害対策本部会議において,下記における班を設置する。 

 

班 名 

 

班 長 担当部署 担  当  課 

総 務 班 企画財政部長 
 総務部 

 企画財政部 

総務課，危機管理課,秘書広報課,行革

推進室,管財課，税務課，財政課，情報政

策課，企画調整課,地域振興課,文化交流

推進課, 各総合支所 

保健衛生班 環境福祉部長 
 環境福祉部 

 福祉事務所 

 市民課，保険医務課，地域福祉課，子 

 育て支援課，長寿・障害福祉課，環境課，

健康づくり課，各総合支所 

建 設 班 建 設 部 長  建設部 
工務課，管理課，地籍調査課，東祖谷

出張所 

産 業 班 産業観光部長 
 産業観光部 

 農業委員会 

商工政策課，観光課，農業振興課，林

業振興課，農業委員会 

水 道 班 水 道 課 長  水道課 水道課 

教 育 班 教 育 次 長  教育委員会 
学校教育課，文化財課，生涯学習課，

スポーツ健康課 

協 力 班 監査委員事務局長 
監査委員事務局 

会計課 
監査委員事務局，会計課 

議会事務局 議会事務局長  市議会 議会事務局 

※ 各総合支所については,総合支所の管轄区域内に災害対策支部が設置された場合に適

用する。この場合，災害対策支部長は総合支所長とする。 
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⑥ 事務分掌 

班 事 務 分 掌 

  各 班 共 通 事 項  ・ 本部への連絡員の派遣に関すること 

 ・ 被害状況及び応急対策の実施状況の災害対策本 

  部への報告に関すること 

 ・ 入手情報の災害対策本部への報告に関すること 

 ・ 班内の雑務（後片付け等）に関すること 

  災害対策本部室  ・ 災害対策本部の設置準備に関すること 

 ・ 各種情報の収集及び伝達に関すること 

         

班 名 事   務   分   掌 

 総務班 

   班 長 

   企画財政部長 

   副班長 

   行革推進課長 

 ・ 災害対策本部の設置及び閉鎖に関すること 

 ・ 災害対策本部会議の実施に関すること 

 ・ 職員の動員・配備に関すること 

 ・ 本部長の指示・命令の伝達に関すること 

 ・ 消防団の指示・連絡に関すること 

 ・ 国，県等との連絡調整に関すること 

 ・ 各種情報の分析及び各班への指示に関すること 

 ・ 他の市町村等からの災害復旧活動に対する応援の調 

整に関すること 

 ・ 災害予算に関すること 

 ・ 本部として行う新聞発表，放送等の広報活動及び報 

道機関との連絡に関すること 

 ・ 災害対策本部の庶務に関すること 

 ・ 気象予警報に関すること 

 ・ 被害状況及び応急対策の実施状況の取りまとめ，記 

録等に関すること 

 ・ 県災害対策本部，県警察本部，自衛隊等関係機関と 

  の連絡に関すること 

 ・ 水防計画の実施についての連絡・調整に関すること 

 ・ 被災者の生活確保に関すること 

 ・ 物資運搬車両等の調達・確保に関すること 

 ・ 労務供給に関すること 

 ・ 被害家屋の判定基準及び家屋被害状況の調査に 

  関すること 

 ・ り災証明（火災によるものを除く）等の災害に 

  関する諸証明の発行に関すること 

 ・ その他，他の班に属さない事務に関すること 
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班 名 事   務   分   掌 

 保健衛生班 

   班 長 

   環境福祉部長 

   副班長 

   福祉事務所長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 災害時の広聴及び相談に関すること 

 ・ 物価の安定その他住民生活に関すること 

 ・ 外国人に関する連絡及び調整に関すること 

 ・ 災害救助法に基づく救助に関する連絡・調整及び指 

  導に関すること 

 ・ 災害救助の資料その他災害救助の実施状況の取りま 

  とめ及び報告に関すること 

 ・ 避難所の開閉及び管理運営に関すること 

 ・ 避難者の収容に関すること 

 ・ 衣料等生活必需品の確保及び配給に関すること 

 ・ 被災者に対する見舞金に関すること 

 ・ 義援金品の配分に関すること 

 ・ 災害時要援護者に関すること 

 ・ 災害救助法に基づく医療及び助産に関すること 

 ・ 救護班の編成，救護所の設置その他の医療助産の調 

  整に関すること 

 ・ 被災地の防疫活動に関すること 

 ・ 遺体の捜索，収容，安置，処理，埋・火葬に関する 

  こと 

 ・ 一般廃棄物の収集，処理，処分に関すること 

 ・ 災害廃棄物の撤去，処理，処分に関すること 

 ・ 死亡獣畜の収集，処理に関すること 

 ・ 道路，みぞ等の環境整備に関すること 

 ・ 環境保全対策に関すること 

 ・ その他災害救助に関し他の所管に属さないこと 

 建設班 

 班 長 

   建設部長 

 副班長 

   工務課長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 
 ・ 災害応急工事の契約に関すること 
 ・ 河川，道路，橋りょう，宅地等の防災及び復旧に関 

  すること 

 ・ 公共土木施設の防災及び復旧に関すること 

 ・ 災害救助法に基づく障害物の除去に関すること 

 ・ 排水施設等の防災及び復旧に関すること 

 ・ ライフライン復旧の連絡・調整に関すること 

 ・ 緊急輸送路の確保に関すること 

 ・ 応急仮設住宅の建設及び住宅の応急修理に関するこ 

  と 

 ・ 応急復旧用の資機材の確保に関すること 

 ・ 市有建物の復旧に関すること 

 ・ 災害ボランティア（住宅関係）に関すること 

 ・ その他災害復旧に関し他の所管に属さないこと 

 産業班 

   班 長 

    産業観光部長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 被災者等への食糧の確保及び配給に関すること 

 ・ 液化石油ガスの供給に関すること 

 ・ 中小企業への災害復旧資金の融資に関すること 
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班 名 事   務   分   掌 

 産業班（つづき） 

  副班長 

   農業振興課長 

 ・ 農林水産業施設の防災及び復旧に関すること 

 ・ 農林水産業の災害復旧資金の融資に関すること 

 ・ 農産物，家畜等の災害対策に関すること 

 水道班 

  班 長 

   水道課長 

   副班長 

   林浄水場長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 飲料水の供給に関すること 

 ・ 給水区域への給水の確保に関すること 

 ・ 水道施設の防災及び復旧に関すること 

 教育班 

  班 長 

   教育次長 

  副班長 

   学校教育課長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 児童・生徒の保護および応急教育に関すること 

 ・ 文教施設及び文化財の応急対策に関すること 

 ・ 文教施設の防災及び復旧に関すること 

 ・ 災害救助法に基づく学用品の給与に関すること 

 ・ 被害生徒・児童の育英奨学保護に関すること 

 ・ 被災者に対する炊出しに関すること 

 ・ 炊出し用の資機材の確保に関すること 

 協力班 

  班 長 

   監査委員事務局長 

   副班長 

   会計課長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 災害ボランティアの受入れ及び連絡・調整に関 

  すること 

 ・ 防災及び復旧活動の応援に関すること 

 ・ 災害に関する写真等による記録に関すること 

 ・ 救援物資の受入れ及び配付に関すること 

 ・ 義援金品の受入・保管に関すること 

 議会事務局 

  班 長 

   議会事務局長 

  副班長 

   議会事務局次長 

 ・ 班内の連絡・調整に関すること 

 ・ 議員への災害状況の連絡に関すること 
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⑦ 代決者 

  災害警戒本部の本部長は総務部長があたるものとし，総務部長が不在の時は次の順位

により代行する。 

なお，本部員の代行は，各班においてあらかじめ指名したものをもってあてるものと

する。 

  Ⅰ 第１順位 建設部長 

  Ⅱ 第２順位 産業観光部長 

 

また,災害対策本部の本部長は市長があたるものとし，市長が不在の時は次の順位に

より代行する。 

  なお，本部員の代行は，各班においてあらかじめ指名したものをもってあてるものと

する。 

  Ⅰ 第１順位 副市長 

  Ⅱ 第２順位 総務部長 

 

(3) 災害警戒・対策本部設置場所 

  災害警戒・対策本部は，市役所に置くものとする。ただし，災害の状況に応じて本部長

の指定する他の市有建物に置くことがある。 

 

(4) 災害警戒・対策本部の表示 

  災害警戒・対策本部が設置された時は，市役所前に「三好市災害警戒本部」または「三

好市災害対策本部」の看板を掲出するものとする。 

 

(5) 災害警戒・対策本部設置の通知 

  災害警戒・対策本部を設置した場合は，直ちに各課非常連絡員にその旨通知するととも

に，市長を通じ徳島県災害対策本部等関係機関へその旨通知するものとする。 

 

(6) 職員の動員及び参集 

  災害警戒・対策本部の設置及び非常体制の決定に基づき，応急対策を実施するのに必要

な職員を動員するものとする。この場合の手順については，第１節職員参集・動員計画の

とおりとする。 

 

(7) 本部職員の証票等 

 

 ① 身分証明書 

  市本部職員の証は「身分証明書」等を以て兼ねるものとし，災害対策基本法83条第２

項による身分を示す証票も本証をもって兼ねるものとする。 
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 ② 腕章 

  市本部職員のうち災害応急対策の実施又はその事務に当たるものは次の腕章を着用

するものとする。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※ 腕章は白地のものに両線の線及び中央の災は赤色とし，その他の文字は

黒色とする。 

 

 

③ 標旗 

                                               市本部で災害応急対策に使用する 

                                            自動車には次の標旗をつける。    

 

 

 

 

 

 

 
５０cm 

３５cm 三 好 市
 災 

１．５cm 

１．５cm 

７．０cm 

３８．０cm 

災 

 

三好市○○○班 

○○○○係 
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２ 災害警戒・対策本部の運営計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 災害警戒・対策本部会議の開催 

  災害の状況に応じ，災害対策に関する基本事項について協議するため，本部長が必要と

認める場合は，本部員会議又は関係本部員会議を開催するものとする。 

 

① 本部会議の協議事項 

Ⅰ 災害警戒・対策本部の設置に関すること 

Ⅱ 各課・各班の任務のうち重要事項の決定に関すること 

Ⅲ 避難準備情報・避難勧告・避難指示の決定に関すること 

Ⅳ 被害情報及び被害状況の分析とそれに基づく応急対策活動の基本方針の策定に関

すること 

Ⅴ 自衛隊に対する災害派遣の要請に関すること 

Ⅵ 災害救助法の発動についての意見に関すること 

Ⅶ 復旧活動の検討・決定に関すること 

Ⅷ 災害警戒・対策本部の閉鎖に関すること 

Ⅸ その他災害対策に関する重要事項 

 

② 班の運営 

  各班においては，「職員初動マニュアル」の周知徹底を図っておくものとする。 

  災害対策本部に設置された各班は，本部会議の決定した基本方針及びあらかじめ策定

した「職員初動マニュアル」に基づき災害対策業務に従事するものとする。 

 

(2) 災害警戒・対策本部室の設置 

 

① 開設 

  災害警戒・対策本部が設置された場合，総務課長は直ちに災害警戒・対策本部室を開

設する。 

 

② 災害警戒・対策本部長の所在 

  災害警戒・対策本部長は，原則として災害警戒・対策本部室に在室するものとする。 

 

③ 本部室の役割 

  災害警戒・対策本部室においては，気象等観測結果及び被害情報の収集及び集計・分

析並びに非常配備及び予警報等の伝達など，主として警戒・対策本部において必要な情

報の収集・集計・分析及び警戒・対策本部の決定事項の伝達を行う。 
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④ 設置場所 

  災害警戒・対策本部室は，三好市役所に置くものとする。ただし，災害の状況に応じ

て本部長の指定する他の市有建物に置くことがある。 

⑤ 本部室の構成 

  災害対策本部室は，次の課の所要の職員で構成し，第２非常体制・第４非常体制では

総務課長が統括する。 

 

Ⅰ 総務課，危機管理課，工務課，管理課，農業振興課，林業振興課，水道課， 

情報政策課，地域福祉課，学校教育課 

Ⅱ その他本部長が必要と認める課 

 

⑥ 本部室の電話番号等 

Ⅰ 有線電話 

   ７２－７６２５（危機管理課） 
   ７２－７２０３（ＦＡＸ） 
   ７２－７６００（総務課） 
   ７２－１０００（災害時優先電話） 
   ７２－４８６０（災害時優先電話） 
   ０９０－８９７０－２１１２（危機管理課災害対策用携帯電話） 
   ０８０－２９９０－０１３８（危機管理課衛星携帯電話） 
   ０８０－２９９０－０１３９（危機管理課衛星携帯電話） 

 

Ⅱ 無線局 

［呼称］ ぼうさいみよししやくしょ  同報系 60MHz  （ 市  波 ） 

ぼ う さ い み よ し し  移動系 400MHz  （  〃  ） 

ぼ う さ い み よ し し                   （県波固定） 

SCC 自治体徳島県 徳島可搬地球  V45         （県波可搬） 

 

 

３ 災害警戒・対策本部の閉鎖計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

(1) 災害警戒・対策本部の閉鎖基準 

 災害警戒・対策本部は，本部長が次のとおり認めたときに閉鎖する。 

① 市の地域に係る災害発生のおそれが解消したとき 

② 災害応急対策がおおむね完了したとき 

(2) 災害警戒・対策本部の閉鎖通知 

  総務課長は，災害警戒・対策本部を閉鎖した場合は直ちに非常配備要員にその旨通知す

るとともに，本部長を通じ徳島県災害対策本部等関係機関へその旨通知するものとする。 
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第２節 職員動員配備計画 

 

 市の地域において地震災害が発生し，又は発生するおそれがある場合は，災害対策を迅速かつ

的確に実施する体制を直ちに整えるため，市職員の参集及び動員の方法をあらかじめ定めておく

必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 職員非常配備計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 職員配備体制 

  市において，地震が発生した場合，職員は勤務時間の内外を問わず，あらかじめ定めら

れた配備体制に基づき，所定の業務に従事するものとする。 

  なお，職員の非常体制の配備は，次に示すとおり第１・２・４非常体制の４段階とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害の発生等 

気象予警報等

の発令 

非

常

体

制

配

備

指

令 

第

１

非

常

体

制 

第

２

非

常

体

制 

 

第

４

非

常

体

制 

 

解 

 

 

 

散 

三好市災害

対策本部（本

部会議・本部

室）設置 

    閉鎖 

三好市災害警戒

本部（本部会

議・本部室） 

設置    

     閉鎖 

職員動員配備計画 

職 員 非 常 配 備 計 画 

職 員 非 常 動 員 計 画 
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 (2) 非常体制の配備決定 

  非常体制の配備決定は，次により行うものとする。ただし，決定者が不在の場合は②で

定める代決者が決定し，事後承認を得るものとする。 

 

① 配備決定手続き 

Ⅰ 第１非常体制 

第１非常体制配備基準に達した場合,総務部長が状況を判断し，副市長の承認を得て

決定する。 

Ⅱ 第２非常体制 

第２非常体制配備基準に達した場合,総務部長が副市長の指示を受け,市長の承認を

得て決定する。 

Ⅲ 第４非常体制 

  第４非常体制配備基準に達した場合,市長は直ちに決定する。 

 

② 代決者 

  地震が発生した場合の命令系統は次のとおりとし，定めた者が不在又は連絡不能の場

合は次の者が直ちにその職務を遂行し，事後その承認を受けるものとする。 

Ⅰ 市 長 

Ⅱ 副市長 

Ⅲ 総務部長 

 

(3) 職員配備計画 

 

① 非常体制配備指令の発令 

  市長は，災害が発生し又は発生するおそれがある場合には，その災害の規模，被害状

況等に応じて必要な防災体制をとるため，職員に対し非常体制配備指令を発令する。 

 

② 非常体制配備指令の解除 

  市長は，災害の発生，継続又は拡大のおそれがなくなったと認めるときは，非常体制

配備指令を解除する。 

 
 

③ 発令の種類，基準等 
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災害警戒・対策本部（支部）の設置基準と職員配備基準（再掲） 

 

 

④ 非常体制の配備人員基準 

配備要員 

※１総合支所の配備については、その地域の状況を支所長が判断し、配備するものとする。 

※２その他施設（病院・老人ホーム・保育所・幼稚園等）の配備人員は別に定める。 

 

配備区分 配備基準

第１非常体制

○情報連絡活動

○震度４の地震が発生したとき
○地震災害に対する警戒宣言が発令されたとき

第２非常体制

○情報連絡活動
○災害応急対策活動

○震度５弱の地震が発生したとき

第４非常体制

○災害対策本部の設置

○震度５強以上の地震が発生したとき
○人的被害、家屋被害が相当発生し、対策の長期化が

予測されるとき

★災害警戒本部の設置

★災害警戒支部の設置

★災害警戒本部の設置

★災害警戒支部の設置

課等名 第１非常体制 第２非常制 第４非常体制

部 長 等 全部長等

全職員

総 務 課 課長等 補佐等

危 機 管 理 課 全職員 全職員

工 務 課 課長等 補佐等

管 理 課 課長等 補佐等

農 業 振 興 課 課長等 補佐等

林 業 振 興 課 課長等 補佐等

水 道 課 課長等 補佐等

情 報 政 策 課 課長等 補佐等

地 域 福 祉 課 課長等 補佐等

総 合 支 所 課長等 補佐等

総 務 部 課長等

企 画 財 政 部 課長等

産 業 観 光 部 課長等

建 設 部 課長等

会 計 課 課長等

教 育 委 員 会 課長等

農 業 委 員 会 課長等

議 会 事 務 局 課長等

監 査 委 員 事 務 局 課長等

三 野 病 院 院長、総師長、事務長 全職員
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(4) 職員非常配備実施台帳の作成 

 

① 市は，次の様式により「三好市職員非常配備実施台帳」を作成し，不断に更新するも

のとする。 

 

② 非常体制配備指令の当初の伝達等を円滑に行うため，各課等に正副２人の非常連絡員

をあらかじめ定めておくものとする。 

  なお，非常連絡員は，原則として庶務担当の課長補佐又は係長とする。 

 

 

三好市職員非常配備実施台帳 
 

  課等名  職名   氏 名 

 非 

 常 
 連 
 絡 
 員 

配 備 体 制 連 絡 先 

 備考 

第１ 
非常 
体制 

第２ 
非常 
体制 

第４ 
非常 
体制 

有線 

電話 

携帯 

電話 

  総務課  課長  ××××  ○ ○ ○ xxxx xxxx  

 課長 
 補佐 ×××× ○ ○ ○ ○ xxxx xxxx 

 

          

         
  工務課  課長 ××××  ○ ○ ○ xxxx xxxx 

 

          

         
           

 

           
(注) 連絡先の携帯電話等の番号は，市の貸与したものだけでなく，個人的に利用して 

 いるものも含めて記載すること。 

 

 

 

 ２ 職員非常動員計画 

                  主な実施機関 

               市（総務課，危機管理課） 

 

 

   (1) 非常体制配備指令の伝達 

     市において，非常体制配備指令が発令された場合，あらかじめ定められた伝達系統及び

伝達手段により，発令内容を迅速かつ正確に伝達するものとする。 
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①  勤務時間内 

       総務部長は，１の(2) の決定を受け，次の伝達系統及び伝達手段により，気象予警報

等の種類及び配備の種類を伝達する。      

 

 

 

 

 

Ⅱ 伝達手段 

(ｱ) 庁内放送 

(ｲ) 防災行政無線又は有線電話 

 

○ 庁内放送等の文例 

「市長からの緊急指令を伝達します。市長からの緊急指令を伝達しま

す。 

 只今の強い地震で町内に被害が発生した模様です。 

 （○時○分災害対策本部を設置し，）第○非常体制により災害応急

対策を実施しますので，職員は，規定の計画どおり所定の配備につき，

応急対策の実施に万全を期してください。（以上繰り返します。）」 

 

 

② 勤務時間外 

  総務部長は，１の(2) の決定を受け，次の伝達系統及び伝達手段により，気象予警報

等の種類及び配備の種類を伝達する。 

  なお，総務部長が退出している場合は，在庁している当直者等より被害状況などを入

手し，決定を行うものとする。 

市長 総務部長

消防本部 総合支所

三野病院

指揮・命令

状況報告

情報交換

徳島県情報通信ネットワーク
又は有線電話

勤務時間内

本庁各課

有線電話

電話等

出先機関

電話等

有線電話

は総務課から伝達できない場合
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Ⅰ 伝達系統 

 

 

 

Ⅱ 伝達手段 
 

(ｱ) 有線電話 

(ｲ) 携帯電話 

 

○ 配備指令の伝達等の文例 

「市長からの緊急指令を伝達します。 

 第○非常体制の配備指令が発令されました。 

 繰り返します。第○非常体制の配備指令が発令されました。 

 職員は，直ちに配置につき応急対策を実施してください。」 
   

Ⅲ 非常連絡員の対応 

(ｱ) 非常連絡員は原則,所属部署に参集する。  

(ｲ) 非常配備指令を上司及び所定の職員に伝達 

(ｳ) 所定の職員の非常配備の状況を災害警戒・対策本部室（危機管理課）に報告 

 

(2) 勤務時間外の職員の参集 

  職員は，勤務時間外において強い地震（震度５強以上）があった場合は，次のとおり行

動するものとする。 

① 直ちに，テレビ，ラジオ等により状況把握に努める。 

② 自宅にて待機し，非常連絡員からの指示の基，予め指定された場所へ参集する。 

(3) 勤務時間外の非常体制の配備につかない職員の対応 

勤務時間外

市長 総務部長

消防本部 総合支所長三野病院

指揮・命令

状況報告

情報交換

総合支所
宿日直者

出先機関
電話等

電話等

副市長・教育長

状況報告
電話等

電話等

各部等

本庁各課
分庁各課

電話等

電話等

伝達
電話等

伝達
電話等
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  勤務時間外において非常体制の配備につく職員以外の職員は，自己の住所地付近の災害

状況等を把握することに努め，必要に応じてその状況を町（災害対策本部等）へ通報し，

かつ，何時でも非常体制の配備につける態勢で待機するものとする。 

 

(4) 参集を免除する職員 

    下記事項に該当する職員については，その理由を所属長に連絡するものとする。   

なお，参集を妨げる事態が収束次第，直ちに参集するものとする。 

 

【参集を免除する場合】 

・職員自身が災害発生中に療養中又は災害の発生による傷病の程度が重症である場合 

・親族に死亡者又は重症の傷病者が発生し，当該職員が付き添う必要がある場合 

・自宅から火災が発生し，又は周辺で火災が発生し，延焼するおそれがある場合 

・同居する家族に高齢者, 障害者，乳幼児等があり，当該職員の介護や保護がなければ，

その者の最低限の生活が維持できない場合 

・当該職員が居住する自宅が全壊，半壊等の被害を受けた場合 

・その他の事情により特に所属する班の長（所属長）がやむを得ないと認めた場合 

 

(5) 応急対策時の係る職員等の配置調整 

各班・支部の非常連絡員は，職員の参集状況等を速やかに災害警戒・対策本部室（危機

管理課）に報告する。あわせて，未参集の職員について，各班・支部の非常連絡員は，被

災状況（安否情報）を収集する。 

災害対策活動の実施にあたり，配備要員が不足する場合は，各班・支部の非常連絡員は，

災害警戒・対策本部室（危機管理課）に応援要員の派遣を要請する。災害警戒・対策本部

室（危機管理課）は，職員の参集状況及び応急対策の任務量を整理し，各班の配備要員を

調整する。 

    また，他の自治体等へ職員の派遣要請を行う場合は，「第２９節応援要請・受入体制整

備計画」に基づいて実施するものとする。 
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応急対策に係る職員等の配備調整 

 

●参集職員の把握
○参集職員の氏名、参集時刻
○職員の被災状況の収集

●総務班に職員の参集状況を報告●各班・支部の参集状況を整理

●各班・支部の応急対策の実施状況
（任務量）を整理

●各班・支部への応援要員の派遣

●応援要員の派遣を総務班に要請

配備要員が
不足する場合

●応急対策の実施状況を総務班に
報告

●各班・支部の配備要員の調整

●他の自治体等への
職員の派遣要請

各班・支部総務班

大規模災害時には‥‥
勤務時間外の大規模災害時において、交通途絶等により職員が最寄りの庁舎・

総合支所に参集した場合は、総務班は各所属長・支部長と協議を行い、配備要員
の調整を行うものとする。

●応援が可能な部署への応援職員の
派遣要請
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第３節 通信情報計画 

 

 大規模な地震が発生した場合，多種多様かつ多量な災害情報が発生するなかで，市及び防災関

係機関は緊密な連携のもとに被害状況を把握，伝達し，的確かつ迅速に応急対策を実施するとと

もに，避難者等に対しては適切な広報活動を行い，災害による社会的混乱を最小限に防止する必

要がある。 

 このためには，迅速かつ的確な情報の収集及び伝達が不可欠であるので，市及び防災関係機関

は，最新の情報通信技術を適用した情報通信ネットワークを整備する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 情報通信体制整備計画 

               主な実施機関 

          市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部），防災関係機関 

 

 

(1) 情報収集体制の整備 

  市及び防災関係機関は，市内の被害状況を迅速かつ的確に把握するため，情報収集要員

を定める等情報収集体制を整備するとともに，被害状況補足システムを確立するなど，情

報収集機能の向上に努めるものとする。 

 

(2) 情報連絡体制の整備 

  市及び防災関係機関は，災害情報を迅速かつ的確に伝達するため，情報連絡担当者を定

める等情報伝達体制を整備するものとする。 

 

① 指定電話及び情報連絡担当者 

  市及び防災関係機関は，情報伝達を円滑に行うためあらかじめ指定電話及び情報連絡

担当者を定め，情報連絡窓口を一本化するものとする。 

 

② 市の情報連絡体制 

  市の災害に係る情報連絡体制は次のとおりとする。 

通 信 情 報 計 画 

情 報 通 信 体 制 整 備 計 画 

防災情報システム整備計画 

防災通信システム整備計画 
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Ⅰ 災害対策本部が設置されていない場合  危機管理課（電話 72-7625） 

 

Ⅱ 災害対策本部が設置された場合   市災害対策本部室  

（電話 72-7625，72-1000，72-4860） 

 

③ 有線電話の優先使用 

  市及び防災関係機関は，災害発生時における有線電話の異常輻輳により一般通話が制

限される可能性があることから，災害情報の収集及び伝達を円滑にするため「重要加入

電話」（災害時優先電話）に加入申込み及び更新を行っておくものとする。 

  また，市及び西日本電信電話㈱徳島支店は，有線電話の異常ふくそうによる通信不能

の事態が生じないように，日ごろから住民に対し災害発生時における電話利用の自粛の

呼びかけを行っておくものとする。 

 

④ 通信手段の多様化 

  市及び防災関係機関は，通信手段の途絶に備え，アマチュア無線，携帯電話，タクシ

ー等の業務無線等各種の通信手段が利用できるような体制の整備に努めるものとする。 

 

(3) 広報体制の整備 

  市は，住民及び事業所に対し被害情報等の災害情報を広報するため，災害広報要員を定

める等広報体制を整備するとともに，災害情報を迅速に広報するためのシステムの確立等

情報伝達機能の向上に努めるものとする。 

 

 

２ 防災通信システム整備計画 

              主な実施機関 

       市（危機管理課，情報政策課），みよし広域連合（消防本部），徳島県 

 

 

(1) 防災通信システムの整備 

 

① システム構成 

  市及び防災関係機関は，災害情報の収集及び伝達・連絡のために，次の機器により構

成される防災通信システムを整備するものとする。 

 

有線通信設備 無線通信設備 

ケーブルテレビ音声告知端末  

直 通 電 話 

重 要 加 入 電 話 

（災害時優先電話） 

防 災 行 政 無 線 

救 急 無 線 
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② 整備方針 

  防災通信システムは，有線通信途絶時にも通信機能を確保できるよう，有線通信設備

に併せて無線通信設備の整備に努めるものとする。 

 

③ 運用方針 

  市及び防災関係機関は，通信設備として有線通信設備を活用することを原則とする。 

  また，防災行政無線等の防災通信システムの無線通信設備のほか他機関の無線通信設

備をも活用するものとする。 

 

(2) 防災対策要員緊急招集システムの整備 

  市は，防災対策要員を緊急に招集できるよう，携帯電話等の緊急連絡用機器の活用を図

るものとする。 

 

① 機器の貸与 

  市は，災害対策本部要員等に対し，必要に応じて通信機器を貸与するものとする。 
 

② 機器の登録 

  市は，災害対策本部要員等が個人的に利用している緊急連絡用機器の連絡先を登録・

更新し，招集システムの一環に組み入れるものとする。 

 

(3) 防災通信システムの耐震化 

  市は，重要な防災通信施設には次のような措置を講じておくものとする。 

 

① 通信用機器の転倒防止工事 

② 自家発電装置の設置及び定期的点検 

③ バッテリーの保管及び更新 

④ 主要防災機関との間の通信ネットワークの二重化 

 

(4) 防災通信システムの高度化 

  市は，災害時における防災通信機能を向上させるため，地域防災無線等の整備を図ると

ともに，徳島県と連携しながら地震計ネットワークの整備や衛星通信ネットワークの拡充

など防災通信システムの高度化に取り組むものとする。 

 

 

３ 防災情報システム整備計画 

                主な実施機関 

            市（危機管理課，情報政策課），みよし広域連合（消防本部） 
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(1) 防災情報システムの整備 

  市は，被害状況の集計・分析やインターネット等に活用するためコンピューター等情報

関連機器の整備に努めるものとする。 

 

(2) 防災情報システムの耐震化 

  市は，地震に備えて防災情報システム耐震化を図るため，次のような措置を検討するも

のとする。 

 

① 無停電電源装置の導入 

② 防災関連システムのコンピューター設置場所への免震床の導入 

③ 主要機器のシステムの二重化 
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第４節 災害情報収集・伝達計画 

 

 市は，地震災害発生後の初動期において，災害応急対策を実施するために最も重要な情報の収

集及び伝達を迅速かつ正確に行う必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 通信手段確保計画 

             主な実施機関 

        市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部），防災関係機関 

 

 

(1) 通信手段の整備 

  市は，災害時における通信手段が円滑かつ迅速に確保できるよう，平常時から防災通信

システムの機能をテストするなど通信手段を整備しておくとともに，通信連絡系統の運用

の考え方を市の関係各課及び防災関係機関に周知しておくものとする。 

 

(2) 通信手段の確保 

  通信連絡は，原則としては有線通信設備（直通電話，重要加入電話（災害時優先電話）

等）を活用する。また，防災行政無線，消防・救急無線のほかあらゆる機関の無線通信施

設を活用するものとする。 

  なお，無線通信も途絶した場合にあっては，職員を派遣するなど，あらゆる手段をつく

して情報連絡に努めるものとする。 

 

① 電気通信設備の優先利用 

  災害応急対策の実施等について緊急かつ特別の必要がある場合は，西日本電信電話㈱

徳島支店に対し非常通話，非常電報等を申し込み，電気通信設備を優先利用するものと

する。 

 

 

 

 

 西日本電信電話㈱徳島支店（企画総務部）  088-602-1141 
 
 

災害情報収集・伝達計画 

通 信 手 段 確 保 計 画 

災 害 情 報 処 理 計 画 

災 害 情 報 伝 達 計 画 

災 害 情 報 収 集 計 画 
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② 防災行政用無線の運用 

  徳島県総合通信情報ネットワークシステム（徳島県防災行政無線）の運用については，

平常時の防災行政事務についても広く活用し，日ごろから緊急時に備えるものとする。 

  なお，災害時には，防災行政無線を最大限に活用し，県，市及び防災関係機関が一体

となって迅速かつ円滑な災害情報の収集，伝達に利用するものとする。 

 

③ 有線通信途絶時の通信施設の優先利用 
 

  防災機関は，有線通信が途絶し，利用することができないとき又は利用することが著

しく困難であるときは，電波法第74条第１項の規定に基づき，非常通信として徳島地区

非常通信協議会の加入機関等の無線通信施設を利用することができる。 

  非常通信の要件としては，地震，台風，洪水，津波，火災その他非常の事態が発生し，

又は発生するおそれがある場合において，有線通信を利用することができないか，又は

これを利用することが著しく困難であるときに，人命の救助，災害の救援，交通通信の

確保又は秩序の維持のために行われる場合である。 

（徳島地区非常通信協議会加入機関 … 資料編に添付） 

 

④ 通信途絶時のその他伝達手段 

  通信途絶時においては，その他通信手段として次のような通信媒体を活用し，災害情

報の住民への伝達を図るものとする。 

Ⅰ 広報車 

Ⅱ インターネット 

Ⅲ アマチュア無線 

  など 

 

２ 災害情報収集計画 

              主な実施機関 

        市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部），防災関係機関 

 

 

(1) 地震情報 

  防災行政無線及びテレビ・ラジオ等により地震情報に関する情報を収集する。 

 

① 発表基準 

  地震情報は，次の場合に徳島地方気象台が発表又は通知する。 

Ⅰ 徳島県内で震度３以上を観測したとき 

Ⅱ その他，地震に関する情報を発表することが公衆の利便を増進すると認められると

き 
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② 地震情報の種類 

  地震情報は，情報の内容により次のように区分される。 

情 報 の 種 類 情 報 の 内 容 

地震情報 

 震源震度に関する 

 情報 

   震度３以上あるいは津波予報を行った地震に 

 ついて震源要素と震度３以上が観測された地域 

 の震度を発表する。 

 各地の震度に関す 

 る情報 

   県内で震度３以上の有感地震を行った地震に 

 ついて，震源要素と震度１以上が観測された点 

 を発表する。 

 その他の情報 
   大地震後の余震や群発地震の地震回数に関す 

 る情報など，必要に応じサブタイトルを付け自 

 由形式で発表する。 

 

(2) 地震解説資料 

  地震解説資料は，次に掲げる事項が発生し，徳島地方気象台が必要と認めた場合に作成

し発表する。 

 

① 徳島県内で震度４以上の地震が観測されたとき 

 

② その他関係者から依頼があった場合で，特に必要と認められるとき 
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(3) 情報連絡系統 

  地震情報は，次の連絡系統により伝達される。 

  地震情報の伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

徳

島

地

方

気

象

台 

市町村長 

県 各 関 係 機 関 

海 上 自 衛 隊 第 2 4航 空 隊 

海上自衛隊徳島教育航空群 

警 察 署 

警 察 航 空 隊 

徳 島 海 上 保 安 部 美 波 分 室 

船 舶 

海上自衛隊徳島教育航空群 

徳 島 空 港 事 務 所 

航 空 会 社 

住

民 

ＮＴＴ西日本  

徳島市消防局 

徳島県河川振興課 

徳島県警察本部警備課 

四国地方整備局徳島河川国道事務所 

Ｊ Ｒ 四 国 運 輸 部 輸 送 課 

気象台徳島空港出張所  

四国電力徳島支店 

牟岐漁業無線局 

ＮＨＫ徳島放送局 

四 国 放 送 

エ フ エ ム 徳 島  

徳 島 新 聞 社 

徳島海上保安部 

徳島県危機管理部 
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(4) 異常な現象発見時の通報 

 

① 通報義務 

Ⅰ 災害が発生するおそれのある異常な現象を発見した者は，遅滞なくその旨を市長

又は警察官に通報しなければならない。 

Ⅱ 通報を受けた警察官は，その旨をすみやかに市長に通報しなければならない。 

 

② 市の通報義務 

  ①により通報を受けた市長は，その旨を関係する次の機関に通報しなければならな

い。 

Ⅰ 徳島地方気象台 

Ⅱ 知事（災害対策本部が設置されている時は同本部長） 

Ⅲ 三好警察署 

Ⅳ 徳島県西部総合県民局 

Ⅴ その他関係機関 

 

③ 市の対応 

  市長は，②による通報と同時に住民その他関係の公私の団体に周知させるとともに，

とるべき必要な措置について指示するものとする。 

 

＜異常現象通報系統＞ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

住民・公私の団体 

徳島県知事 

危機管理部 

088-621-2704 

関 係 機 関 

徳島県西部県民局 

美馬庁舎(防災) 

0883-53-2391 

三好庁舎 

土木:76-0620 

農林:76-0663 

三 好 警 察 署 

72-0110 

徳島地方気象台 

088-622-3857 

警 察 官 発 見 者 

三 好 市 長 
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(5) 被害情報 

  市は，積極的に自らの職員を動員し，又は関係機関や住民の協力を得ながら，災害応

急対策を実施するのに必要な被害状況等の情報を収集するものとする。 

 

① 市職員等からの被害概況情報収集 

  市職員，防災関係機関，自治会あるいは住民等から，主として次のような被害概況

情報を通報により収集するものとする。 
 

Ⅰ 火災の状況（炎上，延焼，消防隊の配置等） 

Ⅱ 住民の行動，避難状況 

Ⅲ 崖崩れの状況（位置，被災戸数，要救助者の有無） 

Ⅳ 建築物の被害状況（木造住宅及びブロック塀の倒壊状況，要救助者の有無） 

Ⅴ 道路，鉄道の被害状況（橋りょう，盛土，倒壊家屋，電柱等による被害状況） 

Ⅵ 道路渋滞の状況 

 

② 情報の内容 

  市の収集すべき情報の主なものは次のとおりであり，人的被害，避難措置等住民の

生命，身体の保護に関連あるものを優先するものとする。 
 

Ⅰ 緊急要請事項 

Ⅱ 災害発生状況（原因，発生日時，発生した場所又は地域） 

Ⅲ 被害状況 

Ⅳ 災害応急対策実施状況 

Ⅴ 道路交通状況（道路被害，交通規制等） 

Ⅵ 水道，電気，ガス等生活関連施設の被害状況及び確保対策 

Ⅶ 避難状況 

Ⅷ 医療救護活動状況 

Ⅸ 住民の動静 

Ⅹ その他応急対策の実施に際し必要な事項 

 

③  情報の収集方法 

  被害情報収集のための通信手段としては，防災通信システムを活用するものとする

が，ヘリコプター及び携帯電話，アマチュア無線，タクシー無線等の各種無線通信施

設並びに衛星通信を活用するほか，情報収集のために職員を被災地等に派遣するなど，

あらゆる手段により迅速かつ的確に災害状況を把握するよう努めるものとする。 

  また，地震により河道閉塞等の重大な土砂災害の急迫している状況になった場合は，

一般災害編 第３章 第12節 ４土砂災害防止法に基づく緊急調査と同様に関係機関に

調査を依頼する。 
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④ 被害情報の収集先 

  被害情報は，おおむね次の系統により収集する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤ 勤務時間外の被害情報の収集 

  市に災害警戒・対策本部が設置される状況下においては，市職員は自宅付近の災害

状況について積極的に調査し，被害を確認したとき，又は被害が発生するおそれがあ

る事象を発見したときは，直ちに災害警戒・対策本部（災害警戒・対策本部が設置さ

れていない時は，当直者等の職員を経由して関係各課等）に通報するよう努めるもの

とする。 

 

⑥ 措置情報の収集 

市は，以下に示す措置情報を収集する。 

Ⅰ 主な応急措置（実施及び実施予定） 

Ⅱ 応急措置実施のために講じた措置 

Ⅲ 応援の必要性の有無 

Ⅳ 災害救助法適用の必要性 

 

自 治 会 組 織 

被 災 一 般 市 民 

現 地 消 防 団 員 

現 地 市 職 員 

被害調査に派遣した市職員 

防 災 関 係 機 関 

 警 察 署 

三 好 市 役 所 

（災害警戒・対策本部室） 

７２－７６２５（危機管理課） 

７２－４８６０（災害時優先電話） 

７２－１０００（災害時優先電話） 
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⑦ 情報の収集・伝達系統 

  県下の防災関係機関は，おおむね次の系統により相互に情報の収集及び伝達を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

３ 災害情報処理計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課，応急対策担当課） 

 

 

(1) 非常連絡員 

  災害の発生に際しては，被害の実態把握が最も重要である。このため，各班（課）に非

常連絡員を置くものとする。 

  非常連絡員は，当該各課の課長補佐（課長補佐不在のときは，その他担当職員）をもっ

てこれに充て，次の事項に留意して職務を遂行するものとする。 
 

① 入手した被害情報は，記録された後，確実に災害警戒・対策本部室（危機管理課）及

び応急対策担当班（課）に伝達されたか。 
 

② 所定の報告先の機関へ報告したか。 
 

③ 担当している被害状況を完全に掌握しているか。 

 

(2) 被害情報の処理 

  被害情報の一般的処理方法は，次のとおりとする。 

住

民 

みよし広域連合 

（各消防署） 

指定地方行政機関 

指定公共機関 

指定地方公共機関 

県災害対策本

部・支部 

・志部 

 

県災害対策本部 

・支部各実施班 

自 衛 隊 三好警察署 県 警 本 部 

三 好 市 



- 308 - 

 

 

① 入手した被害情報は，被害情報受領者が整理・記録する。 

  この場合，情報によっては緊急な判断を要する場合があるので，外部からの情報を応

急対策担当班（課）へ転送することは努めて避けるものとする。 
 

②  被害情報受領者は，①で整理・記録した被害情報を直ちに非常連絡員に報告する。 
 

③  ②による報告を受けた非常連絡員は，直ちに所属の上司に報告するとともに，災害

警戒・対策本部室（災害警戒・対策本部が設置されていないときは，危機管理課）及

び応急対策担当課の非常連絡員へ伝達する。 
 

④ 伝達を受けた応急対策担当班（課）は，直ちに所属の上司の指示を受け，応急対策を

実施する。 
 

⑤ 応急対策担当班（課）の非常連絡員は，被害の状況及び応急対策の状況をそれぞれ所

定の報告先の機関及び災害警戒・対策本部室（災害警戒・対策本部が設置されていない

ときは，危機管理課）へ報告する。 
 

⑥ 重要な被害情報及び応急対策の状況については，直ちに関係課長が本部長に報告する。 



- 309 - 

 

被害情報及び応急対策の指示・伝達 

 

 

 

 

 

 

 

●参集途上での被害状況の収集 ●住民等から被害状況を受付け

●情報受領者が、
被害情報を整理・記録

●班長に報告

●各班の任務分担に従い応急対策担当班に応急対策を指示

各
班
・
支
部

●災害対策本部会議への報告

●被害情報等の処理・加工
○今後の展開の予測、必要な応急対策の判断

災
害
対
策
本
部
室

重要事項の決定に係る場合

●応急対策活動の実施

●所定の関係
機関へ報告

複写したうえで届ける。
ＦＡＸの場合は、必ず
電話連絡を入れる

[応急対策担当班]

人・住家被害等 → 総務班(総務課,危機管理課)

道路・河川被害 → 建設班(工務課,管理課)

貯水池被害 → 産業班(農業振興課,林業振興課)

水道施設被害 → 水道班(水道課)

●災害対策支部（総合支所）に伝達
○被害情報
○応急対策活動の実施状況
○関係機関からの情報

●関係機関からの情報収集
○気象情報の収集
○河川の水位情報の収集

●各班の任務分担に従い応急対策
班に伝達

●災害対策本部室（危機管理課）に伝達
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４ 災害情報伝達計画 

           主な実施機関 

市（危機管理課，地域福祉課，農業振興課，林業振興課，工務課， 

管理課，水道課） 

 

 

(1) 被害情報の内容 

  伝達する被害情報の内容は，別紙様式「災害発生報告・災害中間報告・災害確定報告」

によるものとする。 

 

(2) 報告の基準 

  県に報告すべき災害は次のとおりであり，報告は別記「災害報告記入要領」により行

うものとする。 

 

① 市において災害対策本部を設置した災害 

 

② 災害の状況及びそれが及ぼす社会的影響等からみて特に報告の必要があると認めら

れる程度の災害 

 

③ ①又は②に定める災害になるおそれのある災害 

 

(3) 調査方法 

  被害状況の調査は，住民の生命及び財産に関する事項並びに市の管理する施設につい

て調査するものとし，次に掲げる機関についても調査の上，通報に協力するものとする。 

四国旅客鉄道㈱徳島保線区 

西日本電信電話㈱徳島支店 

四国電力㈱池田支店 

社団法人徳島県ＬＰガス保安協会 

 

(4) 報告の種類 

  被害情報の報告の種類は次のとおりとする。 

 

① 発生報告 

  災害が発生したとき直ちに行う。 

 

② 中間報告 

  発生報告の後，被害の状況が変わる度に逐次行う。 

 

③ 確定報告 

  応急措置が完了し，その被害が確定したときに行う。 
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(5) 報告の方法 

① 伝達手段 

  被害情報の内容については(1) のとおりであるが，市に甚大な被害が発生した場合

には，その大まかな内容をできるだけ早く報告するものとする。 

Ⅰ 発生報告及び中間報告 

  伝達のための情報通信手段としては，原則として別紙様式の内容を電話又は防災

行政無線によりすみやかに報告するものとするが，通信途絶時には携帯電話，アマ

チュア無線等の通信手段を活用するなど可能な最短方法にて報告するものとする。 

Ⅱ 確定報告 

  確定報告は必ず別紙様式により文書で報告するものとする。 

 

② 報告先 

  市災害対策本部の各組織は，次表により所管する事項の被害状況について，逐次す

みやかに電話又は防災行政無線等により報告を行う。県出先機関に報告できない場合

には，県へ報告を行う。県に報告できない場合には，消防庁経由で内閣総理大臣に報

告する。（災害対策基本法第53条） 
 

             報    告    内    容    報 告 先 

 県が災害対策本部 

 を設置しない場合 

  県の出先機関の所管に属さない市の被害 

 の災害発生報告，災害確定報告（以下「災 
 害報告」という。） 

 知     事 

 （関係各課長） 

  県の出先機関の所管に係る市の災害報告  各出先機関の長 

 県が災害対策本部 

 を設置した場合 

  実施班の所管に属さない市の災害報告  本  部  長 

  実施班の所管に係る市の災害報告  各 実 施 班 長 

 県が災害対策支部 

 を設置した場合 
  すべての災害報告  災害対策支部長 

 県が現地災害対策 

 本部を設置した 
 場 合 

  すべての災害報告  現地災害対策 

 本  部  長 
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③ 報告の系統 
 
 

 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 
 

 

 

 

Ⅱ 河川被害 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 

Ⅲ 貯水池被害 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 

徳島県三好警察署 
TEL 72-0110 

 
徳島県警察本部 
TEL 088-622-3101 
FAX 088-622-3101 
防災無線 1-211-7310 

 
 

 
県西部総合県民局 

（三好保健所） 
TEL 72-1121 
FAX 72-6884 

 
 

三 好 市 
危機管理課 

 
県西部総合県民局美馬庁舎 

TEL 0883-53-2391 
FAX 0883-53-2434 
防災無線 1-271-7210 

 
 

 
徳島県災害対策本部 
（危機管理部） 
TEL 088-621-2704 
FAX 088-621-2849 
防災無線 1-211-7210 

 
 

 
徳島県災害対策本部 
（危機管理部） 
TEL 088-621-2704 
FAX 088-621-2849 
防防災無線 1-211-7210 

 
 

 
三 好 市 
農業振興課 
林業振興課 

 
県西部総合県民局三好庁舎 

（農村保全担当） 
TEL 76-0663 
FAX 76-0455 

 
徳島県農林水産部 
（農業基盤課） 

TEL 088-621-2442 
FAX 088-621-2860 

 

三 好 市 
工 務 課 
管 理 課 

 
県西部総合県民局三好庁舎 

（河川・砂防担当） 
TEL 76-0625 
FAX 76-0452 

 
徳島県災害対策本部 
（危機管理部） 
TEL 088-621-2704 
FAX 088-621-2849 
防災無線 1-211-7210 

 
  
徳島県県土整備部 
（河川振興課） 
TEL 088-621-2571 
FAX 088-621-2870 
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Ⅳ 道路被害 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

Ⅴ 水道施設被害 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

(6) 被害状況等の相互伝達 

  (5) の③のⅠからⅤに掲げる人・住家被害等，河川被害，貯水池・ため池被害，道路

被害，水道施設被害をはじめ鉄道施設被害，電信電話施設被害，電力施設被害等の重要

な被害状況については，各機関は自己の所掌する事務又は業務に関して収集した被害状

況に係わる情報を，徳島県地域防災計画に定める防災機関に報告するほか，市内の防災

関係機関に対しても相互に伝達するものとする。 

  なお，伝達手段については防災通信システムを活用するとともに，パソコン通信シス

テム等も活用するものとする。 

 

(7) 被害状況等の避難所への伝達 

  (5) の③のⅠからⅤに掲げる人・住家被害等，河川被害，貯水池・ため池被害，道路

被害，水道施設被害をはじめ鉄道施設被害，電信電話施設被害，電力施設被害等の重要

な被害状況については，随時避難所にも伝達するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

三 好 市 
工 務 課 
管 理 課 

 
徳島県災害対策本部 
（危機管理部） 
TEL 088-621-2704 
FAX 088-621-2849 
防防災無線 1-211-7210 

 
  
徳島県県土整備部 
（道路整備課） 
TEL 088-621-2548 
FAX 088-621-2867 

 
 

 
県西部総合県民局三好庁舎 

（道路担当） 
TEL 76-0620 
FAX 76-0452 

 
 
三 好 市 
水 道 課 

 
 
 

 
県西部総合県民局 

（三好保健所） 
TEL 72-1121 
FAX 72-6884 

 
 

 
徳島県災害対策本部 
（危機管理部） 
TEL 088-621-2704 
FAX 088-621-2849 
防防災無線 1-211-7210 

 
  
徳島県環境生活部 

（環境管理課） 
TEL 088-621-2270 
FAX 088-621-2847 
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第５節 災害情報広報計画 

 

 災害が発生し，又は発生するおそれがある場合の混乱した事態にあっては，被害の状況，応

急対策の実施状況等を住民に周知し，人心の安定と社会秩序の維持・回復を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 広報のための情報収集計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，秘書広報課，情報政策課） 

 

 

(1) 被害情報等の収集 

  被害情報は，本章第４節災害情報収集・伝達計画により収集した情報を使用して，広

報資料を作成するものとする。 

 

(2) 写真等の収集 

  写真は，被害調査の際に撮影した写真等を用いる。 

  なお，必要に応じて担当者を派遣して写真やビデオの撮影，録画等を行う。 

 

２ 住民への広報計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，秘書広報課，情報政策課） 

 

 

(1) 広報の内容 

  市が実施する広報活動においては，次の事項に重点をおくものとする。 

 

① 災害時における住民の注意事項 

② 災害に係る情報及び被害の状況 

③ 災害応急対策の実施状況 

災 害 情 報 広 報 計 画 

広報のための情報収集計画 

住 民 へ の 広 報 計 画 

取 材 対 応 計 画 
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④ 避難の勧告，避難先の指示及び避難所での心得 

⑤ 災害復旧の見通し 

⑥ 電気，ガス，水道等供給の状況 

⑦ 交通運輸の状況 

⑧ 人心安定，志気高揚に関する事項 

⑨ その他必要な事項 

 

(2) 広報の方法 

  市は，防災関係機関と緊密な連絡をとり，情勢に適した効果的な広報活動を展開する

ものとする。 

  広報手段としては，広報車，広報紙，インターネット，ケーブルＴＶ等を活用して行

うものとするが，携帯電話，アマチュア無線等の通信手段も活用する。 

  なお，おおむね災害が終結したときは，広報車により避難所等を巡回して必要な広報

活動を行うものとする。 

 

３ 取材対応計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，秘書広報課） 

 

 

  災害に関する情報及び三好市災害警戒・対策本部の災害対策事項，その他住民に周知す

べき事項は，災害警戒・対策副本部長が事項の軽重，緊急性等を検討した上で，記者への

口頭説明又は各社への電話連絡（あらかじめ作成した文書を読み上げること。）によって

取材に対応するものとする。 

  なお，取材に係る庶務的事項は総務課，秘書広報課において所掌するものとする。 
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第６節 災害救助法適用計画 

 

 市内において一定基準以上の災害が発生し，食料品その他生活必需品の欠乏，住居のそう失，

傷病等によって生活難に陥るなど現に応急的な救助を必要としている場合において，災害救助法

を適用し応急的・一時的な救助を行うことにより，り災者の保護と社会秩序の保全を図る必要が

ある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 実施責任者 

  災害救助法が適用された場合の救助は，国の機関として知事が実施するほか，協力機関と

して知事の委託を受けて日本赤十字社徳島県支部が実施する。 

  なお，市長は，知事の委任を受けた場合，又は知事の補助機関として救助を実施する。 

 

２ 適用基準及び算定基準 

 

(1) 適用基準 

  災害救助法による救助は，市町村の区域単位にその区域を指定して行うものであり，同

一原因による災害により，市町村の被害が一定の程度に達した場合で，かつ，被災者が救

助を要する状態にあるときに適用するものとし，おおむね次の基準によるものとする。 

 

① 市町村の全壊，流出等による住家の滅失した被害世帯数（以下「被害世帯数」という。）

が次の世帯数以上に達したとき。 

 

災害救助法施行令別表第１ 
 

     市 町 村 の 人 口   被害世帯数 

                  5,000人未満 
    5,000人以上  15,000人 〃 
   15,000人 〃   30,000人 〃 
   30,000人 〃   50,000人 〃 

    30世帯 
    40 〃 
    50 〃 
    60 〃 

 
 

実 施 責 任 者 

適 用 手 続 

救助の程度，方法及び期間等 

災 害 救 助 法 適 用 計 画 

運 用 基 準 及 び 算 定 基 準 
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② 被害世帯が①の基準に達しないが，被害世帯が県の一部にわたる相当広範囲な地域に

発生した場合で，県下の被害世帯数が１，０００世帯以上で，しかも市町村の被害世帯

数が次に示す世帯数以上に達したとき。 

 

災害救助法施行令別表第３ 
 

     市 町 村 の 人 口   被害世帯数 

                  5,000人未満 
    5,000人以上  15,000人 〃 
   15,000人 〃   30,000人 〃 
   30,000人 〃   50,000人 〃 

    15世帯 
    20 〃 
    25 〃 
    30 〃 

 
 

③ 被害が県下全般にわたる極めて大きな災害で市町村の被害世帯数が①及び②の基準

に達しないが，県下の被害世帯数が ５，０００世帯以上に達した場合で，市町村の救

助に任せられないと認定したとき。 

 

④ 災害が隔絶した地域に発生した等災害に係った者の救護を著しく困難とする特別の

事情がある場合で，かつ，多数の世帯の住家が滅失した場合。（厚生労働大臣に事前協

議が必要） 

 

⑤ 多数の者が生命又は身体に危害を受け，又は受けるおそれが生じたとき。（厚生労働

大臣に事前協議が必要） 

 

(2) 算定基準 

  被害世帯の算定は，おおむね次の基準に従うものとする。 

 

① 住家の被害程度は，住家が滅失した世帯，すなわち全壊，全焼，流出等の世帯を基準

とし，住家が半壊，半焼等著しく損傷した世帯については，２世帯をもって１世帯と，

床上浸水又は土砂のたい積等により一時的に居住することができない世帯は３世帯を

もって１世帯とみなす。 

 

② 被害世帯数は，家屋の棟数又は戸数とは関係なく，世帯数で計算する。 

 

③ 飯場，下宿等の一時的寄留世帯については，生活根拠の所在地等総合的条件を考慮し

ながら実状に即して決定する。 

 

３ 適用手続 

 

(1) 報 告 

  市長は，市における災害が第３の１の適用基準の(1) 又は(2) のいずれかに該当し，
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又は該当する見込みがある場合は直ちにその旨を知事に報告するものとする。 

 

(2) 事務手続 

  災害救助法を適用するための主な手続きは，次のとおりである。 
 

   順  序   厚 生 労 働 省   都 道 府 県   市  町  村    備  考 

被害状況の把握 
  

 迅速かつ正確に， 

 管内の被害状況を 

 把握 

 

被 害 状 況 報 告  報告の受理及び必 

 要な助言，指導 

 市町村からの被害 

 報告を確認の上， 

 管内分を集計し， 

 直ちに厚生労働大 

 臣に報告 

 以下，状況が判明 

 次第随時報告 

 すみやかに被害状 

 況を知事に報告 

 以下，状況が判明 

 次第随時報告 

 

災害救助法適用の 

決定 

知事の判断で適用 

する場合（施行令 

第１条第１項第１ 

号，第２号，第３ 

号前段該当） 

 報告の受理及び必 

 要な助言，指導 

 必要に応じ災害対 

 策本部を設置 

 内閣府(防災担当) 

 ，日本赤十字社等 

 関係機関への連絡 

 市町村を単位とし 

 て災害救助法の適 

 用を決定し，厚生 

 労働大臣に報告 

 県内各機関に連絡 

 （連携協力） 

 必要に応じ災害対 

 策本部を設置 

 必要に応じ現地を 

 確認 

 知事に災害救助法 

 の適用要請 

 必要に応じ，災害 

 対策本部を設置 

 

厚生労働大臣に協 

議して適用する場 

合（施行令第１条 

第１項第３号後 

段，第４号該当） 

 適用の判断及び必 

 要な助言，指導 

 必要に応じ災害対 

 策本部を設置 

 国土庁，日本赤十 

字社等への連絡 

 厚生労働大臣協議 

 の要否判断 

 （要の場合には） 

 厚生労働大臣に災 

 害救助法適用協議 
 （厚生労働大臣が 

 承認した場合は） 

 市町村を単位とし 

 て災害救助法の適 

 用を決定し，市町 

 村へ連絡 

 県内各関係機関に 

 連絡（連携協力） 

 必要に応じ現地を 

 確認 

 知事に災害救助法 

 の適用申請 

 必要に応じ災害対 

 策本部を設置 
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   順  序   厚 生 労 働 省   都 道 府 県   市  町  村    備  考 

応急救助の実施  （必要に応じ）他 

 の都道府県知事に 

 対する応援を指示 

 救助の実施等 

 （必要に応じ）他 

 の市町村及び他の 

 都道府県知事に対 

 して救助業務の応 

 援を要請 

 応急救助にあたる 

 （県から委任を受 

 けた救助等） 

 

中 間 報 告  報告の受理及び必 

 要な助言，指導 

 災害救助法の適用 

 状況報告 

 救助の実施状況及 

 び今後の救助の実 

 施予定等報告 

 以下，状況が判明 

 次第随時報告 

 救助の実施状況及 

 び今後の救助の実 

 施予定等報告 

 以下，状況が判明 

 次第随時報告 

 

 （必要に応じ） 

 特別基準の申請 

 特別基準の申請 

 は，救助の種類ご 

 との期間内に行わ 

 なければならない 

 承認の要否及び程 

 度等の判断及び必 

 要な助言，指導 

 被害が甚大等のた 

 め「災害救助法に 

 よる救助の程度， 

 方法及び期間並び 

 に実費弁償」によ 

 る救助の種類ごと 

 に，この基準によ 

 り難い特別の事情 

 があるときは，そ 

 の都度特別基準を 

 厚生労働大臣に協 

 議 

 （必要に応じ）知 

 事に特別基準の要 

 請 

 

 救 助 完 了 報 告  報告の受理及び必 

 要な助言，指導 

 応急救助の完了後 

 １ 確定被害状況 

 ２ 救助の種類ご 

   との実施状況及 

   び救助費概算所 

   要額等を報告 

 応急救助の完了後 

 １ 確定被害状況 

 ２ 委任を受けて 

  行った救助の種 

   類ごとの実施状 

   況及び救助費概 

   算所要額等を報 

  告 

 

 補助金の申請等  申請に基づく交付 

 決定，資金示達及 

 び精算確定 

 翌年度６月15日ま 

 でに，精算交付を 

 厚生労働大臣に申 

 請 

 応急救助等に基づ 

 く救助費（繰り 

 替え支弁を行った 

 額）を知事に申請 

 特 別 の 事 情 

 がある場合に 

 は，国庫補助 

 金の概算交付 

 を受けること 

 ができる 

 

 

４ 救助の程度，方法及び期間等 

  災害救助法による救助の程度，方法及び期間については，別添資料編の早見表のとおり

であるが，救助の期間については，やむを得ない特別の事情があるときは，応急救助に必

要な範囲内において厚生労働大臣の承認を得て延長することができる。 

（「災害救助法による救助の程度，方法及び期間」早見表 … 資料編に添付） 
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第７節 応急医療計画 

 

大規模な災害が発生した場合には，広域あるいは局地的に医療救護を必要とする多数の傷病

者の発生が予想される。このため，災害時における応急医療体制を確立し，関係医療機関及び 

関係防災機関と密接な連携をとりながら被災者の救護に万全を期する必要がある。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

１ 応急医療体制確保計画 
 

主な実施機関 

市（保険医務課），医療関係者 

 
 

(1) 初動体制等 
災害救助法による救助の程度，方法及び期間については，別添資料編の早見表のとお

りであるが，救助の期間については，やむを得ない特別の事情があるときは，応急救助

に必要な範囲内において厚生労働大臣の承認を得て延長することができる。 
 

① 情報の収集 
災害時に効果的な医療救護活動を行うためには，正確な被害状況等の把握と医療機関

等との迅速かつ的確な連絡及び情報交換が最も重要である。 
市は，三好市医師会等の協力を得て，可能な手段を用いて直接人的被害及び医療機関

（診療所及び歯科診療所を含む。）の被害状況や活動状況等の情報の収集に努めるもの

とする。 
 

② 初動体制の確保 

Ⅰ 医師をはじめとする医療従事者等は，情報連絡等が途絶える等大災害が予想される

場合にあっては，遠くの勤務先ではなく，前もって定められた近くの救急医療機関や

保健所等において救急医療や情報収集等に従事するものとする。 

 
Ⅱ 被災地域内の定められた場所が機能不全に陥った場合には，参集可能な医師等が中

心となって医薬品の確保等に考慮しながら，安全な場所に医療救護所を設置し，応急

医療を行うものとする。 
 

応 急 医 療 計 画 

応急医療体制確保計画 

後 方 支 援 活 動 計 画 

応 急 医 療 活 動 計 画 



- 321 - 

 

③ 救護班の編成 
Ⅰ 市は，必要に応じて市内の医療機関（開業医）又は助産師の応援を得て，医師，看

護師，助産師又は保健師をもって救護班を編成し，出動するものとする。 

 
Ⅱ 災害の種類及び程度によっては，三好市医師会，徳島県歯科医師会三好支部，三好

郡市薬剤師会等の協力を要請し，災害の状況に応じた医療救護活動を行うものとする。 
 

Ⅲ 災害の程度によっては市の能力をもってしても十分な対応ができないと認められる

ときは，県及びその他の関係機関に協力を要請するものとする。 
（医療機関 … 資料編に添付） 

 

(2) 救護所の設置 

市は，必要に応じて，学校，集会所，病院等に医療を実施するための救護所を設置す

るものとする。 

 

 

２ 応急医療活動計画 

 
主な実施機関 

市（保険医務課），医療関係者 
 
 

(1) 医療機関等 
市及び医療関係機関は，設備及び人員等において患者の急増に対応できる体制の確保

に努め，事前に収容可能人員を明確にしておくものとする。 
なお，限られた医療資機材を十分に活用するため，患者の治療の優先度に応じて振り

分け（トリアージ）を行い，効果的な治療を行うものとする。 
 

(2) 救護班 
① 輸 送 

市は，医療救護活動が円滑に実施できるよう，救護班の輸送にあたっては，輸送手

段の優先的な確保など特段の配慮を行うものとする。 
 

② 連絡要員の配置 
市は，被災地域内の医療情報の拠点に応援のために市職員を派遣し，各医療救護所

等に配置するなど，救護班の連絡調整のために特段の配慮を行うものとする。 
 

③ 業 務 
救護班は，次の業務を重点的に行うものとする。 

Ⅰ 傷病者の傷病の程度判定（傷病者の振り分け業務） 

Ⅱ 後方医療救護機関への転送の要否及び転送順位の決定 

Ⅲ 重傷者の応急処置及び中等症者に対する処置 

Ⅳ 転送困難な傷病者及び避難所等における軽症者に対する医療 

Ⅴ 助産 
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Ⅵ 死亡の確認 

Ⅶ 死体の検案 

Ⅷ 記録及び災害対策本部への報告 

Ⅸ その他状況に応じた処置 
 
 

④ ボランティアとの連携 

  救護班は，ボランティアとの連携を図り，医療を必要とする被災者の情報収集に努
め，救護活動を行うものとする。 

 

(3) 医薬品等の供給 
 

① 市は，関係機関において緊急輸送路を確保し，市役所に備蓄している医薬品並びに
三好市医師会の協力のもと流通備蓄されている医薬品等を医療救護所等にすみやかに
供給し，初動期における人命の救助に万全を期するものとする。 

 

② 輸血用血液製剤については，県を通じて県内血液センターへ供給を要請するととも
に，必要に応じて県及び日本赤十字社徳島県支部に要請して県外からの供給を受ける
ものとする。 

 

 

３ 後方支援活動計画 
 

                    主な実施機関 

                 市（監査委員事務局，行革推進室，会計課）， 
みよし広域連合（消防本部），徳島県，医療関係機関 

 

 

(1) 患者受入先の確保 
 

① 後方医療施設の確保 

Ⅰ 救護班では対処できない重中等症者は，後方医療施設に搬送し，入院・治療等の
医療救護を行うものとする。 

 

Ⅱ 後方医療施設は，原則として病院群輪番制病院及び救急告示医療機関とするが，
必要な場合は，被災を免れた医療施設に協力を要請する。 

 

Ⅲ 市は，県の協力を得て，県下全域の救急医療施設の応需情報などを収集し，救護
班と消防本部を救急無線，携帯電話等による通信手段の確保・連結を図り，これら情
報をもとに消防本部は応需可能な後方医療施設を選定する。 

 

② 被災病院等の入院患者の転院等 

  市は，病院等が被災し，当該施設の入院患者に継続して医療を提供できないとき，
あるいは治療困難等により被災地域外の後方医療施設へ重傷者を転院搬送する必要が
生じた場合で，病院等で後方医療施設が確保できないときは，後方医療施設の確保に
努めるものとする。 

 

(2) 搬送体制の確保 
 

① 緊急輸送路の確保 

  市は，重傷者を後方医療施設へ搬送するために緊急輸送路（陸路及び空路）を確保
する。 

 

② 傷病者の搬送 

Ⅰ 災害現場に到着した救急隊員は，傷病者の傷病程度に応じて後方医療施設を選定
の上，傷病者を搬送する。 
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Ⅱ 病院等が後方医療施設へ転院搬送を行うときは，医療関係者は，自己所有の患者
搬送車等により重傷者の搬送を行うほか，必要に応じて消防本部又は県に対して救急
自動車又はヘリコプター等の出動を要請する。 

 

③ 搬送手段の確保 

Ⅰ 病院等から患者搬送の要請を受けた消防本部は，自己所有の救急自動車又は応援
消防機関の救急自動車等により医療施設への搬送を実施する。 

 

Ⅱ 市は，消防機関の救急自動車が確保できない場合は，輸送車両の確保に努めるも
のとする。 

 

Ⅲ 県は，道路や交通機関の不通時又は緊急に特別な治療を要する傷病者等の搬送に
ついて，必要に応じてヘリコプターによる空輸を自衛隊又は他府県等に要請する。 

 なお，市は，ヘリコプターによる患者搬送にあたっては，関係機関と協議の上，次
のような受入体制を確保する。 

ア 離発着場所の確保並びに病院から離発着場所への搬送手段及び安全対策 

イ 患者の搬送先の離発着場所及び受入病院への搬送手段 
 

 

(3) 保健・医療スタッフの確保 
 

① 受入体制の確保 

  三好市は，医療スタッフの確保に努める。 
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第８節 廃棄物処理計画 

 

 地震の発生により，道路の損壊や障害物等により一時的に通常のごみ・し尿の処理・収集を
行うことが困難になる一方，倒壊家屋等から大量のがれきが発生することが予想される。つい
ては，被災地域の住民の衛生環境を保全し，復旧活動を円滑に行うため，ごみ・し尿の処理及
びがれき処理のための対策を積極的に推進する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ ごみ・し尿処理計画 

                    主な実施機関 

                 市（環境課） 

 

 

 

(1) ごみ処理 
 

① 情報収集 

Ⅰ 市は，ごみ処理施設の被害状況を把握し，被害がある場合は関係市町村と連携し
ながら応急復旧を図る。 

 

Ⅱ 市は，職員の現地派遣，住民からの連絡等により，ごみの排出状況を把握する。 
 

② ごみ処理計画の策定 

  市は，災害時におけるごみを一般廃棄物（生活ごみ）と災害廃棄物とに区分し，そ
れぞれについて排出量を推定して廃棄物処理計画を策定するものとする。 

  なお，廃棄物の排出量の推定は極めて困難であるが，災害の状況等を勘案しながら
次の量を目安として推定する。 

 

Ⅰ 一般廃棄物 

ア 災 害 発 生 直 後 ～ 半 月   平常時の  85％ 

イ 災害発生後半月～１ヶ月半    平常時の 105％ 

ウ 災害発生後 1ケ月半以降    平常時と同じ 
 

Ⅱ 災害廃棄物 

ア 全壊家屋１棟当たり  
(ｱ) 木 造 45ｔ（ 25.0m３） 

(ｲ) 非木造 246ｔ（ 99.0m３） 

イ 半壊家屋１棟当たり 

(ｱ) 木 造 27.0ｔ（ 15.0m３） 

(ｲ) 非木造 147.6ｔ（ 59.4m３） 

ウ 落下物等１件当たり  １ｔ（ 0.5m３） 
 

③ 分別収集 

  市は，廃棄物処理計画の策定にあたっては，ごみの適正な処分を行うため，極力分
別・再利用に留意し，最終処分量の削減に努めるものとする。 

 
 

廃棄物処理計画 

が れ き 処 理 計 画 

ごみ・し尿処理計画 
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④ 住民への広報 

  市は，住民に対して，廃棄物処理計画の内容を周知し，収集日時や収集場所，排出
区分などのルールを厳守するとともに，不法投棄の防止を呼びかけるなど，ごみ対策
に関する広報に努めるものとする。 

 
⑤ 処理方法 

Ⅰ 一般廃棄物 

  市は，災害により発生するごみが通常の処理量を上回る場合，住民の協力を得て
分別収集を徹底し，次により収集可能な場所に設けられた仮置場に集積するものとす
る。 

 

ア 生ごみ等 

  腐敗性のあるごみについては，衛生対策の上から避難所及び人家密集地から離れ
た仮置場に集積し，収集可能となった時点から最優先で収集・処理を行う。 

 

イ 粗大ごみ等 

  災害が発生した場合，毛布，畳，ダンボール等のごみで，一時的に大量発生する
ものについては，必要な場合は周辺環境に配慮しながら仮置場に集積するものとす
る。 

  なお，粗大ごみ，不燃ごみ等の集積に際しては，再利用・リサイクル可能なもの
と最終処分すべきものとに区分して集積するよう努めるものとする。 

 

Ⅱ 災害廃棄物 

  倒壊家屋等から大量に排出される瓦，廃材，ブロック等の災害廃棄物については，
地域ごとに仮置場を設けて一時的に集積し，一般廃棄物の処理が通常ベースになった
時点から漸次処分する。 

 

⑥ 応援要請 

  市は，災害の状況により必要があると認められるときは，県又は近隣市町村に対し，
ごみの処分を行うのに必要な機材や人員の確保について応援を要請するものとする。 

 

(2) し尿処理 
 

① 情報収集 

Ⅰ 市は，し尿処理施設の被害状況を把握し，被害がある場合は応急復旧を図る。 

Ⅱ 市は，職員の現地派遣，住民からの連絡等により，し尿の排出状況を把握する。 
 

② 住民への広報 

 市は，必要に応じて，水洗便所の使用制限及び仮設トイレの設置場所等について広報
する。 

 

③ 処理方法 

Ⅰ 水の確保 

  プール，河川等の自然水等の活用により水を確保し，水洗便所の機能を維持する。 

Ⅱ 緊急くみ取りの実施 

  便糟等が使用不能になった世帯に対しては，応急的に部分くみ取りを実施する。 

Ⅲ 仮設トイレの設置 

  必要に応じ，避難所又は地域ごとに仮設トイレを設置する。 

 

④ 応援要請 

  市は，災害の状況により必要があると認められるときは，県又は近隣市町村に対し，
し尿の処理を行うのに必要な機材や人員の確保について応援を要請するものとする。 
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(3) 死亡獣畜の処理 
 

① 実施責任者 

  災害によって死亡した牛，豚，鶏等の死亡獣畜は，その所有者が処理することを原
則とする。 ただし，所有者が所有の意思を放棄した死亡獣畜で自らの資力ではこれ
を処理できないときは，市が収集・処理するものとする。 

 
 

② 処理方法 

  死亡獣畜の処理は，原則として化製場又は死亡獣畜取扱場において処理するものと
する。 

  ただし，災害の状況により，これらの施設において処理できない場合は，県の指示
を受けながら環境衛生上支障のない場所で埋葬，焼却等の方法により処理するものと
する。 

 

 

２ がれき処理計画 

                    主な実施機関 

                 市（環境課） 

 

 

 

(1) 実施責任者 

  倒壊した建物等の解体及びそれから発生するがれきの処理は，その所有者が行うこと
を原則とする。ただし，被害状況等により，それを行うことが困難と認められる場合は，
市が行うものとする。 

 

(2) 情報収集 

  市は，職員の現地派遣，住民からの連絡等により，がれきの排出状況及びその処分の
状況を把握する。 

 

(3) 処理方法 
 

① 仮置場の確保 

  市は，がれきを一時的に集積するための仮置場を確保する。 

  仮置場が不足する場合は，交通に支障のない路上や災害対策活動に支障のない町所
有地に暫定的に集積し，民有地の一時借上等により対処するとともに，なお不足する
場合は，近隣市町村に対して仮置場の確保を要請する。 

 

② 最終処分 

  仮置場に集積した災害廃棄物は，一般廃棄物の処理が通常ベースになった時点から
最終処分場へ運搬し，処分する。なお，最終処分場が不足する場合は，近隣市町村に
対して最終処分場の確保を要請する。 

 

(4) 応援要請 

  市は，災害の状況により必要があると認められるときは，県又は近隣市町村に対し，
倒壊家屋の解体及びがれきの処理を行うのに必要な機材や人員の確保について応援を要
請するものとする。 
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第９節 死体捜索及び収容・埋火葬計画 

 

 大規模な災害が発生した場合は，現に行方不明の状態にあり，かつ，周囲の事情によりすで
に死亡していると推定される者を捜索し，又は災害によりすでに死亡している者の死体の一時
保存・検案等の処理を行い，かつ応急的な措置として埋葬又は火葬を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 死体捜索計画 

              主な実施機関 

           市（総務課，危機管理課，環境福祉部関係課）， 
みよし広域合（消防本部），三好警察署 

 

 

(1) 実施責任者 

  死体の捜索は，市長が実施するものとする。 

  ただし，災害救助法が適用された場合は，知事の委任を受けて市長が行う。 

 

(2) 対象者 

  死体の捜索は，災害により現に行方不明の状態にあり，かつ，周囲の事情により死亡
していると推定される者に対して行う。 

 

(3) 捜索方法 
 

① 市は，災害発生時に死亡していると推定される行方不明者があるときは，すみやか
に必要な人員及び機械器具等を確保し，捜索にあたるものとする。 

 

② 市は，死体の捜索にあたっては，警察及び消防機関と連携をとり，必要に応じて日
赤奉仕団，自衛隊，自主防災組織や住民等の協力を得て実施するものとする。 

 

③ 死体捜索中に死体を発見した者は，直ちに所轄の警察署に連絡するものとする。 

 

(4) 応援要請 

 市は，災害の状況により必要があると認められるとき，又は死体が流失等により他の市
町村にあると認められるときなどにあっては，県又は近隣市町村若しくは死体の漂着が
予想される市町村に対し，応援を要請するものとする。 

 

(5) 災害救助法適用時の基準 
 

① 捜索期間 

  死体捜索を行う期間は，災害発生の日から10日以内とする。 

  ただし，11日目以降も死体捜索を行う必要がある場合は，捜索期間内（10日以内）
に次の事項を明らかにして知事に申請する。 

Ⅰ 延長の期間 

Ⅱ 期間の延長を必要とする地域 

Ⅲ 期間の延長をする理由（具体的に） 

死体捜索及び収容・埋火葬計画 

死 体 捜 索 計 画 

死 体 埋 火 葬 計 画 

死 体 処 理 計 画 
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Ⅳ その他（期間の延長をすることによって捜索される死体の数等） 
 

② 費用の範囲 

  捜索のために使用する機械器具等の借上費，修繕費，燃料費，輸送費，人夫費とし，
その額は通常の実費とする。 

 

 

２ 死体処理計画 
 

                    主な実施機関 

                 市（地域福祉課），三好警察署 
 

 

 

(1) 実施責任者 

  死体の処理は，市長が実施するものとする。 

  ただし，災害救助法が適用された場合は，知事の委任を受けて市長が行う。 

 

(2) 対象者 

  災害により死亡した者について，その遺族等が災害による混乱のため死体の処理を行
うことができない場合に処理する。 

 

(3) 処理方法 
 

① 市の措置 

  市は，死体を発見したときは，直ちに三好警察署に連絡し，その場で警察官の検視
（見分）を得たのち，次の方法により処理するものとする。 

Ⅰ 検案 
  死体については，すみやかに医師に依頼して検案を実施する。 

 （検案…死体についての死因その他についての医学的検査を行うこと。） 

Ⅱ 死体の洗浄，縫合，消毒等の処理 

  災害に伴う混乱により，遺族が死体の処理を行うことができない場合は，死体の
洗浄，縫合，消毒等の処理を行う。 

Ⅲ 死体の一時保存 

  身元が判明している死体は遺族に引き渡すが，身元が判明しない死体については，
埋火葬等の処理をするまで一時保存を行う。 

保存にあたっては，棺桶，ドライアイス等を調達し，遺体の腐乱を避ける。 

Ⅳ 死体安置所の確保 
       大規模災害時に際し，死体の尊厳を保ちながら，遅滞なく業務を遂行できるよう

あらかじめ施設を設定する。 
 

② 警察官の措置 

  警察官は，死体を発見し又は発見の届出を受けたときは，すみやかに次の措置を講
ずるものとする。 

Ⅰ 身元の明らかな死体については，検視をして，所持金品等とともに死体を遺族に
引き渡す。 

Ⅱ 身元の明らかでない死体については，検視をして，所持金品等とともに死体を市
に引き渡す。 

 

(4) 災害救助法適用時の基準 
 

① 処理期間 

  遺体処理の期間は，災害発生の日から10日以内とする。 
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  ただし，11日目以降も死体処理を行う必要がある場合は，処理期間内（10日以内）
に次の事項を明らかにして知事に申請する。 

Ⅰ 延長の期間 

Ⅱ 期間の延長を必要とする地域 

Ⅲ 期間の延長をする理由（具体的に） 

Ⅳ その他（期間の延長をすることによって取扱いを要する死体の数等） 
 

② 費用の範囲 

Ⅰ 死体の洗浄，縫合，消毒の措置 

Ⅱ 死体の一時保存 

Ⅲ 死体の検案 

 

 

３ 死体埋火葬計画 
 

                    主な実施機関 

                 市（地域福祉課，環境課） 

 

 

 

(1) 実施責任者 

  死体の埋火葬は，市長が実施するものとする。 

  ただし，災害救助法が適用された場合は，知事の委任を受けて市長が行う。 

 

(2) 対象者 

  災害により死亡した者について，その遺族等が災害による混乱のため埋火葬を行うこ
とができない場合などに応急的な措置として土葬又は火葬に付する。 

 

(3) 埋火葬の方法 
 

① 埋火葬は，原則として死体を火葬に付し，遺骨等を遺族に引き渡すことにより実施
する。 

 

② 事故死等による死体については，警察機関から引き継ぎを受けた後埋火葬する。 
 

③ 埋火葬は，「遺体埋火葬許可証」に基づき，火葬に付する。 
 

④ 火葬を終えた遺骨及び遺留品は一時保管し，遺族等からの申し出により引き渡す。 

 

(4) 身元不明死体の取扱 
 

① 身元不明死体については，警察その他関係機関に連絡し，その調査にあたるととも
に，遺品の保管等身元確認のための適切な措置を行った後，埋火葬する。 

 

② 被害地以外に漂着した死体等のうち身元が判明しない死体は，行旅死亡人としての
取扱いの例による。 

 

(5) 災害救助法適用時の基準 
 

① 埋火葬の期間 

  埋火葬の期間は，災害発生の日から10日以内とする。 

  ただし，11日目以降も埋火葬を行う必要がある場合は，埋火葬期間内（10日以内）
に次の事項を明らかにして知事に申請する。 

Ⅰ 延長の期間 

Ⅱ 期間の延長を必要とする地域 

Ⅲ 期間の延長をする理由（具体的に） 
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Ⅳ その他（期間の延長をすることによって埋火葬される死体の数等） 
 
 

② 費用の範囲 

Ⅰ 棺（付属品を含む） 

Ⅱ 骨つぼ及び骨箱 

Ⅲ 埋葬又は火葬（人夫及び輸送に要する経費を含む） 

 （埋火葬にあたっての供花代，読経代等は含まない。） 
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第10節 避難計画 

 

 災害が発生し，又は発生するおそれがある場合において，住民の生命又は身体を災害から保
護し，その他災害の拡大を防止するため，市長は，関係機関の協力を得て，住民の避難に関す
る勧告・指示を行い，又は安全に避難誘導して未然に災害を防止する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難勧告・指示計画 
 

                主な実施機関 

           市（総務課，危機管理課，情報政策課），徳島県， 
三好警察署，自衛隊 

 

 

 

(1) 避難勧告・指示の実施責任者 

 避難の措置の実施責任者は，関係法令の規定に基づき，次により避難の勧告又は指示を
行うものとする。 

 

① 市長（災害対策基本法第60条） 

Ⅰ 市長は，火災，がけ崩れ等による災害が発生し，又は発生するおそれがある場合
において，住民の生命，身体を災害から保護し，その他災害の拡大を防止するため，
特に必要があると認めるときは，必要と認める地域の居住者に対し，避難のための
立退きを指示し，又は勧告を行うものとする。 

 

Ⅱ 知事は，県の地域に係る災害が発生した場合において，当該災害による被害が 

甚大で，市がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは，市が
実施すべき措置の全部又は一部を代わって実施する。 

 市の事務の代行を開始し，又は終了したときは，その旨を公示する。 
 

Ⅲ 市長は，Ⅰにより措置した場合及び警察官，自衛官から立退きを指示した旨の連
絡があった場合は，直ちに県に報告する。 

 

② 水防管理者（市長）（水防法第21条） 

  水防管理者（市長）は，洪水により著しく危険が切迫していると認めるときは，危
険な地域の居住者に対し立退きを指示する。 

  立退きを指示した場合は，直ちに警察署長にその旨を通知する。 
 

③ 知事又はその命を受けた職員（水防法第21条，地すべり等防止法第25条） 

  知事又はその命を受けた職員は，洪水又は地震による地すべりにより著しく危険が
切迫していると認めるときは，危険な地域の居住者に対し立退きを指示することがで
きる。 

  立退きを指示した場合は，直ちに警察署長にその旨を通知する。 
 

④ 警察官（災害対策基本法第61条，警察官職務執行法第４条） 

 避 難 計 画 

 避難勧告・指示計画 

 避 難 誘 導 計 画 

 警 戒 区 域 設 定 計 画 
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  警察官は，災害により住民の生命，身体に危険を及ぼすおそれのある事態が発生し，
市長が避難のための立退きを指示できないと認めるとき，又は市長から要求があった
とき，若しくは住民の生命，身体に危険が急迫していると自ら認めるときは，直ちに
当該区域の居住者等に対し避難のための立退きを指示するものとする。 

 

⑤ 自衛官（自衛隊法第94条） 

  災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は，災害により危険な事態が生じた場合で，
警察官がその場にいないときは，危険な場所にいる住民に対し避難等について必要な
措置をとることができる。 

 

(2) 避難勧告・指示の区分 

  災害の状況により，事前避難勧告と緊急避難指示に区分して避難の勧告又は指示を行
う。 

 

① 事前避難勧告 

 気象状況等により，過去の災害の発生例，地形等から判断して，災害発生のおそれが
ある場合に，危険区域の住民に対し，避難の準備又は避難所等への避難を勧告する。 

 

② 緊急避難指示 

 事前避難のいとまがなく，区域内に災害の発生が確定的となった場合又は一部に災害
が発生したときに居残っている者がいる場合に，緊急避難の指示をする。 

 

(3) 避難勧告・指示の内容 

  市長等避難の勧告又は指示をする者は，次の内容を明示して実施するものとする。 
 

① 避難対象地域 

② 避難先 

③ 避難経路 

④ 避難勧告又は指示の理由 

⑤ その他必要な事項 

 

(4) 関係機関の相互連絡 

  県，市，水防管理者（市長），県警察及び自衛隊は，避難の措置を行ったときは，法
令に基づく報告又は通知を行うほか，避難の安全を確保するために必要であると認めら
れる関係機関にすみやかに連絡するものとする。 

 

① 法令に基づく報告又は通知義務 

報 告 又 は 

通知義務者 
避 難 措 置 の 内 容 報 告 又 は 

通 知 先 

市   長 

  災害対策基本法第60条に基づき避難 
 のための立退きの勧告又は指示をした 
 とき 

  知     事 

  危機管理部 
  TEL 
  088-621-2704   災害対策基本法第61条に基づき警察 

 官から避難のための立退きの指示につ 
 いて通知を受けたとき 

水 防 管 理 者  

（市  長） 

  水防法第21条に基づき避難のための 
 立退きを指示したとき 

  三好警察署長 
  TEL 72-0110 

警 察 官 
   災害対策基本法第61条に基づき避難 

 のための立退きを指示したとき 

  市    長 

知事又はその 

命を受けた職員 

  地すべり等防止法第25条に基づき避難 

のための立退きを指示したとき 

  三好警察署長 
  TEL 72-0110 
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② 報告又は通知事項 

  報告又は通知事項は，おおむね次のとおりとする。 

Ⅰ 避難の措置の内容 

Ⅱ 勧告又は指示をした日時及び対象区域 

Ⅲ 対象世帯数及び人員 

 

(5) 住民への周知徹底 

  避難の勧告又は指示をした場合は，次の方法を併用するなど，事情に即した方法で危
険区域の住民に対しすみやかにその旨の周知徹底を図るものとする。 

 

① ラジオ，テレビ放送による広報 

  放送局に対して，勧告又は指示を行った旨を通知し，関係区域の住民に広報すべき
事項を明示して広報を依頼する。 

 

② 音声告知端末や広報車による広報 
  音声告知端末を利用して関係区域の住民に周知する。 
  また，必要に応じて市の広報車等を利用し，関係区域を巡回して広報する。 

 

③ 信号による伝達（水防信号） 
サイレン信号により伝達する。 

 

サ  イ  レ  ン  信  号 

 

 

 

 
 

④ 自治会内の連絡網の活用 

 自主防災組織や自治会等を通じて,関係区域内の住民に伝達する,なお,災害の発生が

確定的となり,緊急避難指示を出す場合は,むやみに自治会等に頼ることがないように

しなければならない。 

 

⑤ 個別訪問による伝達 

  避難の勧告又は指示をしたときが夜間で停電している場合においては，消防団，自
主防災組織，災害ボランティア等により関係区域の家庭を個別に訪問し，伝達の周知
を図る。 

 

 

２ 警戒区域設定計画 

                     主な実施機関 

市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部）， 

三好警察署，自衛隊 
 

 

 

(1) 警戒区域設定の目的 

  災害が発生し，又は発生しようとしている場合において，人の生命又は身体に対する
危険を防止するため特に必要があると認めるときは，警戒区域を設定し，人的な被害の
未然の防止を図る。 

約１分 約１分 約１分 

● ● ● 

約５秒 約５秒 
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(2) 警戒区域の設定 
 

① 市長（災害対策基本法第63条） 

  市長は，警戒区域を設定し，災害応急対策に従事する者以外の者に対して，当該区
域への立入りを制限し，禁止又は退去を命ずる。 

 

② 警察官（災害対策基本法第63条） 

  市長又はその職権を行う吏員が現場にいないとき，又はこれらの者から要求があっ
たとき，警察官は，市長の権限を代行する。 

  市長の権限を代行したときは，直ちに市長に通知する。 
 

③ 自衛官（災害対策基本法第63条） 

  災害派遣を命ぜられた部隊などの自衛官は，市長，警察官が現場にいない場合に限
り，市長の権限を代行する。 

  市長の権限を代行したときは，直ちに市長に通知する。 
 

④ 消防職員又は水防職員（消防法第28条，水防法第14条） 

  消防活動，水防活動を確保するために，消防又は水防関係者以外を現場近くに近づ
けないよう措置をすることができる。 

 

(3) 警戒区域設定の周知 

  警戒区域の設定を行った場合は，第２の避難勧告・指示計画と同様の方法により，住
民への周知及び関係機関への連絡を行うものとする。 

 

 

３ 避難誘導計画 

                  主な実施機関 

               市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

 

 

(1) 避難誘導の実施 

  消防職員，警察官その他の避難措置の実施者は，住民が安全かつ迅速に避難できるよ
う，次により避難先への誘導に努めるが，避難は住民が自主的に行うことを原則とする。 

  なお，自主防災組織は，避難が円滑に行えるよう集団避難の実施に努めるものとする。 
 

① 避難の順序 

  避難の順序は，妊産婦，傷病人，障害者，高齢者，幼児等を優先し，一般人を次順
位とするものとする。 

 

② 誘導経路等 

  誘導経路等については，周囲の状況等を的確に判断し，その安全性を確認の上，危
険箇所には表示，なわ張り等を行うほか，要所に誘導員を配置し，事故防止に努める
ものとする。特に夜間は照明を確保し，浸水地等には必要に応じて船艇，ロープ等の
資材を配置して万全を図るものとする。 

 

(2) 応援協力 

  市は，自ら避難者の誘導及び移動の実施が困難な場合，他市町村又は県へ避難者の誘
導及び移送の実施又はこれに要する人員及び資機材について応援を要請するものとする。 
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第11節 避難所設置運営計画 

 

 災害によって現に被害を受け，住居をそう失するなど引き続き救助を要する被災者等に対し

ては，避難所を開設し，応急的な食糧等の配付を行うなど一時的に収容保護する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 避難所開設計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，地域福祉課，各総合支所） 

 

(1) 避難所の開設 

市は，被害状況により避難所を開設する必要があると認めるときは，次の設置基準（災

害救助法に準ずる。）に基づき避難所の開設を決定し，自主防災組織等の地域住民の協

力により，予め指定した避難所開設担当者を派遣する。避難所開設担当者は目視の範囲

で安全確認を行い，災害警戒・対策本部室に報告するとともに，可能な範囲で二次災害の

防止に努めるものとする。なお，既に避難者がいる場合は，安全が確認され，避難所を開

設するまで，校庭等の外部で待機してもらう。 

 

① 設置基準 
 

Ⅰ 対象者 

ア 住家が被害を受け，居住の場所を失った者 

イ 現に災害に遭遇した者（旅館の宿泊人，通行人等） 

ウ 災害によって現に被害を受けるおそれのある者 

Ⅱ 設置場所 

ア 避難所としてあらかじめ指定している施設 

イ 既存の建物がない場合又は既存の建物が不足する場合にあっては避難所等に設

置する小屋，テント等の野外収容施設 

（指定避難場所一覧 … 資料編に添付） 

 

② 設置期間 

  災害発生の日から７日以内とする。 

  ただし，状況により期間を延長する必要がある場合には，知事の事前承認を受ける

ものとする。 

避難所設置運営計画 

避 難 所 開 設 計 画 

避難所管理運営計画 
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(2) 避難所の選定及び収容方法 

  市は，あらかじめ土砂災害危険箇所等の立地条件などを踏まえ，避難所となる施設の

管理者の同意を得た上で，避難所を指定し，住民への周知徹底に努める。さらに，高齢

者等の災害時要援護者に配慮して，被災地以外の地域にあるものを含め，旅館やホテル

等を避難所として借り上げる等，多様な避難場所の確保に努めるものとする。 

 

① 設置場所の選定 

  災害時の避難をより適切，有効なものにするため避難場所の選定については，災害

の規模，内容に応じた弾力的な措置が必要とされるがその選定基準は概ね次のとおり

とする。 

Ⅰ 洪水の場合は，低地，川沿等をさけた高地 

Ⅱ 土砂災害の場合は，土砂災害のおそれのある危険地の区域外に存在する場所 

Ⅲ 大火災を防除できる面積等を備えた場所 

 

② 収容方法 

Ⅰ 主な収容場所は，学校，公会堂，公民館，神社，寺院，旅館等の既存の建物を応

急的に整備して使用するのが適当であるが，これらの適当な施設が得難いときは野

外に仮設物等を仮設し，又はテントを設置するものとする。 

Ⅱ 災害の状況により，予定した避難所が使用できないときは，市長は，知事又は隣

接市町村長と協議して所要の措置を講ずるものとする。 

 

(3) 避難所開設の要請等 

  市は，避難所として既存の建物がない場合又は既存の建物が不足する場合は，県に対

し，避難所の開設及び野外収容施設の設置に必要な資材の調達について協力を要請する

ものとする。 

 

(4) 避難所開設の報告 

  市は，避難所を開設したときは，すみやかに次の事項を県及び関係機関に報告又は通

知するものとする。 

 

① 避難開始日時 

② 避難所開設場所 

③ 収容状況 

④ 開設期間の見込み 

 

 

 

 



- 337 - 

 

２ 避難所管理運営計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，地域福祉課，各総合支所） 

 

(1) 避難所の運営 

 

① 避難所の管理 

  市は，避難所を開設したときは，避難所内の秩序を保持するため，次の措置を講ず

る。 

 

Ⅰ 避難者名簿の作成 

Ⅱ 避難者に対する災害情報の伝達 

Ⅲ 避難者に対する応急対策実施状況の周知徹底 

Ⅳ 避難所に関する各種相談 

 

② 避難所の実態把握 

  市は，避難所開設後直ちに避難所における避難者の生活環境を把握するため，次の

事項等についての実態把握に努める。 
 

Ⅰ 水道，電気，電話の復旧状態 

Ⅱ 仮設トイレの個数や設置場所 

Ⅲ 避難所の清掃，室温，湿度，換気状態 

Ⅳ プライバシーの保護 

 

③ 職員等の派遣 

  市は，避難所を開設したときは，職員を派遣し，自主防災組織，ボランティア等の

協力を得て，収容された被災者に対し，必要に応じ次の業務を行う。 

Ⅰ 給水，給食 

Ⅱ 毛布，衣料，日用必需品等の支給 

Ⅲ 負傷者に対する応急医療 

Ⅳ 行政相談等必要とされるその他業務 

 

(2) 災害時要援護者への対応 

 

① 避難生活支援 

  市は，避難所に収容された高齢者，障害者等の災害時要援護者に対し，次のような

措置を講ずる。 

Ⅰ 高齢者，障害者等災害時要援護者に向けた情報提供に十分配慮する。 

Ⅱ 災害時要援護者の応急仮設住宅への優先的入居，高齢者・障害者向け仮設住宅の

設置に努める。 
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Ⅲ 災害時要援護者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行い，必要に応じ保健師

等による巡回健康診断を実施する。 

 

② その他 

  市は，災害時要援護者のうち必要とされる者には，社会福祉施設への入所，ホーム

ヘルパーの派遣，車椅子等の手配等を行うなど，福祉事業者，ボランティア団体等の

協力を得ながら避難生活の支援を計画的に実施する。 

 

（参考）避難所の業務例（阪神・淡路大震災時） 
 

    時   期        主    な    業    務    例 

発 災 ～ 1カ 月 後 
  安否確認，飲料水，食糧の確保，救護所，仮設トイレ，風 

呂の設置，ボランティアの受入れ等 

おおむね1カ月経過後 
上記に加えて避難所設置の長期化に伴うルール，自治組織 

づくり，苦情対応，行政相談，教育再開等の対応 

 

 

(3) 避難生活への配慮 

 

① 避難の長期化への対応 

  市は，避難者の状況を早期に把握し，避難時における生活環境を常に良好なものと

するよう努めるとともに，避難の長期化等必要に応じてプライバシーの確保，男女の

ニーズの違い等男女双方の視点等に配慮するものとする。 

また,大規模災害により避難が長期間に亘る場合は,市は,地域性や避難所の収容人数

等を勘案して,避難所の取りまとめを検討する。 

 

② 応急仮設住宅等の提供 

  避難者の健全な住生活の早期確保のために，応急仮設住宅の迅速な提供等により，

避難所の早期解消に努めるものとする。また，市は，災害時における被災者用の住居

として利用可能な公営住宅や空家等を把握し，災害時に迅速にあっせんできるよう努

めるものとする。 

 

③ 被災者のQOL（生活の質）の確保 

避難場所の運営における女性の参画を推進するとともに，女性や子育て家庭のニーズ

に配慮した避難場所の運営をはじめ，食料や生活必需品等の支給に当たり，乳幼児，高

齢者，食物アレルギー者，女性等に配慮。 
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第12節 救援・救護計画 

 

 災害後住居の被害等による避難所の避難者や在宅避難者においては，生活を維持していくた

めに必要な物資が被害を受け又は流通の混乱等により物資の確保が困難になった場合であって

も，基本的な生活物資は確保されなければならない。このため，特に，飲料水，食糧，生活必

需品等の応急物資の供給を積極的に行うとともに，生活に必要な情報についても適宜提供する

必要がある。 

 なお，避難所においては，避難者が健康的な生活を維持していくためには，防疫，健康管理，

入浴施設等についても配慮する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 給水計画 

                    主な実施機関 

                 市（水道課） 

 

 

(1) 実施責任者 

  被災者に対する飲料水の直接の供給は市長が行う。 

  なお，災害救助法が適用された場合は，知事から委任を受けた市長がこれを行う。 

  また，被害が甚大で，あるいは被害が広域にわたり，市で対応できない場合は，知事

がこれを行う。 

 

(2) 応急資機材の確保 

  応急給水に必要な資機材はあらかじめ備蓄している機材の放出及び流通在庫の調達に

より確保するものとする。 

  なお，市は，被害状況により確保することが困難と認められる場合は，県に調達を要

請するものとする。 

救 援 ・ 救 護 計 画 

給 水 計 画 

食 糧 供 給 計 画 

生 活 必 需 品 供 給 計 画 

生 活 情 報 提 供 計 画 

保 健 計 画 
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(3) 応急給水活動 

 

① 確保目標水量 

  市は，被害状況等を検討し，応急復旧状況を考慮しながら，応急給水目標水量をお

おむね次のように定め，応急給水を実施するものとする。 
 

  区 分    地 震 発 生 
   からの日数 

  目 標 数 量       摘         要 

 第１段階  地震発生～３日   3㍑/人･日    地震発生直後の混乱期３日程度で 
 拠点給水，運搬給水で対処する期間 

 第２段階      １０日   20㍑/人･日 
   拠点給水の時期から仮設給水栓を 

活用し,比較的円滑な応急給水を 

 行うまでの期間 

 第３段階      ２１日  100㍑/人･日    １戸１栓程度の給水から平常給水 
 を行うまでの期間 

  平 常      ２８日  被災前給水量   平常給水 

 

② 応急給水方法 

  応急給水方法は運搬給水及び拠点給水方式を併用するものとするが，運搬給水方式

は，災害発生直後の混乱期には，人的，物的両面から困難が予測されるので，原則と

して拠点給水方式を優先するものとする。 

Ⅰ 拠点給水方式 

  指定避難場所及びこれらの近隣の浄水場，配水池等を給水拠点に設定し，また，

耐震性貯水槽の計画的な整備等により，飲料水を確実に確保する。 

 

Ⅱ 運搬給水方式 

  地震による被害が僅少で，給水拠点が限定できる場合に有効な方法であり，次の

ような特別な拠点には，運搬給水で対応するものとする。 

ア 災害救護所及び病院 

イ 避難所 

ウ その他災害対策本部が指定した場所 

 

③ 応急給水対策 
 

Ⅰ 応急給水拠点を確保，整備する。 

Ⅱ ポリ容器，ポリタンク，給水タンク等を確保する。 

Ⅲ 市の保有車両及び調達車両等輸送手段を確保する。 

Ⅳ 井戸，プール，河川等利用可能な水源の調査及び検水を実施し，緊急水源の確保

に努める。 

Ⅴ 市町村相互の応援給水体制及び応急給水資機材の相互融通体制の整備に努める。 
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Ⅵ 被害の状況により必要と認められる場合は，関係機関に対し応急給水活動の応援

及び緊急水源の検水等必要な応援を要請する。 

 

④ 水質の安全対策 

Ⅰ 給水拠点に設置する耐震性貯水槽等については，日ごろより定期的に水質検査を

実施し，また，残留塩素を補うために必要な薬品の備蓄に努める。 

Ⅱ 給水車，仮設貯水槽等については使用直前に清掃，消毒を行った後に飲料水を貯

水する。 

 

２ 食糧供給計画 

             主な実施機関 

          市（農業振興課，林業振興課，商工政策課，観光課） 

 

 

(1) 実施責任者 

  被災者及び災害応急対策に従事している者等に対する応急食糧及び副食調味料の供給

並びに炊出し等は，市長が実施するものとする。 

  なお，災害救助法が適用された場合は，知事からの委任を受けた市長がこれらを行う

ものとする。 

 

(2) 応急食糧の確保 

 

① 必要量の調査 

  市は，調査班を編成して現地へ派遣し，応急食糧の必要地域，必要数量，必要品目

等を把握する。 

 

② 市単独による食糧確保（災害救助法の適用を受けていない場合） 

Ⅰ ①による調査結果に基づき，市の備蓄食糧を放出する。（備蓄食糧については，

第１編第３章第１１節の被災者支援計画を参照） 

Ⅱ Ⅰによっても不足する場合は，あらかじめ協定を締結している事業者より調達す

る。 

 

③ 県への協力要請等 

Ⅰ 市単独で食糧の確保が困難と認められる場合は，県に対して食糧の供給を要請す

る。 

Ⅱ 災害救助法が適用された場合，米穀及び乾パンについては，市単独での確保がで

きない場合は，市長を通じて知事に対しこれらの供給を要請するものとする。 
 

Ⅲ これらの要請について，市長は，緊急に必要とする場合は電話等により知事に依

頼するほか，通信途絶などの場合には，中四国農政局美馬統計・情報センター等最
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寄りの支所長に要請を行うことができる。 

  ただし，事後すみやかに知事に報告するものとする。 

 

(3) 応急食糧の輸送 

  市は，必要と認められる場合は，食糧集積地（原則として緊急輸送拠点の池田総合体

育館）を開設し，ここを拠点として食糧の集積，一時保管及び配送を行う。 

  なお，原則として食糧の輸送等の実施は次によるものとする。 

 

① 市の備蓄食糧 

  市の備蓄食糧の食糧集積地までの輸送及び市内におけるそれらの配送は，原則とし

て市が行う。 

 

② 市の調達食糧 

  事業者より調達する食糧は，当該事業者が食糧集積地まで直送する。（従って，事

業者との協定内容には，輸送の項目まで入れる必要がある。） 

  なお，調達食糧の市内の配送は，原則として市が行う。 

 

③ 県の調達食糧 

  県の調達食糧の市食糧集積地までの輸送は，原則として県が行う。 

  ただし，輸送距離等の事情によりそれが困難な場合は，市が直接受取るものとする。 

 

(4) 応急食糧の配付 

 

① 配付対象者 

  市は，次の事項を勘案し，配付対象者を決定するものとする。 

Ⅰ 避難所に収容された者 

Ⅱ 住居が全焼，流失，半焼，又は床上浸水等のため，炊事ができない者 

Ⅲ 旅行者，一般家庭への来訪者等の旅客等であって，食糧品の持合わせがなく，調

達が困難な者 

Ⅳ 被災により一時縁故先に避難する者で，食糧品をそう失し，持合わせのない者 

② 配付品目 

  市は，配付の必要な期間及び被害者の実態を勘案しながら，確保した食糧の中から

随時決定するものとする。 

 

③ 配付基準 

Ⅰ 災害救助法適用前 

  災害救助法の基準に準じ，市長の判断により決定し，配付を行う。 

Ⅱ 災害救助法適用後 

  災害救助法及び同法施行細則により実施するものとするが，それによることが困
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難な場合は，知事の承認を得て実施する。 

 

④ 配付方法 

Ⅰ 避難所での配付 

  配付食糧は，避難所の運営責任者へ引き渡し，運営責任者を通じて配付対象者へ

配付する。 

Ⅱ 在宅避難者等への配付 

ア 住居の被害により炊事ができない在宅避難者は，当該地域の指定避難所へ登録

し，当該避難所からイにより食糧の配付を受けるものとする。 

イ 食糧の配付を希望する在宅避難者は，所定の収容避難所へ登録し，在宅避難者

自らが当該避難所で受け取ることを原則とする。 

ウ 避難所の運営責任者は，当該避難所の避難者のみならず，当該避難圏域内の在

宅避難者で食糧の配付を希望する避難者の数を加えた人数分の食糧の配付を受け

ることに留意する。 

エ イにかかわらず，自ら避難所へ配付食糧の受取りに来れない高齢者や障害者等

の在宅避難者に対しては，自治会等や近隣の住民，ボランティア等の支援を受け

て配付する。 

 

⑤ 炊出し 

Ⅰ 炊出しによる食糧の配付は，原則として包装食によることとし，可能な限り保存

性のある副食物を添えるものとする。 

Ⅱ 炊出しは，婦人会，青年団等の地域奉仕団，ボランティア等の協力を得て，避難

所又は近隣の給食施設を利用して実施するものとする。 

Ⅲ 市長は，市内において炊出しを実施することが不可能若しくは困難なときは，日

赤奉仕団，県及び自衛隊に実施を依頼するものとする。 

 

３ 生活必需品供給計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，地域福祉課，各総合支所） 

 

 

(1) 実施責任者 

  被災者に対する被服，寝具その他生活必需品の給与又は貸与は，市長が実施するもの

とする。 

  なお，災害救助法が適用された場合は，同法の規定に基づき物資の確保及び輸送は知

事が行うものとする。 
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(2) 生活必需品の確保 

 

① 必要量の調査 

  市は，調査班を編成して現地へ派遣し，生活必需品の必要地域，必要数量，必要品

目等を把握する。 

 

② 市単独での生活必需品の確保（災害救助法の適用を受けていない場合） 

Ⅰ ①による調査結果に基づき，市の備蓄物資及び流通在庫の調達により対応する。 

Ⅱ Ⅰによっても不足する場合は，あらかじめ協定を締結している事業者より調達す

る。 

 

③ 県への協力要請等 

  市単独で生活必需品の確保ができない場合は，県に対して供給を要請する。 

 

(3) 生活必需品の輸送 

  市は，必要と認められる場合は，２の(3) の食糧集積地を生活必需品の集配拠点とし

ても活用する。 

  なお，原則として生活必需品の輸送等の実施は次によるものとする。 

 

① 市の調達物資 

  市が調達した物資の集配拠点までの輸送及び市内におけるそれらの配送は，原則と

して市が行う。 

 

② 県の調達物資 

  県が調達した物資の集配拠点までの輸送は，原則として県が行う。 

  ただし，輸送距離等の事情によりそれが困難な場合は，市が直接受取るものとする。 

 

(4) 生活必需品の支給 

 

① 支給対象者 

  災害のため，住居が全壊，全焼，流失，半壊，半焼又は床上浸水等のため，生活上

必要最小限の家財等をそう失又はき損し，直ちに日常生活を営むことが困難な者（世

帯） 

② 支給品目 

  市は，配付の必要な期間及び被害者の実態を勘案しながら，次の範囲内で，確保し

た物資の中から随時支給するものとする。 

  寝具，外衣，肌着，身のまわり品，炊事用具，食器等日用品，光熱材料 

 

③ 配付基準 

Ⅰ 災害救助法適用前 
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  災害救助法の基準に準じ，市長の判断により支給する。 

Ⅱ 災害救助法適用後 

  災害救助法及び同法施行細則により実施するものとするが，それによることが困

難な場合は，知事の承認を得て実施する。 

 

④ 配付方法 

  避難所において，確保した生活必需品を支給対象者に支給する。 

  なお，支給に際しては，婦人会，青年団等の地域奉仕団，ボランティア等の協力を

得て実施するものとする。 

 

４ 生活情報提供計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，情報政策課，秘書広報課） 

 

 

  関係各機関は，被災者の生活向上と早期自立を図るために有意義な各種情報を積極的に

提供するよう努めるものとする。なお，情報媒体としては次のようなものが考えられる。 

 

(1) 情報紙 

  さまざまな生活情報を集約して，災害ニュース等の情報紙を印刷・発刊し，避難所，

関係機関等に広く配布する。 

 

(2) ファクシミリ 

  各避難所に対し，文書情報を同時提供するためにＮＴＴ，通信機器事業者等の協力を

得て，生活情報等を定期的に提供する。 

 

(3) インターネット 

  インターネットプロバイダー等の協力を得て，災害情報や生活情報の入手が可能とな

る場を設けるとともに，関係機関は各種情報のアップロード等に努める。 

 

(4) コミュニティ放送 

  各ラジオ局の協力を得て，定期的に災害情報や生活情報の提供を行う。 

 

 

５ 保健計画 

                    主な実施機関 

                 市（健康づくり課） 
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(1) 健康相談等 

  市は，被災者に対し次のような保健対策を実施し，被災に伴う健康障害等の予防に努

めるものとする。 

 

① 健康相談 

  市は，被災者に対し，避難所及び仮設住宅等において健康状態についての調査、高

齢者等の災害時要援護者に配慮し保健指導及び健康相談を実施し，健康不安の解消及

び疾病の予防と早期発見に努める。 

 

② 巡回保健相談 

  避難所や被災住居等の環境整備や健康管理を行うため，保健師による巡回健康相談

や，家庭訪問を行うとともに，仮設住宅入居者が生活環境の変化に対応できるよう訪

問指導，健康相談，健康教育等の巡回サービスを実施する。 

 

③ 予防接種 

  避難所等においてインフルエンザ等の流行予防とり患，重症合併症の併発等を予防

するため，予防接種を実施する。 

 

(2) 栄養指導等 

  市は，県及び栄養士会等の関係団体と密接な連携を図りながら，保健センター等にお

いて栄養相談等に応じるとともに，巡回相談，指導の実施及び栄養相談に関する次の活

動を行うものとする。 

Ⅰ 離乳期の乳幼児，妊産婦，高齢者，障害者等の災害時要援護者への指導，相談 

Ⅱ 長期に食事管理が必要な糖尿病，腎臓病患者等の指導，相談 

Ⅲ 被災生活が長期にわたることに伴う食生活上の問題点（ビタミン・ミネラルの不足，

繊維質の不足，高塩分食等）についてのケア 

Ⅳ その他必要な指導，相談 

 

(3) 防 疫 

 

① 防疫活動 

  市は，知事の指示その他必要に応じ防疫活動班を編成し，保健所職員の協力を得な

がら，被災地において次の防疫活動を実施する。 

 

Ⅰ 情報収集 

  防疫活動班は，被災地，避難所等の衛生状態を把握するとともに，気象庁，警察

署，消防署等との情報交換や住民からの要望等により防疫活動に必要な情報を収集

する。 
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Ⅱ 消毒方法 

  感染症予防法第27条第２項及び第29条第２項の規定による知事の指示に基づき，

知事の定めた場所を対象として，被災家屋及びその周辺地域に対し，石灰，クレゾ

ール及びゾール剤の配布及び消毒を実施する。 

Ⅲ ねずみ族・こん虫等の駆除 

  感染症予防法第28条第２項の規定による知事の指示に基づき，知事が指定する区

域内を対象として，汚物堆積地帯その他に対し，殺そ，殺虫剤の散布によるねずみ

族・こん虫等の駆除を実施する。 

Ⅳ 生活の用に供する水の供給 

  感染症予防法第31条第２項の規定による知事の指示に基づき，生活の用に供する

水の供給を行う。 

Ⅴ 患者等に対する措置 

      被災地域において感染症患者又は病原体保有者が発生したときは，すみやかに医療救

護所や最寄りの医療機関を受診させるものとする。 

また，避難所等での感染症の蔓延の防止や早期終息を図るため，保健所職員に避難所

での疫学調査や効果的な予防策についての協力を依頼し対応する。 

Ⅵ 避難所の防疫措置 

  避難者及び給食従事者の健康状態を調査するとともに，飲料水については特に減

菌して使用する。 

Ⅶ 臨時予防接種 

  知事に臨時予防接種を命ぜられた場合には，その指示に従い的確に実施する。 

Ⅶ 避難所の防疫措置 

  避難者及び給食従事者の健康状態を調査するとともに，飲料水については特に減

菌して使用する。 

Ⅷ 臨時予防接種 

  知事に臨時予防接種を命ぜられた場合には，その指示に従い的確に実施する。 

 

② 防疫活動に必要な携行資材 

Ⅰ 噴霧器 

Ⅱ 消毒薬品 

Ⅲ こん虫駆除薬剤 

Ⅳ 検便資材 

Ⅴ その他必要に応じ防疫薬品資材を一般販売店から緊急調達 

 

③ 保健広報活動 

  市は，災害発生地域や避難所において，広報紙，広報車等を活用して，災害時の伝

染病や食中毒の予防等に関する知識の普及に努める。 
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④ 報 告 

  市長は，警察，消防等の諸機関，地区の衛生組織その他関係団体との緊密な協力の

もとに，次の事項について災害防疫実施要綱（厚生労働省策定）により池田保健所を

経由して知事に報告するものとする。 

Ⅰ 被害の状況 

Ⅱ 防疫活動の状況 

Ⅲ 災害防疫所要見込経費 

Ⅳ その他 

 

(3) 食品衛生監視 

  市は，被災地の状況に応じて必要と認めるときは，保健所職員の協力を得ながら次の

活動を行う。 

① 救護食品の監視指導及び試験検査 

② 飲料水の簡易検査 

③ その他食品に起因する危害発生の防止 

 

(4) 栄養指導等 

  市は，被災地の状況に応じて必要と認めるときは，保健所職員の協力を得ながら次の

活動を行う。 

① 炊出し，給食施設の管理指導 

② 患者給食に対する指導 

③ その他栄養補給に関する指導等 

 

(5) 入浴施設の確保 

  市は，被害が甚大で，特に上水道等の復旧が長期に及ぶ場合は，必要に応じ，次によ

り入浴施設の確保に努めるものとする。 

 

① 一般公衆浴場等の再開支援 

  一般公衆浴場事業者，温泉施設設置者等にその再開を要請し，必要な場合は支援を

行う。 

  なお，浴場等の再開状況については，広報等により避難者等への周知に努める。 

 

② 仮設入浴施設の設置 

  ①によっても入浴施設が不足する場合は，避難所等に仮設入浴施設を設置する。 

 

③ 自衛隊による支援 

  利用可能スペース等の条件が整う場所において，自衛隊が保有する野営用風呂施設

による入浴支援を要請する。 
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④ その他施設の利用 

  その他の施設の入浴施設の一般開放を要請するとともに，代替施設等の転用を検討

する。 
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第13節 消防活動計画 

 

 大規模地震発生時には，火災の多発や家屋の倒壊等により極めて多くの人命の危険が予想され

ることから，消防機関はもとより住民，事業者あげて出火防止と初期消火に努めるとともに，消

防機関は関係防災機関との連携を保ちつつ，その全機能をあげて避難の安全確保，消火，救助，

救急等にあたり，災害から住民の生命，身体及び財産を保護する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１ 消防活動基本方針 

  大規模地震発生時の消防活動の基本方針は次のとおりとする。 

 

(1) 住民，自主防火組織及び事業所等は，自らの生命及び財産を守るため，出火防止及び初

期消火活動を行うものとする。 

 

(2) 住民は協力して可能な限り消火活動を行い，火災の拡大防止に努める。特に危険物を扱

う事業所においては，二次災害の防止に努めるものとする。 

 

(3) 消防機関は，関係防災機関と連携を保ちつつ，その全機能をあげて消火活動を実施する。 

 

(4) 東日本大震災では，多くの消防団員が犠牲になったことを受け，今後の消防団活動にお

いては，団員の安全確保を最優先する事を原則とする。 

 

 

２ 消火活動計画 

                    主な実施機関 

                 市（危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

(1) 消防機関（みよし広域連合（消防本部）） 

 

① 火災防御方針 

  災害時の消火活動は，収集した情報を分析し，火災の態様に応じた防御活動を展開す

消防活動基本方針

計画 

消 火 活 動 計 画 

水 防 活 動 計 画 

救 助 活 動 計 画 

危険物施設の安全確保計画 

消防活動計画 
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るものとし，人命の安全確保を最重点に行うものとする。 

Ⅰ 火災発生が少ないと判断したときは，積極的な防御を行い一挙鎮滅を図る。 

Ⅱ 火災が発生し，同時に対処できないと認める場合は，延焼拡大の危険性の高い地域，

住民の生命の保護，生活に重大な影響を及ぼすおそれのある施設等を重点的に消火

活動を実施する。 

Ⅲ 火災が著しく多発又は延焼火災が発生する等住民の生命に危険を及ぼすことが予

想される場合は，広域避難場所及び避難路周辺を優先防御するとともに住民の避難

誘導を行い，住民の安全確保を最優先とする活動を行う。 

Ⅳ 大工場，危険物貯蔵施設等から出火し，多数の消防隊を必要とする場合は，市街地

に面する部分及び市街地の延焼火災防御にあたる。 

Ⅴ 高層建築物，特殊対象物からの出火であっても他に延焼危険の少ない火災は，延焼

火災を鎮圧した後に部隊を集中して防御にあたる。 

Ⅵ 火災と水災が同時に発生した場合は，人命救助を第一とするほか，原則として火災

防御を優先とする。 

Ⅶ 自主防災組織等が実施する消火活動との連携，指導に努める。 

 

② 火災情報の収集及び伝達 

Ⅰ 消防本部は職員を巡回等に配置し火災の早期発見に努めるとともに，１１９番通報，

かけこみ通報，救急無線，防災ヘリ，参集職員の情報など消防活動に関する次の情

報を収集し，初動体制を整えるものとする。 

ア 延焼火災の状況 

イ 民家防火組織等の活動状況 

ウ 道路の通行状況 

エ 消防ポンプ自動車等消防施設及び消防水利の活用可能状況 

Ⅱ 消防長は，災害の状況を管理者（若しくは副管理者）に報告し，応援要請等の手続

きに遅れのないよう働きかけるものとする。 

 

③ 応援派遣要請 

  市は，自地域の消防力で十分な活動が困難である場合，相互応援協定に基づいて他の

市町村の消防隊の応援を要請するものとする。また，必要に応じ，県に対し応援隊の必

要性を連絡する。 

 

④ 応援隊の派遣 

  市は，三好市が被災していない場合，相互応援協定，県の指示により，又は緊急消防

援助隊の一部として，消防隊を災害地に派遣し，被災自治体の消防活動を応援するもの

とする。特に，近隣市町村での被害に対しては直ちに出動する。 

 

(2) 消防団及び自主防災組織 

  消防団は，地域に密着した防災機関として，地域の自主防災組織の指導を行うとともに，
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現有装備を活用して次により，出火防止，消火活動，救急救助，避難誘導その他災害の防

御活動を行うものとする。 

 

① 出火防止 

  地震発生と同時に付近住民に対して出火防止を広報するとともに，出火した場合は，

住民と協力して初期消火にあたる。 

 

② 消火活動等 

  消防隊の出動が不能又は到達困難な場合においては，消火活動及び主要避難路の確保

等の防災活動を行う。 

 

(3) 事業所等 

 

① 火災予防措置 

  火気の消火及び高圧ガス，石油類等の供給停止，ガス，石油類，毒物，劇薬等の流出

又は漏洩等異常事態の発生の有無の点検を行い，必要な防災措置を講ずる。 

 

② 火災が発生した場合の措置 

Ⅰ 自主防災組織による初期消火及び延焼防止活動を行う。 

Ⅱ 関係機関への通報及び必要に応じて従業員，顧客等の避難誘導を行う。 

 

③ 災害拡大防止措置 

  高圧ガス，火薬類，石油類，毒物，劇薬等を取扱う事業所等において，異常が発生し

災害が拡大するおそれがあるときは，次の措置を講ずる。 

Ⅰ 周辺地域の居住者等に対し，避難等の行動をとる上で必要な情報を伝達する。 

Ⅱ 立入禁止等の必要な防災措置を講ずる。 

 

(4) 住 民 

 

① 火気の遮断 

  使用中のガス，石油ストーブなどの火気取扱器具は直ちに火気の遮断をするとともに，

ＬＰガスはボンベのバルブを閉止する。 

 

② 初期消火活動 

  火災が発生した場合は，消火器，水バケツ等で消火活動を行うとともに，大声で周辺

の人に知らせて協力を求める。 

 

３ 水防活動計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課，管理課），三好市消防団 
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(1) 三好市消防団 

  消防団は，浸水による被害が発生した場合又はそのおそれがある場合には，次の活動を

行う。 

① 区域内の監視，警戒及び水防施設の管理者への連絡，通報 

② 水防に必要な消防団員の招集と資機材の点検整備 

③ 消防団相互の協力及び応援 

 

(2) 緊急時の措置 

  河川の管理者及び水防管理者（市長）は，震度４以上の地震を感じたときは直ちにその

管理施設を巡視，点検するとともに，危険箇所の監視，警戒にあたり，被災箇所を発見し

たときは，すみやかに当該施設の管理者に連絡し，必要な措置を求めるものとする。 

  また，水門等の管理者は，操作設備の安全点検をするとともに，関係機関（災害対策本

部，警察，報道機関等）に連絡をとり，付近住民の安全を図るものとする。 

 

(3) 重要水防区域（資料編に添付） 

 

(4) 伝達系統 

    吉野川において洪水のおそれがあるときは水位流量が示され，次の系統により一般に周

知するものとする。 

 

 

 

 

国土交通省

四国地方整備局

徳島河川国道事

務所

（財）河川情報センター高松センター （財）河川情報センター

端末機（FRICS）設置者

水防本部

災害対策警戒

（連絡）本部

県

東部県土整備局

（吉野川）

宮川内ダム管理担当

（県関係庁舎等）

西部総合県民局

（美馬・三好）

東部県土整備局

（徳島・鳴門・吉野川）

関係管理者

水門

排水機場

操作

責任者

関係水防

管理団体

（市町村）

水防団

（消防団）

一般住民
関係警察署警察本部

自衛隊

徳島地方気象台

四国地方整備局
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(5) 水位の伝達等 

 

① 水位の伝達 

  水防管理者（市長）は，気象情報の通報があったときは直ちに関係分団へ伝達するも

のとする。 

 

② 量水標水位等 

河 川 名 
 基準水位 

 観 測 所 

  地 先 名  位  置 

（距離標) 

①水防団 

待機推移 

②はん濫 

注意水位 

③計画 

高水位 

備考 

レベル１ レベル２ レベル３ 

吉 野 川  池  田  三好市井川町 

 西 井 川 

 km 

74.8 

      m 

4.10 

      m 

6.70 

      m 

11.872 

 

 

(6) 気象状況の伝達等 

 

① 気象情報の伝達等 

 水防管理者（市長）は，雨に関する注意報及び警報が発表された場合は，その状況に応

じて水防団に連絡し，河川の見廻りを強化するとともに，住民に対して情報の伝達及び

周知を行うものとする。 

 

② 雨量情報の収集先 

河 川 名 雨 量 情 報 収 集 先     備    考 

    機 関 名     電 話     ＦＡＸ 

 吉 野 川 四国地方整備局 

徳島河川国道事務所 

 088-654-2211  088-626-4156 
 

 吉 野 川  三 好 市 役 所  0883-72-7600  0883-72-7203 
 

 吉 野 川  徳島地方気象台  088-626-0676 

 088-622-3857 

 088-652-9407 
 

 吉 野 川 徳島県県土整備部 

河 川 振 興 課 

 088-621-2571  088-621-2870 
 

 四国全域  河川情報センター 

 （ 高 松 市 ） 

 087-851-9911 087-851-99229 
 

 

(7) 水防活動 

 

① 災害対策本部（災害対策本部が設置されていない場合は市（危機管理課）） 

  災害対策本部は，気象注意報及び警戒警報が発せられ，災害が発生するおそれがある

場合は，直ちに活動を開始する。 
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② 消防団 

Ⅰ 消防団員 

  消防団員は，水防信号第１信号で出動を予期して待機し，第２信号で出動するもの

とする。 

Ⅱ 出動分団 

  出動分団は，資料編に記載する重要水防区域の「危険な場合の出動分団」のとおり

とする。 

  なお，被害が甚大と予想される場合は，事態に応じて出動分団以外の分団も出動さ

せるものとする。 

 

③ 水防信号 

  水防信号は次の通りである。（徳島県規則第２号） 

Ⅰ 第１信号 警戒水位に達したことを知らせる。 

Ⅱ 第２信号 消防団員の全員が出動すべきことを知らせる。 

Ⅲ 第３信号 市内に居住するものが出動すべきことを知らせる。 

Ⅳ 第４信号 必要と認める区域内の居住者に避難のため立退くことを知らせる。 

 

 
 

   区 分            サ  イ  レ  ン  信  号 

  第１信号  約５秒    約５秒     約５秒      約５秒     約５秒 
 ●     ●     ●     ●     ● 

      約15秒     約15秒     約15秒     約15秒 

  第２信号  約５秒  約５秒  約５秒  約５秒  約５秒  約５秒 

 ●     ●     ●     ●     ●     ●     ● 

     約６秒  約６秒  約６秒  約６秒  約６秒  約６秒 

  第３信号 
 約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒 
 ●    ●    ●    ●     ●    ●    ●    ● 

     約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒  約5秒 

  第４信号 
     約１分          約１分          約１分 
 ●           ●           ●           ● 

             約５秒          約５秒          約５秒 

 

 

４ 救助活動計画 

             主な実施機関 

        市（総務課，危機管理課，保険医務課，工務課，管理課）, 

みよし広域連合（消防本部） 
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(1) 消防機関（消防本部）等 

 

① 基本方針 

Ⅰ 被災者の救出は，消防本部が行う。 

Ⅱ 人の生命身体が危険な状態にある者の救出は，警察機関が他の措置に優先して行う。 

 

② 情報の収集及び伝達 

Ⅰ 消防本部は，１１９番通報，かけこみ通報，救急無線，防災ヘリ，参集職員の情報

などを総合して，被害の状況を把握し，初動体制を整えるものとする。 

Ⅱ 消防長は，災害の状況を市長に報告し，応援要請等の手続きに遅れのないよう働き

かけるものとする。 

 

③ 救助の対応方針 

  地震発生後，多発すると予想される救助・救出の要請に対して，原則として次の基準

により対応するものとする。 

Ⅰ 被災者の救出及び捜索等は，消防機関（消防団）を主体とした救出班を編成し，警

察機関とともに実施する。 

Ⅱ 救急処置及び救助は，救命の処置を必要とする負傷者を優先とし，その他の負傷者

はできる限り自主的な処置を行わせるとともに，他の防災機関との連携の上，救急

救護活動を実施する。 

Ⅲ 延焼火災が多発し，同時に多数の救急・救助が必要となる場合は，火災現場付近を

優先に救急・救助活動を行う。 

Ⅳ 延焼火災が少なく，同時に多数の救急・救助が必要となる場合は，多数の人命を救

護できる現場を優先に，効果的な救急・救助活動を行う。 

Ⅴ 同時に小規模な救急・救助を必要とする事象が併発した場合は，救命効率の高い事

象を優先に救急・救助活動を行う。 

Ⅵ 救急・救助の必要な現場への出動は，救命効率を確保するため，努めて救急隊と他

の隊が連携して出動する。 

Ⅶ 救助活動を必要としない現場への出動は，救急隊のみとし，救命を要する重傷者を

優先に出動する。 

 

④ 救助資機材の調達 

  市は，家屋の圧壊，土砂崩れ等により，通常の救助用資機材では対応困難な被害が生

じたときは，民間の建設業者等の協力を得て重機を調達して迅速な救助活動を行うもの

とする。 

（指定工事店一覧 … 資料編に添付） 
 

⑤ 現場救護所の設置 

  市は，災害の状況によって必要と認めるときは災害現場に応急救護所を設置し，医療
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機関，消防団，自主防災組織，ボランティア団体等と協力して，傷病者の応急手当，振

り分け（トリアージ）を行うものとする。 

 

⑥ 後方医療機関への搬送 
 

Ⅰ 救命処置を要する重傷者を最優先として，医療機関に搬送するものとする。 

Ⅱ 搬送にあたっては，搬送先の医療機関では，施設・設備の被害，ライフラインの途

絶等により，治療困難な場合も考えられるため，各医療機関が受入可能な状況であ

るかの情報を早期に収集して，救護班及び救急隊に対して情報を伝達する。 

Ⅲ 医療機関の被災により，病院から病院への転院搬送の需要も生じると考えられるた

め，被災地外の医療機関との連絡をとり，転院搬送を実施する。 

 

⑦ 応援派遣要請 

  市は，自地域の消防力で十分な活動が困難である場合，相互応援協定に基づいて他の

市町村の消防隊の応援を要請するものとする。また，必要に応じ，県に対し応援隊の必

要性を連絡する。 

 

⑧ 応援隊の派遣 

  市は，三好市が被災していない場合，相互応援協定，県の指示により，又は緊急消防

援助隊の一部として，消防隊を災害地に派遣し，被災自治体の消防活動を応援するもの

とする。特に，近隣市町村での被害に対しては直ちに出動する。 

 

⑨ 警察，医療機関との連携 

  市は，被災者救出のための通報を受領し，救出活動を実施するときは，特に警察及び

医療機関と密接な連絡をとりながら救出活動を行うものとする。 

 

(2) 消防団及び自主防災組織等 

  地震発生後に同時多発火災が発生した場合，消防機関の主力は延焼阻止に向けられる。 

  また，交通の混乱や殺到する救助要請に対処するため，火災が発生しなくとも，平常時

のような救助・救急活動は期待できないため，地域における自主防災活動が重要なものと

なる。 

  ついては，消防団及び自主防災組織は，地震発生後において，近隣の安否を確認し，負

傷者又は閉じこめられた者等が発生したときは，近隣住民の協力のもと自主的な救助・救

急活動を行うものとする。 

 

５ 危険物施設の安全確保計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 
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(1) 応急処置 

 

① 施設の所有者及び管理者又は占有者 

Ⅰ 地震が発生した場合，施設内の火気を完全に消火するとともに，状況に応じて施設

内の電源は保安回路を除いて切断するなどの応急処置を適正かつすみやかに実施す

る。 

Ⅱ 必要な場合は，従業員，顧客又は付近の住民に避難するよう警告する。 

Ⅲ 被害状況等について，消防機関，警察署等防災関係機関に報告する。 

 

② 市 長 

Ⅰ 被害が広範囲にわたり，引火，爆発又はそのおそれがあると認めるときは，施設関

係者及び関係機関と密接な連絡をとり，立入禁止区域の設定をするとともに，当該

区域内の住民に対して避難，立退きの勧告指示を行う。 

Ⅱ 火災の防御は，自力の消防力を有機的に運用して実施するものとするが，特に火災

の状況，規模，危険物の種類等により，必要な場合は消火用薬剤の収集，化学消防

車の派遣要請等他の機関の応援を要請する。 

Ⅲ 流出，転倒及び浮上した危険物のタンク等については，使用の停止を命じ，危険物

の排除作業を実施させるとともに，危険区域はロープ等で区画し係員を配置する。 

 

(2) 通報体制 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

みよし広域連合 

（消防本部） 

三 好 警 察 署 

T E L  7 2 - 0 1 1 0 

事 業 所 

（危険物施設異常発生） 

応 援 消 防 本 部 等 

徳 島 県 警 察 本 部 

三好市（災害対策本部） 
徳 島 県 災 害 本 部 

（ 危 機 管 理 部 ） 



- 359 - 

 

第14節 文教対策計画 

 

 地震災害のため，平常の学校教育の実施が困難になった場合は，市教育委員会並びに各学校

（小・中学校）及び幼稚園は緊密に連携し，関係機関の協力を得ながら児童・生徒の安全を図る

とともに，応急教育を実施する必要がある。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

１ 児童・生徒の安全確保計画 

                    主な実施機関 

                 市（教育委員会）,各学校，各幼稚園 

 

 

(1) 情報等の収集・伝達 

 

① 市教育委員会は，地震災害が発生したときは，学校長及び園長に対し，被害状況等災

害に関する情報を正確かつ迅速に伝達するとともに，必要な措置を指示する。 

 

② 学校長及び園長は，関係機関から災害に関する情報の伝達を受けたときは，教職員に

対してすみやかに伝達するとともに，自らテレビ，ラジオ等により校区の被害状況等の

災害情報の収集に努める。 

 

③ 学校長及び園長は，必要に応じ災害情報等を児童・生徒へ伝達するものとするが，伝

達に際しては混乱を防止するよう配慮する。 

 

④ 学校長及び園長は，児童・生徒及び学校施設に被害を受け，又は被害を受けるおそれ

がある場合は，直ちにその状況を教育委員会に報告する。 

 

(2) 児童・生徒の登校時間内の緊急措置 

 

① 避難等の指示 

  学校長及び園長は，火災危険や倒壊危険等の状況を的確に判断し，屋外への避難の要

否の指示若しくは校内（園内）では児童・生徒に危険が及ぶと判断したとき又は消防職

員から指示のあったときは，安全な避難場所等の指示を迅速に行うものとする。 

  なお，状況によっては，教職員は個々に適切な指示を行うものとする。 

文 教 対 策 計 画 

児童・生徒の安全確保計画 

応 急 教 育 実 施 計 画 
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② 下校時の危険防止 

  学校長及び園長は，下校途中における危険を防止するため，児童・生徒に必要な注意

を与えるとともに，災害の状況により，通学区ごとの集団下校又は教職員による引率等

の措置を講ずるものとする。 

 

③ 校内保護 

  学校長及び園長は，災害の状況により，児童・生徒を下校させることが危険であると

認めるときは，児童・生徒を校内に保護し，保護者等への連絡に努めるものとする。 

 

④ 保健衛生対策 

  学校長及び園長は，災害時における校舎内外の清掃，給食，飲料水等に留意し，児童・

生徒の保健衛生について必要な措置を講ずるものとする。 

 

⑤ 臨時休校・休園の措置 

  学校長及び園長は，災害の状況に応じ，臨時休校・休園等必要な措置を講ずるものと

する。この場合，あらかじめ定めた方法により保護者等へ連絡するとともに，その措置

内容を教育委員会へ報告するものとする。 

   学校長及び園長から措置内容の報告を受けた教育委員会は，状況に応じて保護者等へ

の連絡方法としてラジオ，テレビ等の活用を検討する。 

 

⑥ 学校長又は園長不在時の対応 

  地震発生時に学校長が不在の時は，教頭若しくは学校長（園長）があらかじめ指定す

る教職員が学校長又は園長の代行としてその職務を行い，学校長又は園長が到着するま

での間，全ての権限が委譲されるものとする。 

 

(3) 児童・生徒の登校時間外の緊急措置 

 

① 被害状況の把握 

  学校長及び園長並びに非常参集した教職員は，地震発生後直ちに施設及び周辺の被害

状況を把握し，教育委員会へ報告するものとする。 

 

② 臨時休校・休園の措置 

  学校長及び園長は，災害の状況に応じ，臨時休校・休園等必要な措置を講ずるものと

する。この場合，あらかじめ定めた方法により保護者等へ連絡するとともに，その措置

内容を教育委員会へ報告するものとする。 

   学校長及び園長から措置内容の報告を受けた教育委員会は，状況に応じて保護者への

連絡方法としてラジオ，テレビ等の活用を検討する。 

 

③ 学校長又は園長不在時の対応 

  地震発生時に学校長又は園長が不在の時は，在校又は在園している最上格の教員が学
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校長又は園長の代行としてその職務を行い，学校長又は園長が到着するまでの間，全て

の権限が委譲されるものとする。 

 

２ 応急教育実施計画 

                    主な実施機関 

                 市（教育委員会）,各学校，各幼稚園 

 

 

(1) 教育施設の確保等 

 

① 教育委員会及び学校長（園長）は相互に協力し，次の方法により教育施設等を確保す

るものとする。 

Ⅰ 施設の被害が軽微な場合 

  屋根瓦の被害，窓ガラスの破損等で直ちに復旧しないと授業に差し支える場合は，

国庫負担事業の認定を待つことなく，復旧を行うものとする。 

Ⅱ 施設の被害が相当に甚大な場合 

  残存の安全な教室の使用又は特別教室，屋内体育施設等を転用し授業を行う。 

Ⅲ 施設の使用が全面的に不可能な場合 

  近隣の安全な学校（園）や遊休施設の利用，又は用地の確保が可能な場合は，仮設

教室の建設等の方法により，授業を再開する。 

 

② 教育活動の再開に際しては，登下校の安全の確保に十分配慮するとともに，児童生徒

の指導にあたっては健康，安全教育及び生活指導に重点をおくものとする。 

  特に，災害により精神的又は心理的ストレスを受けた児童生徒に対しては，心のケア

に十分配慮するものとする。 

 

③ 学校長及び園長は，災害状況の推移を把握し，教育委員会と密接に連絡の上，平常授

業に戻すよう努め，その時期については広報紙，マスコミ機関等の情報媒体を通じ，迅

速かつ的確に保護者へ連絡するものとする。 

 

④ 災害に伴い教職員に不足が生じた場合は，教職員組織の編成替えや出務，民間の教員

免許所有者の動員等により対処するものとする。 

 

(2) 学校が避難所となる場合の措置 

 

① 避難所の開設は，市の災害対策本部からの指示を受けて開設することを原則とする。

 ただし，緊急を要するときは，学校長又は園長の判断により開設することができる。 

② 避難所の運営は，避難者の自主的運営を原則とするが，学校の教職員は必要に応じて

運営を支援することとする。 
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③ 教育委員会及び学校長（園長）は，避難所が設置されている間は，避難所の運営に協

力するものとするが，学校は本来教育を行う場であることに鑑み，早期の授業再開に努

めるものとする。 

 

④ 教育委員会及び学校長（園長）は，避難所の設置が長期化する場合は，応急教育活動

と避難活動との調整について市の災害対策本部と必要な協議・調整を行う。 

 

(3) 学校給食対策 

 

① 施設設備の被害状況を把握し，教育施設と並行して復旧のための応急対策をたて，学

校給食の早期開始に努める。 

 

② 災害の状況によっては，学校給食の一時中止又は簡易給食への変更を行う。 

 

③ 災害発生後，授業及び学校給食が実施されるときは，学校長は教育委員会と協議しな

がら，学校給食に必要な要員の確保，施設設備の稼働に必要な措置，及び給食に必要な

物資の調達に努める。 

 

④ 学校給食に必要な物資は，県学校給食会の保管する物資の特別配送の依頼，一般救援

物資の利用等により確保を図る。 

 

(4) 学用品の調達及び支給 

 

① 調達及び支給の方法 

Ⅰ 教科書 

ア 各学校の学年別，使用教科書ごとにその数量を調査して県に報告し，その指示

に基づいて教科書供給書店等に連絡してその供給を求め，又は町内の学校及び他

市町村に対し使用済みの古書の供与を依頼する。 

イ アによってもなお不足する場合は，県に対して調達供与を依頼する。 

Ⅱ 学用品 

ア 災害救助法の適用を受けた場合 

(ｱ) 教育委員会が学校長からの必要数の報告を受けてとりまとめて県に報告の上，

原則として県が一括購入し，必要とする児童・生徒へ市を通じて支給する。 

(ｲ) 文房具，通学用品等を救援物資によって支給できる場合は，重複して購入す

ることを要しないものとする。 

(ｳ) 知事が職権を市長，教育委員会又は学校長に委任した場合は，それぞれが県

と協力して調達から支給までを実施する。 

イ その他の場合 

(ｱ) 教育委員会が学校長からの必要数の報告を受けてとりまとめ，市において調



- 363 - 

 

達の上，支給するものとする。 

(ｲ) (ｱ) によってもなお不足する場合は，県に対して調達供与を依頼する。 

 

② 支給対象 

  災害により住居の全壊，全焼，流出，半壊，半焼又は床上浸水その他により，就学上

欠くことのできない学用品等をそう失又はき損し，直ちに入手できない状態にある児

童・生徒に対して必要最小限の学用品を支給する。 

 

③ 支給品目 

Ⅰ 教科書 

  教科書，教材 

Ⅱ 文房具 

  ノート，鉛筆，消しゴム，クレヨン，絵の具，画筆，画用紙，下敷き，定規等 

Ⅲ 通学用品 

  運動靴，傘，カバン，長靴等 

 

④ 支給期間 

  災害発生時から教科書は１カ月以内，その他のものについては１５日以内に支給を完

了するものとする。 

  ただし，交通，通信等の途絶による学用品の調達及び輸送の困難が予想される場合に

は，知事の承認を受けて必要な期間を延長する。 

 

⑤ 費用の限度 

  教科書は支給する教科書の実費とし，文房具と通学用品は災害救助法細則で定める直

近の改定額とする。 

 

(5) 就学援助費の支給等 

 

① 対象者 

  災害救助法が適用される等の著しい災害により，新たに経済的理由によって就学困難

となった児童・生徒に対し，就学援助費の支給等を行い，就学の保障を図るものとする。 

 

② 就学援助費の支給 

Ⅰ 対象となる児童・生徒に対して，すみやかに就学援助費（学用品費等，医療費，給

食費）を支給する。 

Ⅱ すでに準要保護に認定された児童生徒が学用品等を消失した場合は，すみやかに就

学援助費を再支給する。 

 

③ 市立幼稚園の保育料等の免除 
 

Ⅰ 市立幼稚園に在園する園児については，災害発生後の保育料を免除する。 
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第15節 義援金品配分計画 

 

 住民，他自治体等からの県，市，日本赤十字社に寄託された被災者あての義援金品については，

受付，保管，配分を確実，迅速に行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 義援金品受付計画 

                    主な実施機関 

                 市（会計課） 

 

 

(1) 受付窓口の開設 

 

① 市は，義援金品の受付窓口を開設し，直接寄託される義援金品を受付ける。 

② 市は，金融機関に普通預貯金の口座を開設し，振込による義援金を受付ける。 

 

(2) 受領書の発行 

 

① 市は，受領した義援金品については，寄託者に受領書を発行する。 

② (1) の②の口座への振込による義援金については，振込用紙をもって受領書の発行に

代えるものとする。 

 

(3) 義援物資の取扱いに関する広報 

  市は，必要に応じ，関係機関等の協力を得ながら，国民，企業等からの義援物資につい

て，被災者が必要とする物資及び受入れを希望しない物資の内容を把握し，その内容のリ

スト及び送り先を報道機関等を通じて国民に公表するものとする。 

  また，現地の需給状況を勘案し，リストを逐次改定するよう努めるものとする。 

 

(4) その他 

 

① 配分先等を指定された義援金 

  寄託者が配分先や使途等を指定した義援金を受付けた場合は，寄託者の意向にそった

処理を行う。 

義 援 金 品 配 分 計 画 

義 援 金 品 受 付 計 画 

義 援 金 品 保 管 計 画 

義 援 金 品 配 分 計 画 
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② 報 告 

  広域的な災害が発生し，県に義援金配分委員会が設置された場合は，市の義援金品の

受付状況について委員会に報告するものとする。 

 

２ 義援金品保管計画 

                    主な実施機関 

                 市（会計課） 

 

(1) 義援金 

  寄託者より受領した義援金は，被災者に配分されるまでの間，同節１の(1)の②義援金

受付口座に預金保管する。 

 

(2) 義援品 

  直接受領した義援品及び県等から送付された義援品については，開設された緊急輸送拠

点である池田総合体育館に保管する。 

 

３ 義援金品配分計画 

                    主な実施機関 

                 市（地域福祉課） 

 

(1) 義援金配分委員会の設置 

  災害が発生し義援金が市に寄託された場合は，市義援金品配分委員会を設置し，義援金

の配分について次の事項を協議し，決定するものとする。 

  ただし，広域的な災害のため，県に義援金配分委員会が設置された場合は，その決定に

よるものとし，市に配分委員会は設置しないものとする。 

 

① 配分基準及び配分方法 

② 被災者等に対する伝達方法 

③ 義援金の収納額及び使途についての広報活動 

④ その他義援金の受付・配分等に関する事項 

 

(2) 義援金の給付方法 

  義援金の給付は，次の基本フローに準じて行うものとする。 

 

 
 
 

 

被 災 者 市役所窓口 

指定銀行 

申 請 

義援金交付 資金交付 



- 366 - 

 

(3) 義援品の配付方法 

  義援品の配付は，第３章第１２節救援・救護計画の２食糧供給計画及び３生活必需品供

給計画のそれぞれの配付方法に準じて行う。 
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第16節 自衛隊災害派遣要請計画 

 

 地震発生後，市長は，地震規模や災害規模等に関し収集された情報等に基づき，現有の人員，

資機材，備蓄物資等では災害応急対策又は災害復旧対策を実施することが困難であると判断した

ときは，すみやかに知事へ自衛隊の派遣を要請し，迅速かつ的確な応急対策を講ずる必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 災害派遣要請計画 

                    主な実施機関 

                 徳島県，市（総務課，危機管理課），自衛隊 

 

 

(1) 自衛隊に対する災害派遣要請者等 

 

① 災害派遣要請者 

  自衛隊の災害派遣要請者は徳島県知事である。 

  市長は，市の地域において災害が発生し，又は発生しようとしている場合において，

応急措置を実施する必要があると認められるときは，知事に対し，自衛隊に対する部隊

等の災害派遣を要請するよう依頼する。 

  ただし，市長は，地震の発生に際して特に緊急を要し，通信途絶等により市長が知事

に対して災害派遣要請の依頼ができない場合は，その旨及び災害の状況等を最寄りの自

衛隊に通知するものとする。 

 

② 最寄りの災害派遣要請部隊等の長 

Ⅰ 陸上自衛隊第１４旅団長（香川県善通寺市） 

Ⅱ 海上自衛隊徳島教育航空群司令（板野郡松茂町） 

Ⅲ 海上自衛隊第２４航空隊司令（小松島市） 

 

 

 

自衛隊災害派遣要請計画 

災 害 派 遣 要 請 計 画 

災 害 派 遣 部 隊 受 入 計 画 

災害派遣部隊の撤収要請計画 

災 害 派 遣 経 費 の 負 担 計 画 
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(2) 災害派遣の基準 

 

① 災害派遣の要請 

Ⅰ 知事は災害に際して，事態がやむを得ない場合で，人命又は財産の保護のために必

要があると認めるときは，自衛隊法第83条第１項及び自衛隊法施行令第 106条の規

定並びに災害派遣に関する徳島県知事と自衛隊災害派遣要請部隊等の長との協定に

基づき，自衛隊の派遣を要請する。 

Ⅱ 市長は，市の地域において災害が発生し，又は発生しようとしている場合において，

応急措置を実施する必要があると認められるときは，県知事に対し，自衛隊に対す

る部隊等の災害派遣を要請するよう依頼するものとする。 

Ⅲ 市長は，地震の発生に際して特に緊急を要し，通信途絶等により市長が知事に対し

て災害派遣要請の依頼ができない場合は，その旨及び災害の状況等を最寄りの自衛

隊に通知するものとする。 

Ⅳ 市長は，Ⅲの通知をした場合は，すみやかに知事にその旨を報告するものとする。 

Ⅴ 市長は，災害派遣要請の必要が生じる可能性があると認めるときは，知事に対し，

状況判断に必要な情報をすみやかに提供するものとする。 

 

 

    三好警察署 

  ７２－０１１０ 

    徳島県知事 

危機管理部 

088-621-2704 

 徳島県警察本部長 

   警 備 課 

   088-622-3101 

（協議・通報） 

（通知） 

派

遣

要

請 

（通知） 

（依頼） 

市災害対策本部長 

   （三好市長） 

  災害対策本部室 

  ７２－７６２５ 

 ７２－１０００ 

 ７２－４８６０ 

     陸上自衛隊 

第１４旅団(善通寺市) 

(087)762-2311 

 

       海上自衛隊 

徳島教育航空群(松茂町) 

(088)699-5111 
 

第24航空隊(小松島市) 
(0885)37-2111～2114 
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② 災害派遣の範囲 

  自衛隊の災害派遣を要請できる範囲は原則として人命及び財産の保護を必要とし，か

つ事態がやむを得ない場合で，おおむね次のような活動を必要とする場合とする。 
 

活 動 項 目 活    動    内    容 

 被害状況の把握   車両，航空機等状況に適した手段による偵察 

 避難の援助   避難者の誘導，輸送等 

 被災者の捜索・救助   死者，行方不明者，傷病者等の捜索救助（ただし， 

 緊急を要し，かつ，他に適当な手段がない場合） 

 水防活動   堤防護岸の決壊に対する土のうの作成，積込み及び 

 運搬 

 道路，水路等交通上の障 

 害物の除去 

  損壊施設又は障害物の除去若しくは道路又は鉄道路 

 線上の崩土等の排除（ただし，放置すれば人命，財産 

 の保護に影響すると考えられる場合） 

 応急医療・救護及び防疫 

 支援 

  被災者に対する応急医療，救護及び防疫支援（薬剤 

 等は県又は市が準備） 

 通信支援   緊急を要し，他に適当な手段がない場合，被災地と 

 災害対策本部間のバックアップ通信支援 

 人員物資の輸送   緊急を要し，かつ，他に適当な手段がない場合，緊 
 急患者，医師その他救急活動に必要な人員及び物資の 
 緊急輸送 

 炊飯及び給水の支援   被災者に対する炊飯，給食及び入浴支援 

 危険物等の保安，除去   能力上可能なものについて火薬類，爆発物等の保安 

 措置及び除去 

 消火活動   火災に対して，消防機関に協力して空中及び地上消 

 火活動 

 宿泊支援   被災者に対する宿泊支援 

 救援物資の無償貸付又は 

 譲与 

  「防衛庁の管理に属する物品の無償貸与及び譲与等 

 に関する総理府令（昭和33年総理府令第１号）」に基 

 づき，被災者に対し救援物資を無償貸与又は譲与 

 その他   その他臨機の必要に対し，自衛隊の能力で対処可能 

 なものについての所要の措置 

 

 

(3) 災害派遣要請手続等 

  市長は，災害派遣の必要があると認めるときは，知事に対し次の事項を記載した災害派

遣要請依頼書により災害派遣要請を依頼するものとする。 

  ただし，緊急を要する場合その他やむを得ない理由により文書で依頼することができな

い場合は，電話その他迅速な方法で依頼し，事後すみやかに依頼書を提出するものとする。 

  なお，災害に際し特に緊急を要し，通信の途絶等により市長が知事に対して災害派遣要

請の依頼を行うことができないときは，次の事項を記載した災害状況通知書によりすみや

かに最寄りの自衛隊に通知するものとする。 
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 災害派遣要請依頼書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                             番   号 

                                                             年 月 日 

 

   徳島県知事  殿 

 

                                                   三 好 市 長 

 

                   自衛隊の災害派遣要請について（依頼） 

 

   災害を防除するため，次のとおり自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

 

  １ 災害の状況及び派遣要請を依頼する事由 

   (1) 災害の状況（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかにする。） 

     (2) 派遣要請を依頼する事由 

  ２ 派遣を希望する期間 

  ３ 派遣を希望する勢力 

     (1) 人 員 

     (2) 装備の概要（特に航空機等特殊装備を必要とするとき） 

  ４ 派遣を希望する区域及び活動内容 

   (1) 派遣を希望する区域 

   (2) 活動内容（遭難者の捜索援助，道路啓開，水防，輸送，防疫等） 

  ５ 連絡場所及び連絡職員 

   (1) 連絡場所（住所，電話番号，無線局番等） 

   (2) 連絡職員（所属職氏名） 

  ６ その他参考となるべき事項（作業用資料，宿舎の準備状況等） 
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 災害状況通知書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 災害派遣部隊受入計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 受入体制の整備 

 

① 連絡員の指名 

  派遣部隊との連絡調整を円滑に行うため総務課職員を連絡員に指名する。 

 

② 受入計画 

  応援を求める内容，所要人員及び資機材等の確保について計画を立て，部隊到着後は

すみやかに作業が開始できるようあらかじめ準備する。 

 

③ 連絡員の派遣等 

  市長は，派遣部隊の受入れに際し，自衛隊に対して災害対策本部に連絡班の派遣を要

請する。 

  また，自衛隊の要求により，災害派遣部隊の主要な活動地区へ市の連絡員を派遣する。 

 

 

                                                             番   号 

                                                             年 月 日 

 

   災害派遣要請部隊長  殿 

 

                                                   三 好 市 長 

 

                     三好市の災害状況について（通知） 

 

   災害を防除するため，徳島県知事に対し別紙のとおり自衛隊の災害派遣要 

  請の依頼を試みましたが，現在のところ○○（通信途絶等具体的理由を記載） 

  のため依頼できていないことを通知します。 

 

     （別紙として「災害派遣要請依頼書」を添付） 
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④ 活動の競合重複の排除 

  災害対策本部は，自衛隊の活動が他の災害復旧機関の活動と競合重複することのない

よう最も効率的に作業を分担できるよう配慮する。 

 

⑤ 誘 導 

  災害対策本部は，災害派遣部隊を受入れるに際し，災害派遣部隊の活動地区への進入

ルート及び集結地点，又は救援物資の受入場所等を選定し，災害派遣部隊を誘導するも

のとする。 

 

⑥ ヘリポートの提供 

  自衛隊災害派遣要請の依頼と同時に，(2) で定めるヘリポートの準備をし，自衛隊へ

も提供するものとする。 

 

⑦ 資機材等の提供 

  災害派遣部隊が行う活動に必要な資機材は，原則として派遣部隊が準備するが，被災

現場で必要となった資機材等については，市でも調達及び提供に配慮するものとする。 

 

⑧ 宿泊施設又は野営適地の提供 

  市は，自衛隊から要請があった場合は，派遣部隊の宿泊所又は野営適地の提供を行う

ものとする。 

 

⑨ その他 

  災害派遣部隊の受入れに際しては，自衛隊の任務と権威を侵害することのないよう配

慮するものとする。 

 

(2) ヘリポートの設置 

  市長は，あらかじめ災害対策用ヘリポートの降着場適地を選定し，自衛隊に通知してお

くものとする。 

 

① 降着場適地の選定 

  ヘリポート用地として，②の基準を満たす地積（ヘリポート）を確保する。なお，選

定用地が市有地でない場合は，土地の所有者又は管理者との調整を確実に実施しておく

ものとする。 

（災害対策用ヘリコプター降着適地一覧表 … 資料編に添付） 

 

② 適地選定基準 

Ⅰ 地表面は平坦でよく整理されていること。 

Ⅱ 回転翼の回転によって，つとめて砂塵等が上がらない場所であること。 

Ⅲ 所要の地積があること。 

Ⅳ 周辺に風圧の影響を受けるものがないこと（大型ヘリコプター）。 
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                             ヘリポート 

 

 

                                            Ｈ 
                  進入角                                            進入角 
 

 

                                 着陸帯             

 

 ヘリポート最小限所要地積 
 

機   種 着陸帯(直径) 進入角 摘       要 

 小型ヘリコプター       30ｍ    10゜   ヘリポートの外縁から50ｍ以内 
 に10ｍ以上の障害物がないこと 

 中型  〃       50ｍ    ８゜   ヘリポートの外縁から70ｍ以内 
 に10ｍ以上の障害物がないこと 

 大型  〃      100ｍ    ６゜   ヘリポートの外縁から 100ｍ以 
 内に10ｍ以上の障害物がないこと 

 
 

③ 事前準備 

Ⅰ ヘリポートの位置確認のため，ヘリポート及びその周辺地域を含む地図（縮尺１万

分の１程度のもの）を準備し提供する。 

Ⅱ 夜間等の災害派遣に備えて，ヘリコプター等の誘導のための照明器具を配備すると

ともに，緯度・経度によりヘリポートを明らかにする。 

Ⅲ 自衛隊があらかじめ行う各ヘリポートの離着陸訓練の実施に対して協力する。 

 

④ 受入準備 

Ⅰ ヘリポート内の風圧に巻き上げられるものは，あらかじめ撤去する。 

Ⅱ 砂塵の舞い上がるときは散水を，積雪時には除雪又はてん圧を実施する。 

Ⅲ ヘリポート付近の住民に対して，ヘリコプターの離着陸等について広報を実施する。 

Ⅳ 物資をとう載する場合は，その形状と重量を把握し，事前に自衛隊との調整を行う。 

Ⅴ 離着陸時のヘリポートには，関係者以外立入らせない。 

Ⅵ 離着陸地点に自衛隊員が不在の場合は，安全上の監視員を配置する。 

Ⅶ 離着陸地点には，石灰，白布等で次の基準のの記号を風と平行方向に向けて表示

する。 
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Ⅷ Ⅶとともに着陸地点には，上空から風向，風速の判定ができる次のような吹き流し

又はこれに準ずる旗を掲揚する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 対空目視信号 

 

① 生存者 

  生存者の使用する対空目視信号は，次によることとする。 

Ⅰ 利用できるあらゆる方法により記号を作ること。 

 生存者が通常利用できる方法には，細かい布，落下傘の材料，木片，

石又はそれらに類する材料を使用したり，地面を踏むことにより，又は

油で汚すことによって地上に記号を作ることができる。 

Ⅱ 記号は25ｍ以上とすること。 

Ⅲ 背景と使用される材料との間の色彩をできるだけ対照的にすること。 

Ⅳ 無線機，火炎，反射光等の方法により，注意を引くためのあらゆる努力をすること。 

Ⅴ 他の記号との混同を避けるために，次表に掲げるとおりに正確に記号を作るように

注意すること。 
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  番号       通    報    内    容     記  号 

   １   医師を要する  重 傷 
 

   ２   医療品を要する 
 

   ３   前進不能 
 

   ４   食糧及び水を要す 
 

   ５   電池付の信号灯及び無線機を要す 
 

   ６   前進すべき方向を示す 
 

   ７   この方向に前進中 
 

   ８   航空機大破 
 

   ９   ここに着陸することは安全と思われる 
 

   10   燃料及び潤滑油を要す 
 

   11   総員異常なし 
 

   12   否  定 
 

   13   肯  定 
 

   14   理解不能 
 

   15   技術者を要す 
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② 地上捜索隊 

  地上捜索隊において次表に記載した記号を使用する場合には，それらの記号はその図

に示される意味を有するものとしなければならない。 

 

  番号       通    報    内    容     記  号 

   １    作業完了 
 

   ２    我等総員を発見 
 

   ３    我等一部の人員を発見したに過ぎず 
 

   ４    我等続行不能，基地に帰還中 
 

   ５    二隊に分れ，それぞれ矢印の方向に前進中 
 

   ６    この方向に航空機ありとの情報を受信 
 

   ７    何物も発見せず，捜索を続行す 
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３ 災害派遣部隊の撤収要請計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

  市長は，自衛隊の災害派遣部隊等が派遣の目的を達成したときは，すみやかに知事に対し

次の事項を記載した災害派遣撤収要請依頼書により災害派遣撤収要請を依頼するものとす

る。 

 

 災害派遣撤収要請依頼書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

                                                             番   号 

                                                             年 月 日 

 

   徳島県知事  殿 

 

                                                   三 好 市 長 

 

                 自衛隊の災害派遣撤収要請について（依頼） 

 

   災害を防除するため自衛隊の災害派遣を受けましたが，災害の復旧もおお 

  むね終了しましたので，次のとおり撤収要請を依頼します。 

 

  １ 撤収要請依頼日時     年  月  日 
 
  ２ 派遣要請依頼日時     年  月  日 
 
  ３ 撤 収 作 業 場 所                 
 

   ４ 撤 収 作 業 内 容                 
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４ 災害派遣経費の負担計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 経費の負担 

 自衛隊の救助活動に要した次の経費は，原則として派遣を受けた市が負担するものと

する。 
 

① 派遣部隊の宿営及び救援活動に必要な土地，建物等の使用料及び借上料 

② 派遣部隊の宿営及び救援活動に伴う光熱費（自衛隊の装備品を稼働させるため通常必

要とする燃料を除く），水道料，汚物処理料，電話等通信費（電話設備を含む）及び入

浴料 

③ 派遣部隊の救援活動に必要な自衛隊装備以外の資材，資機材等の調達，借上げ，運搬，

修理費 

④ 県，市町村が管理する有料道路の通行料 

 

(2) その他 

  負担区分について，疑義が生じた場合あるいはその他の必要経費が生じた場合は，その

都度協議して決めるものとする。 
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第17節 応援要請・受入体制整備計画 

 

 市の地域において地震災害が発生し，自力による応急対策等が困難な場合は，相互応援協定等

に基づき，すみやかに他の地方自治体等に応援を要請し受入体制を整備する必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 相互応援協定に基づく応援要請・受入体制整備計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 応援要請の判断 

  地震災害発生後，市長は，地震規模や災害規模及び初動活動において収集された情報等

に基づき，市の現有の人員，資機材，備蓄物資等では，応急対策又は災害復旧を実施する

ことが困難であると判断したときは，相互応援協定等に基づき，すみやかに他の地方自治

体等に応援を要請するものとする。 

 

(2) 応援要請手続等 

  市長は，応援要請の必要があると判断したときは，他の地方自治体等に対し，次表に掲

げる事項について，口頭又は電話等により要請し，事後すみやかに文書を送付するものと

する。 

  なお，例外的な措置として，自衛隊や他市町村の消防機関等は，大規模地震が発生し通

信の途絶等により県や市との連絡が不可能な場合において，人命救助のため要請を待たず

応援部隊を派遣する場合がある。 

 

 
 
 
 
 
 

相互応援協定に基づく 

応援要請・受入体制整備計画 

消防相互応援協定に基づく 

応援要請・受入体制整備計画 
応援要請・受入体制整備計画 

公 共 団 体 等 と の 

協 力 体 制 整 備 計 画 

海外からの応援に対する 

受 入 体 制 整 備 計 画 
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要 請 の 内 容 等 要  請  事  項  等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 徳 

 

 

 

 

 

 

 

 島 

 

 

 

 

 

 

 県 

 １ 応援又 

  は応急措 

  置の要請 

 （災対法 

   第68条） 

 (1) 災害救助法 

  の適用 

 ① 災害発生の日時及び場所 

 ② 災害の原因及び被害の状況 

 ③ 適用を要請する理由 

 ④ 適用を必要とする期間 

 ⑤ すでにとった救助措置及びとろうとする措置 

 ⑥ その他必要とする事項 

 (2) り災者の他 

  地区への移送 

  要請 

 ① 移送要請の理由 

 ② 移送を必要とするり災者の数 

 ③ 希望する移送先 

 ④ り災者の収容期間 

 (3) 応援要請又 

  は応急措置の 

  実施の要請 

 ① 災害の状況及び応援（応急措置の実施）を要請 

  する理由 

 ② 応援を希望する物資，資材，機材，器具等の品 

  名及び数量 

 ③ 応援（応急措置の実施）を必要とする場所 

 ④ 応援を必要とする活動内容（必要とする応急措 

  置内容） 

 ⑤ その他必要な事項 

 ２ 指定地 

  方行政機 

  関等，他 

  府県，自 

  衛隊等の 

   応援の斡 

  旋の要請 

 （災対法 

  第30条） 

 (1) 自衛隊災害 

  派遣要請の斡 

  旋の要請 

  第２節自衛隊災害派遣要請計画によるものとする 

 (2) 他 の 市 町           
  村，指定行政 

  機関又は他府 

  県の応援の斡 

  旋の要請 

 ① 災害の状況及び応援の斡旋を求める理由 

 ② 応援を希望する機関名 

 ③ 応援を希望する物資，資材，機材，器具等の品 

  名及び数量 

 ④ 応援を必要とする場所 

 ⑤ 応援を必要とする活動内容 

 ⑥ その他必要な事項 

 (3) 指定地方行 

  政機関又は他 

  府県の職員派 

  遣の斡旋の要 

  請 

 ① 派遣の斡旋を求める理由 

 ② 派遣の斡旋を求める職員の職種別人員数 

 ③ 派遣を必要とする期間 

 ④ 派遣される職員の給与その他の条件 

 ⑤ その他参考となるべき事項 

 

 

 他 

 

 の 

 

 市 

 

 町 

 

 村 

 ３ 他の市町村への応援 

  又は応急措置の実施の 

  要請 

 （災対法第67条） 

 ① 災害の状況及び応援（応急措置の実施）を要請 

  する理由 

 ② 応援を希望する物資，資材，機材，器具等の品 

  名及び数量 

 ③ 応援（応急措置の実施）を必要とする場所 

 ④ 応援を必要とする活動内容（必要とする応急措 

  置内容） 

 ⑤ その他必要な事項 

 ４ 他の市町村への職員 

  派遣の要請 

 （災対法第29条） 

 （地方自治法第252条の17） 

 ① 派遣を要請する理由 

 ② 派遣を希望する職員の職種別人員数 

 ③ 派遣を希望する期間 

 ④ 派遣される職員の給与その他の条件 

 ⑤ その他参考となるべき事項 
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(3) 応援受入体制の整備 

  市は，応援要請と同時に応援部隊の受入体制を整備するものとする。 

 

① 連絡体制の確保 

  応援に係る連絡窓口を設置し，要請先である県，他市町村及びその他関係機関との情

報交換を緊密に行える体制を確保するものとする。 

 

② 受入体制の内容 

  受入体制の主な内容は次のとおりとし，これ以外に必要とされる事項についてはその

都度臨機応変に判断するものとする。 
 

Ⅰ 要請及び応援活動の記録 

要請及び応援活動に係る次の事項について記録する。 
 

ア 要請先，要請日時，要請内容 

イ 回答内容，回答日時 

ウ 応援部隊の到着日時，人員，責任者の氏名・連絡先 

エ 活動（滞在）期間，自立度（食糧，飲料水，宿舎） 

オ 搬入物資内容・量，返却義務の有無 

カ 応援活動実績記録（事故等の記録を含む。） 

キ 撤収日時 
 

Ⅱ 活動計画の作成 

  要請した応援部隊に対して，どの部隊に，いつから，どこで，何を，いつまで応援

活動を要請するか等についての応援部隊の活動計画を作成する。 

Ⅲ 食糧，飲料水，宿舎等の準備 

  応援部隊は自立することが原則であるが，応援部隊が自立できない場合は，必要最

小限の食糧，飲料水，宿舎，待機場所，駐車場等を準備する。 

 

 

２ 消防相互応援協定に基づく応援要請・受入体制整備計画 

                    主な実施機関 

                 みよし広域連合（消防本部） 

 

 

(1) 応援要請の判断 

  消防本部は，地震による被害の状況により，現有の人員，資機材等では，適切な消火，

救急，救助等の応急対策を実施することが困難であると判断したときは，相互応援協定に

基づき，すみやかに他の消防組織に応援を要請するものとする。 
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(2) 応援要請手続等 

  消防本部は，応援要請の必要があると判断したときは，他の消防組織に対し，次表に掲

げる事項について，口頭又は電話等により要請し，事後すみやかに文書を送付するものと

する。 

なお，平成７年の改正で，一定の条件のもとでは要請される側が自らの判断で出動

を行うことができるよう改正している。 

 

(3) 緊急消防援助隊の要請 

  緊急消防援助隊は，国内における地震等の大規模災害の発生に際し，被災地の消防の応

援のためすみやかに被災地に赴き，人命救助活動等を行う。この緊急消防援助隊は，平成

７年６月に発足し，市町村長は設置した救助，救急及び後方支援部隊について，その隊数

を消防庁に登録している。 

  消防本部は，地震被害が広範囲におよび，相互応援協定を締結している市町村，消防組

織等から十分な応援が得られない場合，緊急消防援助隊の派遣を市長を通じて知事に要請

するものとする。 

 

(4) 応援受入体制の整備 

  消防本部は，応援要請と同時に応援部隊の受入体制を整備するものとする。 

 

① 連絡体制の確保 

  応援に係る連絡窓口を設置し，要請先である消防組織及び市との情報交換を緊密に行

うものとする。 

 

② 受入体制の内容 

  受入体制の内容は１の(3) の②に準じるものとし，その都度臨機応変に対処するもの

とする。 

 

③ 消防活動資機材の確保 

  応援部隊の消防活動に必要な資機材，倉庫，駐車場等の調達及び提供を行うものとす

る。 

 

３ 公共的団体等との協力体制整備計画 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課） 

 

 

(1) 協力体制の確立 

  市は，地震発生時の応急対策活動に関係する公共的団体等に対して，災害時の応急対策

に関して積極的な協力が得られるよう協力体制を確立しておくものとする。 
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  なお，主な公共的団体等としては，次のような団体が考えられる。 

① 三好市医師会 

② 徳島県歯科医師会三好支部 

③ 三好郡市薬剤師会 

④ ＪＡ阿波みよし農業協同組合 

⑤ 三好市商工会及び阿波池田町商工会議所 

⑥ 婦人会 

⑦ 自主防災組織等 

⑧ アマチュア無線災害ボランティア 

⑨ トラック協会（患者等搬送事業者，池田通運（株）） 

⑩ ㈱池田ケーブネットワーク 

 

(2) 協力業務等 

  市は，(1) の公共的団体等と災害発生時における協力業務，協力の方法等をあらかじめ

協議し，災害発生時において積極的な協力が得られるようにしておくものとする。 

  なお，主な協力業務としては，次のような業務が考えられる。 

 

① 異常現象，危険な場所等を発見した場合において関係機関へ連絡すること 

② 災害時における広報等に協力すること 

③ 出火の防止，初期消火に協力すること 

④ 避難誘導，避難場所での救助に協力すること 

⑤ 被災者の救助業務に協力すること 

⑥ 炊出し，救助物資の調達配分に協力すること 

⑦ 被害状況の調査に関すること 

 

４ 海外からの応援に対する受入体制整備計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，危機管理課），みよし広域連合（消防本部） 

 

(1) 連絡体制の確保 

  市は，海外から災害救助に対する応援の申し入れがあった場合，連絡窓口を設置し，国

及び県を通じ，活動内容，派遣人員，物資等の必要事項について情報交換を緊密に行える

体制を確保するものとする。 

 

(2) 受入体制の整備 

  市は，人員，物資等の応援を円滑に受入れるため，通訳ボランティア，受入施設・用地

等受入体制を整備するものとする。 
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第18節 災害時要援護者支援計画 

 

 災害発生時において，高齢者，傷病者，在宅用医療者（人工透析，人工呼吸器使用，在宅酸素

療法，特殊な薬剤使用のため中断によって生命の危険がある患者（インスリン使用中の糖尿病患者

等）），障害者，妊産婦，乳幼児，児童，外国人等の災害時要援護者は，災害発生時に迅速かつ

適切な行動をとることが困難であることから，応急時及び復旧時のあらゆる段階において災害時

要援護者に配慮した災害応急対策を実施するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 社会福祉施設における支援計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（環境福祉部関係課），社会福祉施設 

 

 

(1) 救助及び避難誘導 

 

① 施設管理者は，入所者等を安全かつすみやかに救助及び避難誘導するとともに，必要

な場合は，市に支援を要請するものとする。 

 

② 市は，施設管理者からの要請に基づき，施設入所者等の救助及び避難誘導を援助する

ため職員を派遣し，必要と認めるときは近隣市町村に応援を要請するとともに，近隣の

社会福祉施設，自主防災組織，ボランティア団体等にも協力を要請するものとする。 

 

(2) 搬送及び受入先の確保 

 

① 施設管理者は，災害により負傷した入所者等を搬送するための手段や受入先の確保等

について，必要な場合は，市に支援を要請するものとする。 

 

② 市は，施設管理者からの要請に基づき，救急自動車等を確保するとともに，病院等の

受入施設及び他の社会福祉施設等の受入先を確保するものとする。 

災害時要援護者支援計画 

社会福祉施設における支援計画 

外国人等に対する支援計画 

在宅災害時要援護者に対する支 

援計画 
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(3) 飲料水等の確保 

 

① 施設管理者は，飲料水，食糧及び生活必需品等の生活救援物資についての必要数量を

把握し，必要な場合は，その提供について市に支援を要請するものとする。 

 

② 市は，施設管理者からの要請に基づき，飲料水，食糧及び生活必需品等の生活救援物

資の調達及び配付を行う。 

 

(4) ライフラインの優先復旧 

  市は，社会福祉施設の機能を早期に復旧させるため，電気，水道等のライフラインの優

先復旧を関係事業者へ要請するものとする。 

 

(5) 巡回保健サービスの実施 

  市は，災害の状況等に応じ，職員，保健師，民生児童委員等からなる巡回保健班を編成

し，被災した施設の入所者や他の施設に避難した者等に対して，巡回による介護やケアな

どの必要と認められる保健・福祉サービスを提供するものとする。 

 

２ 在宅災害時要援護者に対する支援計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（環境福祉部関係課） 

 

 

(1) 安否確認 

  市は，民生児童委員，自主防災組織，ボランティア団体等の協力を得て，在宅災害時要

援護者の安否確認を行うものとする。 

 

(2) 搬送及び受入体制の確保 

 

① 市は，災害により負傷した災害弱者の受入先として，医療施設，社会福祉施設又は避

難所等を確保するものとする。 

 

② 市は，災害時要援護者の搬送手段として，救急自動車や社会福祉施設所有の自動車を

確保するものとする。なお，これらの自動車を確保できない場合は，県に対して応援を

要請する。 

 

(3) 飲料水等の確保等 

  市は，災害弱者に配慮した，飲料水，食糧及び生活必需品等の生活救援物資を確保し，

配付を行うものとする。 
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  なお，配付を行うに際しては，配付場所や配付時間を別に設けるなど災害時要援護者に

配慮した方法をとるものとする。 

 

(4) 巡回保健サービスの実施 

  市は，災害の状況等に応じ，職員，保健師，民生児童委員，ホームヘルパー等からなる

巡回保健班を編成し，住宅，避難所又は仮設住宅等で生活する災害弱者に対して，巡回に

よる介護やケアなどの必要と認められる保健・福祉サービスを提供するものとする。 

 

３ 外国人等に対する支援計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（環境福祉部関係課） 

 

 

(1) 安否確認 

  市は，民生児童委員，自主防災組織，ボランティア団体等の協力を得て，外国人等の安

否確認を行うものとする。 

 

(2) 情報の提供 

  市は，外国人等に対し，外国語による各種必要な情報の提供を行うものとする。 

 

(3) 生活相談 

    市は，必要に応じて外国語による相談窓口を設け，生活相談の実施やニーズの把握に努

めるとともに，通訳の派遣等の必要な支援に努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 387 - 

 

第４章 災害復旧・復興計画 

 

第１節 復旧・復興の基本方針 

 

  市は，被災地域の再建を行うために，被災の状況，関係公共施設管理者の意向等を勘案しつつ，

県等の関係機関と協議を行い，原状復旧あるいは中長期的な計画復興のいずれにするか検討し，

復旧・復興の基本方針を定めるものとする。 

 

 

１ 復旧・復興計画の策定 

  市は，復旧・復興の基本方針に基づき，具体的な災害復旧・復興計画を策定するものとし，

この計画では，まちなみ復旧・復興計画，産業復旧・復興計画及び生活復旧・復興計画並び

にその事業手法，財源確保，推進体制を具体的に定めるものとする。 
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第２節 公共施設災害復旧事業計画 

 

 災害により被災した市の公共施設の災害復旧は，被災した各施設の原形復旧にあわせて再度災

害の発生を防止するために必要な施設の新設又は改良を行う事業計画を立てるものとする。 

 なお，災害復旧事業計画は，災害の種類によって次の計画種別によるものとする。 

 

 

１ 公共土木施設災害復旧事業計画 

 

(1) 河 川 

(2) 砂防施設 

(3) 林地荒廃防止施設 

(4) 地すべり防止施設 

(5) 急傾斜地崩壊防止施設 

(6) 道 路 

(7) 公 園 

 

２ 農林水産業施設災害復旧事業計画 

 

(1) 農地農業用施設 

(2) 林業用施設 

(3) 共同利用施設の各施設 

 

３ 教育施設災害復旧事業計画 

 

４ 水道施設災害復旧事業計画 

 

５ 内閣府及び厚生労働省所管補助施設災害復旧事業計画 

 

６ 住宅災害復旧事業計画 

 

７ 社会福祉施設災害復旧事業計画 

 

８ 官庁建物等災害復旧事業計画 

 

９ その他の公共施設災害復旧事業計画 
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第３節 災害復旧事業に伴う財政援助及び助成 

 

 災害復旧事業費の決定は，市長の報告その他市が提出する資料及び実地調査の結果等に基づい

て決定されるものであるが，法律又は予算の範囲内において，国が全部又は一部を負担し，又は

補助して行われる災害復旧事業並びに激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法

律に基づき援助される事業は次のとおりである。 

 

１ 法律によリ一部負担又は補助するもの 

 

(1) 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 

(2) 公立学校施設災害復旧費国庫負担法 

(3) 公営住宅法 

(4) 土地区画整理法 

(5) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 

(6) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

(7) 予防接種法 

(8) 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法律 

(9) 天災による被害農林漁業者等に関する暫定措置法 

(10) 上水道施設災害復旧費及び簡易水道施設災害復旧費補助金交付要綱 

(11) 防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別措置等に関する法律 

 

２ 激甚災害に係る財政援助措置 

 

(1) 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

① 公共土木施設災害復旧事業 

② 公共土木施設災害関連事業 

③ 公立学校施設災害復旧事業 

④ 公営住宅等災害復旧事業 

⑤ 生活保護施設災害復旧事業 

⑥ 児童福祉施設災害復旧事業 

⑦ 老人福祉施設災害復旧事業 

⑧ 身体障害者更正援護施設災害復旧事業 

⑨ 知的障害者更正施設災害復旧事業 

⑩ 婦人保護施設災害復旧事業 

⑪ 感染症医療機関災害復旧事業 

⑫ 感染症予防事業 

⑬ たい積土砂排除事業（公共的施設区域内，公共的施設区域外） 
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⑭ 湛水排除事業 

 

(2) 農林水産業に関する特別の助成 

① 農地等の災害復旧事業に係る補助の特別措置 

② 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

③ 開拓者等の施設の災害復旧事業に対する補助 

④ 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置の特例 

⑤ 森林組合等の行うたい積土砂の排除事業に対する補助 

⑥ 土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助 

⑦ 森林災害復旧事業に対する補助 

 

(3) 中小企業に対する特別の助成 

① 小規模企業等設備導入資金助成金による貸付金の償還期間等の特例 

② 中小企業近代化資金等助成法による貸付金の償還期間の特例 

③ 事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助 

④ 中小企業者に対する商工組合中央金庫の融資に関する特例 

 

(4) その他の財政援助措置 

① 公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助 

④  私立学校施設災害復旧事業に対する補助 

⑤  市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

④  母子福祉資金に関する国の貸付けの特例 

⑤  水防資機材費の補助の特例 

⑥ り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

⑦ 産業労働者住宅建設資金融通の特例 

⑧ 公共土木施設，公立学校施設，農地農業用施設及び林道の小災害復旧事業に対する特

別の財政援助 

⑨ 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 
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第４節 被災者生活安定化計画 

 

 災害が発生した場合，多数の者が生命又は身体に危害を受け，あるいは住居，家財が損壊する

など大きな痛手を被ることが予想されることから，被災者の生活確保に関する各種措置を講ずる

ことにより住民の自力復興等を促進し，もって生活安定の早期回復を図る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 災害弔慰金等支給・貸付計画 

                    主な実施機関 

                 市（地域福祉課） 

 

 

  市は，災害弔慰金等の支給に関する法律（昭和48年法律第82号）及び三好市災害弔慰金の

支給等に関する条例（平成18年三好市条例第113号                          ）の規定に基づき，災害弔慰金及び災

害障害見舞金の支給並びに災害援護資金の貸付けを行う。 

 

(1) 災害弔慰金の支給 

 

① 支 給 対 象 

  政令で定める災害により死亡した住民の遺族 

 

② 支 給 額 

  生計維持者   500万円以内 

  その他の者   250万円以内 

被災者生活安定化計画 

災害弔慰金等支給・貸付計画 

生 活 相 談 実 施 計 画 

雇 用 機 会 の 確 保 計 画 

納 税 緩 和 措 置 計 画 

応 急 融 資 計 画 
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(2) 災害障害見舞金の支給 

 

① 支給対象 

  政令で定める災害により負傷し，又は疾病にかかり，治ったとき（その症状が固定し

たときを含む。）に精神又は身体に相当程度の障害がある住民 

 

② 支給額 

  生計維持者   250万円以内 

  その他の者   125万円以内 

 

(3) 災害援護資金の貸付け 

 

① 貸付対象 

  災害救助法による救助が行われた災害及び県内において災害救助法が適用された市

町村が１以上ある場合の災害による被災世帯（所得制限有） 

 

② 貸付限度額 

Ⅰ 世帯主の１カ月以上の負傷    150万円 ～  350万円 

Ⅱ 住居又は家財の損害             150万円 ～  350万円 

 

③ 利率 

  年３％（据置期間は無利子） 

 

④ 据置期間 

  ３年（特別の事情のある場合は５年） 

 

⑤ 償還期間 

  10年（据置期間を含む） 

 

⑥ 償還方法 

  年賦又は半年賦，月賦 

 

２ 雇用機会の確保計画 

 

                    主な実施機関 

                 市（総務課，商工政策課） 

 

 

  災害により離職を余儀なくされた被災者の就職の紹介については，県が公共職業安定所を

通じてすみやかに職業の確保を図ることとしている。 
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  市は，被害を受けた住民が，その痛手から早急に再起更正できるよう，次により被災者の

雇用機会の確保を図る。 

 

(1) 生活相談窓口の活用 

  市は，５生活相談実施計画において設置する生活相談窓口において，離職者のための相

談業務を行うとともに，離職者の状況を把握する。 

 

(2) 県への要請等 

  市は，(1) により把握した離職者の状況について県に報告するとともに，必要と認めら

れる場合は県に対し次の事項を要請する。 

 

① 被災者のための公共職業安定所の臨時窓口の市内への設置 

 

② 公共職業安定所へ出向くことが困難な地域における公共職業安定所の臨時職業相談

所の開設又は巡回職業相談の実施 

 

３ 納税緩和措置計画 

                    主な実施機関 

                 市（税務課） 

 

  市は，災害により被害を受けた納税義務者又は特別徴収義務者（以下「納税義務者等」と

いう。）に対し，地方税法（昭和25年法律第226号                    ），三好市税条例（平成18年三好市条

例第76号）により，市税の納税緩和措置として，期限の延長，徴収猶予，減免等災害の状況

に応じて適切な措置を講ずる。 

  なお,災害により被害を受けた国民健康保険税の納税義務者については,三好市国民健康

保険税条例（平成18年三好市条例第82号）により,市税の納税緩和措置として，期限の延長，

徴収猶予，減免等災害の状況に応じて適切な措置を講ずる。 

 

(1) 期限の延長 

 

① 災害により，納税義務者等が期限までに申告その他書類の提出又は市税を納付若しく

は納入することができないと認められる場合で，当該災害が市の全部又は一部の地域に

わたり広範囲に発生したときは，市長は，職権により地域及び期日を指定して画一的に

その期限を延長する。 

 

② ①の場合を除き，個別的事例又は狭い範囲内の事例については，市長は，納税義務者

等の申請に基づき災害がやんだ日から２ヶ月以内の期日を指定して，その期限を延長す

る。 
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(2) 徴収猶予 

 災害により，財産に被害を受けた納税義務者が市税を一時に納付し，又は納入することが

できないと認められるときは，その納付し，又は納入することかできないと認められる金

額を限度として，その者の申請に基づき，１年以内の期間を限り，徴収を猶予する。 

  なお，猶予した期間内に納付し，又は納入することができないやむを得ない理由がある

ときは，納税義務者等の申請により，更に１年以内の延長をする。 

 

(3) 滞納処分の停止等 

  災害により，滞納者が無財産になる等の被害を受けた場合には，滞納処分の執行の停止，

換価の猶予，延滞金の減免等適切な措置を講ずる。 

 

(4) 減免等 

 

① 個人の市民税 

  被災の状況に応じ，納税義務者からの申請により，当該被災の日の属する年度分を軽

減し，又は免除する。 

 
（参考） 
  阪神・淡路大震災における取扱いについては，平成７年１月に震災が発生したことか
ら，平成７年度分においても減免措置を講ずることが適当であるとされている。（平成
7.3.9付け自治省税務局長通達） 

 

② 固定資産税 

  災害により，収穫が著しく減じた田畑，使用不能となった宅地，滅失又は甚大な損害

を受けた家屋及び償却資産についてその損害の程度に応じ，納税義務者からの申請によ

り，当該被災の日の属する年度分を軽減し，又は免除する。 

 
（参考） 
Ⅰ 阪神・淡路大震災における取扱いについては，平成７年１月に震災が発生したこと

から，平成７年度分においても減免措置を講ずることが適当であるとされている。
（平成7.3.9付け自治省税務局長通達） 

 
Ⅱ 阪神・淡路大震災については，滅失又は損壊した家屋又は償却資産の所有者等がこ

れに代わる家屋又は償却資産を平成10年１月１日までに取得した場合は，３年間税
の減額等の措置がなされている。（地方税法附則第16条の2第4項・第6項） 

 

③ 国民健康保険税 

  被災の状況に応じ，納税義務者からの申請により，当該被災の日の属する年度分を免

除する。ただし,年度途中における免除については,未到来の納期に係る税額に限る。 

 
（参考） 
  阪神・淡路大震災における取扱いについては，平成７年１月に震災が発生したことか
ら，平成７年度分においても減免措置を行っても差し支えないとされている。（平成7.
3.3付け厚生省国民健康保険課長内管） 
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４ 応急融資計画 

                   主な実施機関 

               市（地域福祉課，農業振興課，林業振興課，商工政策課）， 

三好市社会福祉協議会，各業務取扱金融機関 

 

 

  市は，災害により被害を受けたものに対し，生活の安定，住宅や事業の復旧のために必要

な資金の融通又は斡旋を行う。 

 

(1) 生活福祉資金（災害援護資金） 

 

① 貸付対象 

  低所得世帯で，資金の貸付けと必要な援助指導を受けることによって自立更生でき，

他からの融資を受けることが困難な世帯 

 

② 貸付限度額    150万円以内 

  住宅の全・半壊などで復旧費用が 150万円以上必要な場合は，住宅資金と重複して1

50～ 250万円（特別の場合 250～ 350万円） 

 

③ 貸付条件 
 

Ⅰ 据置期間   １年以内 

Ⅱ 償還期間   ７年以内 

Ⅲ 利  子   年３％（据置期間中は無利子） 

Ⅳ 保 証 人   原則として同一市町村の者 

Ⅴ 償還方法   年賦，半年賦又は月賦による元利均等償還 

 

④ 申込方法 

  原則として官公署発行の被災証明書を添付し民生児童委員，あるいは三好市社会福祉

協議会へ申し込む。 

 

(2) その他の融資 

 

① 災害復興住宅資金（最寄りの住宅金融公庫の業務取扱金融機関） 

 

② 災害対策資金（取扱金融機関及び徳島県信用保証協会） 

 

③ 農林漁業関係融資（日本政策金融公庫） 
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５ 生活相談実施計画 

                    主な実施機関 

                 市（市民課） 

 

 

  市は，災害により被害を受けた住民がすみやかに再起更正できるよう，役所内に生活相談

窓口を設置し，被災者に対する迅速かつ正確な相談業務が行われるよう努めるものとする。 

  なお，生活相談窓口においては，職業斡旋，弔慰金等の支給，住宅資金等各種資金の貸付

など被災者の生活安定のための生活相談を行うものとする。 
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第５節 計画的復興 

 

 大規模な災害により地域が壊滅し，社会経済活動に甚大な障害が生じた災害においては，被災

地の再建は，都市構造や産業基盤の改変を伴うような高度かつ大規模な事業となることから，市

は，事業を速やかに実施するための復興計画を作成し，関係機関と調整を図りながら，計画的に

復興を進めるものとする。 

 また，復興のために市街地の整備改善が必要な場合には，被災市街地復興特別措置法等を活用

するとともに，住民の早急な生活再建の観点から，防災まちづくりの方向についてできるだけ速

やかに住民のコンセンサスを得るように努め，土地区画整理事業，市街地再開発事業等の実施に

より合理的かつ健全な市街地の形成と都市機能の更新を図るものとする。 
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第５章 東南海・南海地震防災対策推進計画 

 

第１節 推進計画の目的 

 

１ 計画の目的 

この計画は，東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成14

年7月26日法律第92号。以下「東南海・南海地震特措法」という。）第３条第１項の規定に

よる推進地域に三好市が指定された（平成15年12月17日内閣府告示第288号）ことを受け，

東南海・南海地震特措法第６条の規定に基づき，東南海・南海地震に関し地震防災上緊急に

整備すべき施設等に関する事項，防災訓練，その他重要な対策に関する事項を定め，東南海・

南海地震に係る地震防災対策の推進を図ることで，今世紀前半にも発生する可能性が高いと

される東南海・南海地震から，市民の生命，身体，財産を保護することを目的とする。 

 

２ 計画の位置づけ及び構成 

本計画は，東南海・南海地震特措法第６条に基づく推進計画として，三好市防災会議が定

める。 

本計画は，「三好市地域防災計画 地震災害対策編」の一部とする。 

本計画は，東南海・南海地震に関して特に重要な対策について定め，大地震が発生した場

合に共通する対策については，「三好市地域防災計画 地震対策編」による。 

本計画は，東南海地震と南海地震が同時発生した場合を基本とし，東南海地震と南海地震

の時差発生も考慮する（時差発生した場合の対応については第７章に示す）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 三好市地域防災計画の構成 

 

 

３ 計画の点検と習熟 

本計画は，今後の東南海・南海地震等に関する新たな知見，社会環境の変化，施設整備の

強化等を踏まえ，災害対策基本法第42条の規定にもとづき，毎年定期的に検討を行い，必要
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があると認められるときは，速やかに修正を行い，実態に即したものとしておく。 

本計画は，三好市の職員及び防災関係機関等に周知し，市民，事業者の理解を得ながら，

本市の防災対策に係わる各主体が連携，協力して習熟に努める。 

  

４ 東南海・南海地震について 

駿河湾から九州にかけての太平洋沿岸では，海側のフィリピン海プレートと日本列島側の

ユーラシアプレートなど大陸側のプレートが接し，プレート境界には南海トラフが形成され

ている。 

フィリピン海プレートは，毎年北西に３～５cm程度の速さで，南海トラフから大陸側のプ

レートの下に潜り込んでおり，大陸側のプレートの端が引きずり込まれることにより徐々に

歪が蓄積される。その歪が限界に達し，元に戻ろうとするとき破壊が起こり，巨大なエネル

ギーが一気に放出され海溝型の巨大地震が発生する。こうした海溝型の巨大地震は，歴史的

にもかなり規則正しく概ね一定の間隔で発生しており，前兆から発生までのメカニズムも比

較的よく分かっている。駿河湾から土佐湾までの南海トラフのプレート境界では，歴史的に

見て，概ね１００～１５０ 年の間隔で海溝型の巨大地震が発生している(図1-2)。 

 

図1-2 東南海・南海地震等の歴史 

 

切迫性が高いと想定されている「東海地震」の震源域と連なる，遠州灘西部から土佐湾沖

までの南海トラフのプレート境界においては，１８５４ 年の安政東海地震と安政南海地震

の後，１９４４ 年に昭和東南海地震，１９４６ 年に昭和南海地震が発生している。 

昭和東南海地震では東海地震の想定震源域が未破壊のまま残り，また，昭和南海地震の規

模は，それ以前に同地域で発生した地震に比べやや小さいとされている。 

南海トラフ 

20XX年 
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巨大地震の発生間隔が約１００～１５０ 年であることから考えると，今世紀前半にも当

該地域で巨大な地震が発生する状況にあることが懸念されている。この遠州灘西部から土佐

湾までのプレート境界を主たる震源域とする巨大な地震には，過去の事例から見て，概ね紀

伊半島東側沖付近より東側地域のプレート境界を震源域とする地震（以下，「東南海地震」

という。）と，その西側地域のプレート境界を震源域とする地震（以下，「南海地震」とい

う。）が想定され，これらが同時に発生する可能性も考えられる。 

※東南海，南海地震に関する報告（中央防災会議 東南海，南海地震等に関する専門調査会 平

成15 年12 月）より抜粋 

 

５ 東南海・南海地震の災害想定 

東南海・南海地震に関する被害想定としては，以下のものが公表されている。 

内閣府は平成２４年８月２９日、東海沖から四国沖にかけての南海トラフ沿いで巨大地震が

発生した場合，徳島県で最大３万１千人，全国で３２万３千人が死亡するとの被害想定を公

表した。冬の深夜に最大級の地震と大津波が起こったと仮定したケースで，徳島は８割が津

波による犠牲者。南海・東南海地震を想定し，県が２００５年に公表した県内死者数４３０

０人の７・２倍に膨れ上がった。 

東日本大震災を教訓に震源域の広さを従来の約２倍，地震の規模をマグニチュード９クラ

スに高めるなど，科学的に考えられる最大級の地震と津波を検討。東海，近畿，四国，九州

の各地方が大きく被災する４ケースについて被害を推計した。 

全国死者数が最も多いのは，駿河湾から紀伊半島沖を中心に大津波となったケースで，関

東以西の３０都府県で死者が発生し，最多は静岡県の１０万９千人。負傷者は全国で６２万

３千人に上る。 

徳島県の死者が最多となるのは，海部郡沖で岩盤の初期破壊が始まり，近畿地方が大きな

被害を受けるケースで，原因別は津波が２万５千人，建物倒壊５２００人，火災５００人，

急傾斜地崩壊４０人，負傷者は最大３万４千人に上る。堤防や水門が被災して機能しない場

合，県内の死者数はさらに２３００人増える恐れがある。 

想定は，発生直後に避難する人が２割にとどまるという前提で，内閣府は「意識を高め，

津波避難ビルの活用や建物の耐震化に取り組めば，死者数は大幅に減らすことが可能」と指

摘。県内死者数も早期避難により，１万２千人にまで減るとしている。 

市町村ごとの最大震度は３月公表時と同じで，県内２４市町村のうち１８市町で震度７，

６町村が６強と全域が強い揺れに襲われる。 

内閣府は１２年度中に，経済的被害の分析結果も踏まえた対策をまとめ，官民一体で地

震・津波対策を強化する特別法の制定につなげる。徳島県はこれを基に詳細な浸水予測図，

市町村ごとの被害想定などの策定に着手する。 

以上を踏まえ，本計画では，三好市域における震度が最大となる，東南海・南海地震同時

発生時を対策の前提とし，東南海・南海地震による揺れ及びこれに伴う災害想定，シナリオ

を以下のとおりとする。 

なお，その他の大地震が発生した場合に共通する災害想定は，「地震対策編 」のとおり

とする。 
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(1) 地震の揺れの特徴（国想定による） 

三好市域では最大震度７，全域で震度６強の揺れが発生する。 

 

(2) 地震の揺れによる被害 

① 木造建物では壁や柱が破損するものがあり，耐震性が低い場合は倒壊するものがある。 

② 鉄筋コンクリート造建物では壁、梁（はり），柱等に大きな亀裂が生じるものがあり，

耐震性が低い場合は壁や柱が破壊するものがある。 

③ 家庭等にガスを供給するための導管，主要な水道管に被害が発生し，一部の地域でガ

ス，水道の供給が停止し，停電することもある。 
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第２節 防災関係機関が地震発生時の災害応急対策として行う事務又は 

業務の大綱 

 

市の地域に係る地震防災に関し，市の区域内の公共的団体その他防災上重要な施設の管理者

（以下「防災関係機関」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱は，次のとおりである。 

 

(1) 市 

事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 市は，県に準じた次の対策を樹立し，災害に対処するものであるが，災害救助発令

後は，知事の補助機関として，災害救助にあたるものである。 

 ① 市防災会議に関する事務 
 ② 防災組織の整備に関する事項 
 ③ 防災訓練の実施に関する事項 
 ④ 防災に関する物資及び資材の備蓄，整備及び点検に関する事項 
 ⑤ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関する事項 
 ⑥ 災害応急対策 
   Ⅰ 災害に関する情報の収集，伝達及び被害調査 
   Ⅱ 住民等に対する災害広報 
   Ⅲ 消防，水防その他の応急措置 
   Ⅳ 被災者の救出，救護等の措置 
   Ⅴ 警報の伝達並びに避難の勧告，指示及び避難者の誘導並びに避難所の開設 
   Ⅵ 被災児童，生徒の応急教育 
   Ⅶ 食糧，医薬品，その他の物資の確保についての措置 
   Ⅷ 施設及び設備の応急の復旧に関する措置 
   Ⅸ 清掃，防疫その他の保健衛生についての措置 
   Ⅹ 緊急輸送等の確保 
 ⑦ 公共的団体及び住民防災組織の育成指導 
 ⑧ ボランティアに関する事項 
 ⑨ 災害復旧の実施 
 ⑩ その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置 
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(2）県 

事  務  又  は  業  務  の  大  綱 

 県は，災害予防，災害応急対策及び災害復旧対策に関し自ら次のことを実施すると

ともに市に対し必要な指示勧告を行う。 

① 県防災会議に関する事務 

 ② 防災対策組織の整備 
 ③ 防災のための知識の普及，教育及び訓練 
 ④ 防災に関する物資及び資材の備蓄，整備及び点検 
 ⑤ 防災に関する施設及び設備の整備及び点検 
 ⑥ 県地域の災害に関する情報の収集，伝達及び被害調査に関する事項 
 ⑦ 住民等に対する災害広報に関する事項 
 ⑧ 警報の伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 
 ⑨ 消防・水防その他の応急措置に関する事項 
 ⑩ 被災者の救難，救助，その他の保護に関する事項 
 ⑪ 災害を受けた児童，生徒の応急の教育に関する事項 
 ⑫ 食糧，医薬品，その他の物資の確保についての事項 
 ⑬ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 
 ⑭ 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 
 ⑮ 犯罪の予防，交通規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 
 ⑯ 緊急輸送等の確保に関する事項 
 ⑰ 災害復旧の実施に関する事項 
 ⑱ 市町村等各関係機関との防災に関する連絡事項 
 ⑲ ボランティアに関する事項 
 ⑳ 公共的団体及び住民防災組織の育成指導に関する事項 
 ㉑ その他災害発生の防御又は拡大防止のための措置に関する事項 

 
 

(3) 市内の指定公共機関 

機  関  名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

日 本 放 送 協 会 

徳 島 放 送 局 

や ま び こ 報 道 室 

 ① 住民に対する防災知識の普及及び警報等の周知徹底 

 ② 社会事業団体等による義援金品の募集協力 

水 資 源 機 構 

池 田 総 合 管 理 所 

 ① 所管ダム施設の操作と防災管理 
 ② 緊急事態における情報の提供 
 ③  被災施設の復旧 

四 国 電 力 ㈱ 

池 田 支 店 

 ① 電力施設等の防災管理 
 ② 災害時の電力供給 
 ③ 被害施設の応急対策及び災害復旧 

四 国 旅 客 鉄 道 ㈱ 

 ① 鉄道施設の保全 
 ② 救助物資及び避難者の輸送の協力 
 ③ 災害時における旅客の安全確保 
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(5) 市内の指定地方公共機関 

機  関  名 事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

四 国 交 通 ㈱   バス等による避難者及び救助物資の輸送の協力 

阿 波 池 田 運 輸 ㈱   貨物自動車等による救助物資及び避難者の輸送の協力 

土 地 改 良 区 
 ① ため池等の施設の整備及び管理 
 ② たん水防排除施設の整備及び活動 

三 好 市 医 師 会 

徳島県歯科医師会三好支部 

三 好 郡 市 薬 剤 師 会 

  救護班の編成並びに医療及び助産の救護の実施 

社 会 福 祉 法 人 
三好市社会福祉協議会 

 ① ボランティア活動体制の整備 

 ② 被災生活困窮者に対する生活福祉資金の貸付 

 
(6) 市内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者 

   団体又は管理者名           事 務 又 は 業 務 の 大 綱 

Ｊ Ａ 阿 波 み よ し 

農 業 協 同 組 合 

 ① 農林関係の被害調査及び対策の指導 

 ② 被災農業者に対する融資のあっせんの協力 

三 好 市 商 工 会 及 び 
阿波池田商工会議所 

 ① 商工業関係の被害調査及び対策の指導 
 ② 被災商工業者に対する融資のあっせんの協力 

自 主 防 災 組 織 等 

 ① 情報連絡，消火，救出救護，避難誘導等災害応急対策 
  の実施及び協力 
 ② 事業所の自主防災体制の強化確立及び近隣災害の応援 
  措置 

消 防 団 
 ① 平常時の防災訓練等の実施 
 ② 災害の予防，警戒及び防御等消防活動 

郵 便 局   災害特別事務取扱い及び援護対策 

その他社会文化事業団   被災者の救助等災害応急対策の協力 
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第３節 災害対策本部の設置等 

 

１ 災害対策本部等の設置 

市長は，東南海・南海地震又は当該地震と判定されうる規模の地震（以下「地震」という。）

が発生したと判断したときは，災害対策基本法に基づき，直ちに三好市災害対策本部（支部）

を設置し，的確かつ円滑にこれを運営するものとする。 

 

２ 災害対策本部等の組織及び運営 

災害対策本部等の組織及び運営は，災害対策基本法，三好市災害対策本部条例（平成18

年3月1日条例第21号）及び第２編第３章第１節組織計画に定めるところによる。 

 

３ 災害応急対策要員の参集 

(1) 市長は，通常の交通機関の利用ができない事情等の発生の可能性を勘案し，配備体制及

び参集場所等の職員の参集計画は第２編第３章第２節職員動員配備計画によるものとす

る。 

 

(2) 職員は，地震発生後の情報等の収集に積極的に努め，参集に備えるとともに，発災の程

度を勘案し，動員命令を待つことなく，自己の判断により第２編第３章第２節職員動員配

備計画及び職員初動マニュアルにより参集するように努めるものとする。 
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第４節 地震発生時の応急対策等 

 

１ 地震発生時の応急対策 

(1) 情報の収集・伝達 

市は，地震が発生した場合は，人的被害の状況，建築物の被害状況及び火災，土砂災害

の発生状況等の情報の収集をするとともに，被害規模に関する概括的情報を含め，把握で

きた範囲から直ちに県へ連絡するものとする。ただし，通信の途絶等により県に連絡でき

ない場合は，消防庁へ連絡するものとする。 

県は，市町村等から情報を収集するとともに，自らも必要な被害規模に関する概括的な

情報を把握し，これらの情報を消防庁に報告するとともに必要に応じ関係省庁に連絡する。

 警察本部は，被害に関する情報を把握しこれを警察庁に連絡する。 

また，収集，伝達すべき情報の主なものは次のとおりであり，人的被害，避難措置等住民

の生命，身体の保護に関連のあるものを優先するものとする。 

 

      ① 市及び県 

        Ⅰ 緊急要請事項 

        Ⅱ 災害発生状況 

        Ⅲ 被害状況 

        Ⅳ 災害応急対策実施状況 

        Ⅴ 道路交通状況 

        Ⅵ 水道，電気，ガス等生活関連施設の被害状況及び確保対策 

        Ⅶ 避難状況 

        Ⅷ 医療救護活動状況 

        Ⅸ 住民の動静 

        Ⅹ その他応急対策の実施に際し必要な事項 

 

      ② その他の防災関係機関 

        Ⅰ 被害状況 

        Ⅱ 災害応急対策実施状況 

        Ⅲ 復旧見込み等 

 

なお，被災の状況により情報伝達網が寸断される場合には，第２編第３章第４節災害

情報収集・伝達計画により行うものとする。 

 

(2) 施設の緊急点検・巡視 

市は，必要に応じて，公共施設等，特に防災活動の拠点となる公共施設等及び避難場所

に指定されている施設の緊急点検・巡視等を実施し，当該建物の被災状況等の把握に努め
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るものとする。このほか，第２編第３章第４節災害情報収集・伝達計画により調査を実施

するものとする。 

(3) 二次災害の防止 

市は，地震による危険物施設等における二次災害防止のため，必要に応じた施設の点

検・応急措置，関係機関との相互協力等を実施する。 

また，土砂災害の防止や倒壊物の飛散による被害の防止，ライフライン復旧時における

火災警戒等について，第２編第３章第１３節消防活動計画により必要な措置を講ずるもの

とする。 

(4) 発災時の救助等 

市は，地震による負傷者の救援・救護ならびに消火活動等について，第２編第３章第１

２節救援・救護計画及び第１３節消防活動計画により必要な措置を講ずるものとする。 

(5) 物資調達 

市は，発災後適切な時期において，市が所有する公的備蓄量，企業の協定等により調達

可能な流通備蓄量，他の市町村との協定等による調達量について，主な品目別に確認し，

その不足分を供給要請する。 

(6) 輸送活動 

第１編第３章第１９節緊急輸送計画によるものとする。 

(7) 保健衛生・防疫活動 

第２編第３章第１２節救援・救護計画及び第１３節消防活動計画によるものとする。 

 

 

２ 資機材・人員等の配備手配 

 

(1) 物資等の調達手配 

① 地震発生後に行う災害応急対策に必要な物資，資機材（以下「物資等」という。）に

ついては，第２編第３章第１２節救援・救護計画及び第１３節消防活動計画により確保

を行う。 

また，物資等の不足が生じた場合は，県の保有する物資等の放出，斡旋等について要

請するものとする。 

 

② 市は，県に対して管轄区域内の居住者，公私の団体（以下「居住者等」という。）及

び観光客，ドライバー等（以下「観光客等」という。）に対する応急救護及び地震発生

後の被災者救護のため必要な物資等の供給を要請することができる。 
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３ 人員の配置 

   市は，人員の配備状況を県に報告する。 

   なお，人員は有事において必要やむを得ないと判断される場合は，県へ人員派遣等を要請

するものとする。  

 

４ 災害応急対策等に必要な資機材及び人員の配置 

(1) 防災関係機関は，地震が発生した場合において，第２編第３章に定める災害応急対策

及び第４章に定める施設等の応急復旧対策を実施するため，必要な資機材の点検，整備

及び配備等の準備を行うものとする。 

(2) 機関ごとの具体的な措置内容は，機関ごとに定める。 
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第５節 地震からの円滑な避難の確保等 

 

１ ヘリコプターの的確な運用と孤立地域対策 

(1) 市は，災害発生時初期に広域の救助・救急，医療活動，輸送活動等において，ヘリコ

プターは非常に有効な手段であり，広域緊急活動の中心となることから，ヘリポートの

確保を速やかに行い，また，どの時点でどのような活動にヘリコプターを用いるかを考

慮し，ヘリコプターの安全な運用のため，あらかじめ安全確保要領の取り決め等を行う

とともに，家屋倒壊等による被害者の救出の妨げにならないようにサイレントタイムを

設けるなど的確な運用を行う。 

 

(2) 本市は，急峻な地形に存在する集落が多数であるため，崖崩れなどにより交通が寸断

され，多数の地域において陸の孤島になるおそれがあることから，ヘリポートや上空か

らの物資投下拠点の整備を行うとともに，臨時へリポート使用のための事前の取り決め

等の対策を強化する。  

 

(3) 市は，情報の孤立化を防ぎ，外部との連絡を確保するため，衛星携帯電話等の普及を

推進するものとする。 

 

 

２ 地震に関する情報の伝達 

地震に関する情報の伝達に係る基本的事項は第２編第３章第３節通信情報計画，第４節災

害情報収集・伝達計画及び第５節災害情報広報計画のとおりするほか，市は，次の事項にも

配慮する。 

 

(1) 地震に関する情報が，居住者等及び観光客等並びに防災関係機関に対し，正確かつ広

範に伝達されること。 

(2) 管轄区域内の被害状況の迅速・確実な把握 

 

 

３ 避難対策 

 

(1) 地震発生時に避難勧告又は指示の対象となる可能性のある地域においては，耐震診断

等を行い，原則として高齢者，子ども，障害者等災害時要援護者の保護のために避難に

使用する建物を明示するものとする。 

また，市は災害救助法の適用となる避難対策について，適切な対応を行うものとする。 
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(2) 市は，１において避難の対象と判断した地域においては，次の事項について関係地区

住民に明示するものとする。 

① 避難対象地域 

② 避難先 

③ 避難先経路 

④ 避難の勧告又は指示の理由 

⑤ その他必要事項（集団避難，防火，防犯，持出品，服装，車の使用の禁止等） 

 

(3) 市は，避難場所を開設した場合は，当該避難場所に必要な設備及び資機材の配備，食

糧等生活必需品の調達，確保並びに職員の派遣を行うものとする。 

 

(4) 地域の自主防災組織及び施設又は事業所の自衛消防組織は避難の勧告又は指示があっ

たときは，あらかじめ定めた避難計画及び三好市災害対策本部の指示に従い，住民，従

業員，入場者等の避難誘導のため必要な措置をとるものとする。 

 

(5) 他人の介護等を要する者に対しては，次の点に留意するものとする。 

① 市は，あらかじめ自主防災組織単位に，在宅の高齢者，障害者，傷病者，乳幼児，妊

産婦等の避難にあたり他人の介護を要する災害時要援護者の人数及び介護者の有無等

の把握に努めるものとする。 

② 地震の発生により，市長より避難の勧告又は指示が行われたときは，①に掲げる者の

避難場所までの介護及び担送は，原則として本人の親族又は本人が属する消防団・自主

防災組織が指定する者が担当するものとし，市は自主防災組織を通じて介護又は搬送に

必要な資機材の提供その他の援助を行うものとする。 

③ 地震が発生した場合，市は①に掲げる者を収容する施設のうち自ら管理するものにつ

いて，収容者等に対し必要な救護を行うものとする。 

 

(6) 市は，あらかじめ関係事業者と協議して，外国人，災害時帰宅困難者等に対する避難

誘導等の対応について定めるものとする。 

 

(7) 避難場所での救護に当たっては，次の点に留意するものとする。 

① 市が避難場所において避難者に対し実施する救護の内容は次のとおりとする。 

Ⅰ 収容施設への収容 

Ⅱ 飲料水，主要食糧及び毛布の供給 

Ⅲ その他必要な措置 
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② 市は①に掲げる救護に必要な物資，資機材の調達及び確保を図るため，次の措置を講

ずるものとする。 

Ⅰ 流通在庫の引き渡し等の要請 

Ⅱ 県に対し県及び他の市町村が備蓄している物資等の供給要請 

Ⅲ その他必要な措置 

 

(8) 市は，居住者等が地震発生時に的確な避難を行うことができるよう，避難に関する意

識啓発を行う。 

 

 

４ 消防機関等の活動 

 

(1) 消防機関（みよし広域連合（消防本部）・市消防団）は，地震発生時の円滑な避難の

確保等のために，次の事項を重点として必要な措置を講ずるものとする。 

① 被災状況の的確な収集・伝達 

② 避難勧告の勧告又は指示の対象となった地域の避難場所への避難誘導 

③ 自主防災組織等の避難計画作成等に対する指導 

④ 救助・救急等 

 

(2) (1)に掲げる措置を実施するため必要な活動計画は，第２編第２章第１０節自主防災組

織育成計画，第３章第４節災害情報収集・伝達計画，第１０節避難計画，第１２節救援・

救護計画及び第１３節消防活動計画によるものとする。 

 

 

５ 水道・電気・ガス・通信・放送等  

(1) 水道 

① 水道施設の耐震化 

市は，地震による水道施設の被害を抑制し，また被害の影響を少なくするため，次に

より水道施設の整備を図るものとする。 

Ⅰ 石綿セメント管は，耐震性の高い管路への更新を進め，早期に完了させるよう努め

る。 

Ⅱ 耐震化は，重要度の高い次に掲げる水道施設から計画的に進める。 

ア 浄水場，配水池，主要な管路等の重要度の高い基幹施設 

イ 避難所，医療施設，社会福祉施設，防災拠点施設等防災上重要な施設への給排水

施設 

ウ 水道施設の機能を十分に発揮させるために必要不可欠な施設 
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エ 断水被害区域が広範囲とならないよう，バルブの配置を見直し，適切な配置の整

備を進める 

 

② 二次災害の防止 

市は，水道施設の被害により，貯留水の流出による被害や有毒物質漏洩による被害な

どの二次災害が予想される場合には，次のような対策を検討し，必要な予防措置を講ず

るものとする。 

      Ⅰ 貯留水の流出による避難路及び住宅等への被害を防止するため，流入，流出管に緊急

遮断弁の設置 

      Ⅱ 法面に隣接した配水池での転倒防止，水野流出防止及び斜面配管における管路の防護 

   Ⅲ 塩素等の有害物質の漏洩による被害を防止するため，薬品貯蔵槽の防液堤の設置，貯

留槽の定着強化のほか，配管に伸縮可撹を挿入，耐震継手の採用 

   Ⅳ 塩素設備の配管類の強化，ボンベの転倒・滑動防止，塩素除外設備の設置 

 

③ 応急復旧対策 

     市は，水道施設の被害によって断水が生じても，早期の復旧を可能とするため，次の

対策を講ずるものとする。 

   Ⅰ 日頃から水道施設の管理図面等の整備を図り，分散して保管，管理する。 

   Ⅱ 地震発生後の緊急措置や応急復旧活動に必要となる情報の迅速な収集や，近隣市町村

等への応援要請ができるよう，電話，無線等の通信手段を整備，確保しておく。 

   Ⅲ 応急復旧時に必要な資機材，作業力を確保するため，資機材を備蓄し，定期的に点検，

整備を行うとともに，近隣市町村との相互応援体制の整備を図り，また，資機材メーカ

ー，施工業者等との協定等の締結に努める。 

   Ⅳ 封級作業用水を確保するため，他用水から緊急取水について確認しておくほか，予備

水源の確保，配水池の大容量化，受水槽の増量等について検討する。 

 

(2) 電気 

① 電気事業者の管理者等については，避難勧告・指示等の伝達や避難時の照明の確保等

が必要なことから，電力供給のための体制確保等必要な措置を講じるとともに，火災時

の二次災害の防止に必要な利用者によるブレーカーの開放時の措置に関する広報を実

施する。 

 

② 指定公共機関 四国電力（株）池田支店が行う措置 

 

③ 震災時における電力の供給計画 

          電気事業業者は，震災等から円滑な避難を確保するため，情報の伝達，避難時の照明

等が必要なことから，震災時において，電力供給力が不足する事態が生じた場合は，負
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荷の重要度に応じた系統構成にする等により供給力を確保する。 

     また，漏電火災等の二次災害の防止に必要な措置を講ずるものとする。 

 

④ 震災時における電気の保安 

          電気事業所の責任者は，震災時において送電を継続することが危険と認められる場合

又は警察署，消防署等関係機関から要請があった場合には，送電停止等適切な危険予防

措置を行う。 

     送電停止は，被害の状況及び需要家に及ぼす影響を十分に考慮し，停電範囲の縮小，

時間の短縮に努めるとともに，実施後，必要に応じ技術員を現場に派遣して，電気施設

保安のため必要な措置をとるものとする。 

 

⑤ 震災時における応急復旧 

     震災の規模，被災施設の状況に応じ，関係箇所と緊密な連絡のもとに，電力施設の被

害状況を速やかに調査，把握し，人員，資機材，機動力等を最大限に活用して，「四国

電力防災業務計画」に定める復旧順位，復旧方法に基づき迅速・適切に復旧するものと

する。 

 

(3) ガス 

① ガス事業者の管理等については，火災等の二次災害防止のための利用者によるガス栓

閉止等必要な措置に関する広報を実施するものとする。 

 

② （社）徳島県ＬＰガス協会が行う措置 

         ＬＰガス販売事業者は，事業所内及び供給先における災害発生の防止に努め，災害が

発生したときは，警察及び消防機関に協力し，災害の鎮静に努め，災害が鎮静化した後

は，全力で復旧に努めるものとする。 

     また，ＬＰガス販売事業者間の調整については，（社）徳島県ＬＰガス協会が行うも

のとする。 

 

③ 広報活動 

    Ⅰ 消費先に対し，ガス栓閉止等の広報をするものとする。 

    Ⅱ 消費先に対し，ＬＰガスは，安全が確認されるまで使用しないよう広報するものと

する。 

 

      ④ ＬＰガス供給施設の被害状況把握 

      （社）徳島県ＬＰガス協会の調整により，ＬＰガス販売事業者は，安全点検を実施し

被害状況の把握に努めるものとする。 
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      ⑤ 容器の回収 

    Ⅰ 使用後廃棄された不要容器による二次災害を防止するため，回収に努めるものとす

る。 

    Ⅱ 必要に応じて各種メディアを活用し，周知徹底するものとする。 

 

(4) 通信 

① 指定公共機関 西日本電信電話（株）徳島支店が行う措置 

Ⅰ 電気通信設備に被害が発生した場合は，災害の規模により次の各項の応急措置をと

る。 

     ア 臨時回線の設営 

       政府機関，地方行政機関及び情報連絡，救護復旧活動を担当する公共機関等の通

信を確保するため，移動無線車，可搬型無線機等を使用して臨時回線を設営する。 

     イ 市外回線網の措置 

       交換措置，伝送路切替措置等を実施し，通話を確保する。 

     ウ 臨時市外，中継回線の設営 

       搬型無線機，応急復旧ケーブル等により，臨時の伝送路を設営し，必要限度の市

内，市外通話の確保を図る。 

     エ 臨時電報電話取扱所の開設 

       市町村指定避難場所，救護所等に臨時電報電話取扱所を設置し，電報電話が利用

できるよう努める。 

     オ 特設公衆電話等の設置 

       孤立地域をなくすため，地域の主要場所に特設公衆電話を設置する。 

       また，市町村指定の避難場所等に特設公衆電話を設置する。 

     カ 通信の利用制限 

             各種問合せや見舞電話等が集中し通信の疎通が著しく困難となった場合は，電気

通信事業法に基づき規制措置を行い，利用制限を実施する。 

     キ 非常緊急電報，非常緊急電話の優先利用 

       災害に関する通信については，電気通信事業法に基づく非常緊急電報，非常緊急

電話として他の通信に優先して取り扱う。 

 

② 震災のため通信が途絶したとき，若しくは通信の利用制限を行ったときは，トーキ装

置による案内，広報車，報道機関，窓口掲示等の方法によって，次の各項について周知

する。 

 

Ⅰ 被災区間又は場所 

   Ⅱ  回復見込み日時 

   Ⅲ  通信途絶，利用制限の理由 

   Ⅳ  通信途絶，利用制限の内容 
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   Ⅴ  通信利用者に協力を要請する事項 

      Ⅵ  その他の事項 

 

③ 震災発生時に，被災地に向けた電話が輻輳した場合，安否情報等を確認するための，

災害用伝言ダイヤル「１７１」を開設する。 

 

(5) 放送 

放送は，居住者等及び観光客等への情報の正確かつ迅速な伝達のために不可欠なもの

である。このため，放送事業者は，県その他関係防災機関と協力して，被害に関する情

報，交通に関する情報，ライフラインに関する情報等を伝達するとともに，防災関係機

関や居住者及び観光客等が地震災害からの円滑な避難を行うために必要な情報の提供に

努めるものとする。 

① 指定公共機関 日本放送協会徳島放送局が行う措置 

災害関連番組を機動的に編成し，災害時の混乱を防止するとともに，県その他関係防

災機関からの災害の通報事項に対しては，的確かつ臨機の措置を講じて一般に周知徹底

を図る。 

 

② 指定地方公共機関 四国放送（株）が行う措置 

     状況に応じた特別番組の編成を行い災害時の混乱を防止するとともに，県その他関係

防災機関からの災害の通報事項に対しては，的確かつ臨機の措置を講じて一般に周知徹

底を図る。 

 

③ 指定地方公共機関 （株）エフエム徳島が行う措置 

状況に応じた特別番組の編成を行い災害時の混乱を防止するとともに，県その他関係

防災機関からの災害の通報事項に対しては，的確かつ臨機の措置を講じて一般に周知徹

底を図る。 

 

６ 交通対策 

(1) 道路 

市，県公安委員会及び道路管理者は，二次災害のおそれがあるところでの交通規制，

避難路においての交通規制の内容をあらかじめ計画し周知するものとする。 

 

(2) 鉄道 

鉄道事業者は，列車の安全確保に必要な線路及び諸設備の実態と周囲の諸条件を把握

し，管区内施設の維持改良に努めるとともに，地震災害に対処し得る次の体制を整備し

ておくものとする。 
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① 施設の耐震性の強化 

② 地震計の整備 

③ 情報連絡設備の整備 

④ 復旧体制の整備 

 

 

７ 市が自ら管理又は運営する施設に関する対策 

(1) 不特定かつ多数の者が出入りする施設 

市が管理する庁舎，会館，社会教育施設，社会体育施設，社会福祉施設，診療所，学

校等の管理上の措置はおおむね次のとおりである。 

 

(2) 各施設に共通する事項 

① 施設の防災点検及び設備，備品等の転倒，落下防止措置 

② 入場者等の安全確保のための避難等の措置 

③ 出火防止措置 

④ 水・食糧等の備蓄 

⑤ 消防用設備の点検，整備 

⑥ 非常用発電装置の整備，防災行政無線，テレビ，ラジオ・コンピューターなど情報

を入手するための機器の整備 

 

(3) 個別事項 

① 病院，療養所，診療所等にあっては，重症患者，新生児等，移動することが不可能

又は困難な者の安全確保のための措置 

② 学校等にあっては，児童生徒等の避難の安全に関する措置 

③ 社会福祉施設にあっては重度障害者，高齢者等，移動することが不可能又は困難な

者の安全の確保のための措置 

 

 

８ 災害応急対策の実施上重要な建物に対する措置 

(1) 災害対策本部又は現地対策本部がおかれる庁舎等の管理者は，７の(2) に掲げる措置

をとるほか，次に掲げる措置をとるものとする。 

また，災害対策本部等を市が管理する施設以外の施設に設置する場合は，その施設の

管理者に対し，同様の措置をとるよう協力を要請する。 

   ① 自家発電装置，可搬式発電機等の整備による非常用電源の確保 

   ② 無線通信機等通信手段の確保 

   ③ 災害対策本部開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 
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(2) 避難場所又は応急救護所がおかれる学校，社会教育施設等の管理者は７の(2) 又は７

の(3) の掲げる措置をとるともに，市が行う避難場所又は応急救護所の開設に必要な資

機材の搬入，配備に協力するものとする。 

 

(3) 工事中の建築物に対する措置 

     工事中の建築物その他工作物又は施設については，工事を中断するものとする。 
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第６節 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備 

 

１ 地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備計画 

施設等の整備はおおむね平成２３年度から平成２７年度にかけての地震防災緊急事業五

箇年計画よるところとし，具体的な事業施行等に当たっては，施設全体が未完成であっても，

一部の完成により相応の効果が発揮されるよう，整備の順序及び方法について考慮するもの

とする。 

   また，整備計画は地震防災緊急事業五箇年計画によるが，緊急を要すると判断される施設

等の整備事業は，早急に整備を図るものとする。 
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第７節 地震に係る防災訓練・教育計画 

 

１ 大規模な地震に係る防災訓練計画 

市及び各防災関係機関は，東南海・南海地震防災対策推進計画の熟知，関係機関及び住民

の自主防災体制との協調体制の強化を目的として，推進地域に係る東南海・南海地震等大規

模地震の発生を想定した防災訓練を実施する。 

   防災訓練は，第２編第１章第２節防災訓練計画によるほか，次により実施する。 

 

(1) 防災訓練の実施 

少なくとも年１回以上実施するものとする。 

 

(2) 地震の想定及び実施内容 

      東南海・南海地震等大規模地震が発生し第２編第３章災害応急対策により実施するも

のとする。 

 

(3) 自主防災組織等の参加 

      市は，自主防災組織等の参加を得て訓練を行う場合は，県に対し必要に応じて助言と

指導を求めるものとする。  

 

(4) 防災関係機関との連携 

      市は，県，防災関係機関，自主防災組織等と連携して，次のようなより具体的かつ実

践的な訓練を行う。 

① 職員参集訓練及び災害対策本部運営訓練 

② 災害時要援護者，災害時帰宅困難者等に対する避難誘導訓練 

③ 災害情報の伝達・収集訓練 

④ 災害の発生状況，避難勧告，指示，自主避難による各避難場所等への避難者の人数

等について，迅速かつ的確に県及び防災関係機関に伝達する訓練 

 

 

２ 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 

市は，各防災関係機関及び地域の自主防災組織や事業所等と協力して，地震防災上必要

な教育及び広報を推進するものとする。 

 

(1) 市職員に対する教育 

         災害応急対策業務に従事する職員を中心に，災害対策本部が設置された場合における

災害応急対策の円滑な実施を図るため，必要な防災教育を行うものとする。 



- 420 - 

 

    防災教育は，各部，各課，各機関ごとに行うものとし，その内容は少なくとも次の事項

を含むものとする。 

① 東南海・南海地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識，推進

計画の内容，性格及びこれに基づきとられる措置 

② 地震，津波に関する一般的な知識 

③ 東南海・南海地震等の大規模地震が発生した場合に具体的にとるべき行動に関する

知識 

④ 職員が果たすべき役割 

⑤ 地震対策として現在講じられている対策に関する知識 

⑥ 今後地震対策として取り組む必要のある課題 

⑦ 家庭内での地震防災対策の内容 

 

(2) 住民等に対する教育 

         市は，各防災関係機関と協力して，住民等に対する教育を実施するものとする。 

      防災教育は，地域の実態に応じて地域単位，職場単位等で行うものとし，その内容は，

少なくとも次の事項を含むものとする。 

      なお，その教育方法として，印刷物，ビデオ等の映像，各種集会の実施など地域の実

情に合わせた，より具体的な手法により，実践的な教育を行うものとする。 

① 東南海・南海地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

② 地震，津波に関する一般的な知識 

③ 東南海・南海地震等の大規模地震が発生した場合における出火防止，初期消火及び

自動車運行の自粛等防災上とるべき行動に関する知識 

④ 正確な情報入手の方法 

⑤ 防災関係機関が講ずる地震防災応急対策等の内容 

⑥ 各地域における急傾斜地崩壊危険区域等に関する知識 

⑦ 各地域における避難場所及び避難路に関する知識 

⑧ 避難生活の運営に関する知識 

⑨ 平素住民が実施しうる応急手当，生活必需品の備蓄，家具の固定，出火防止，ブロ

ック塀の倒壊防止等の対策の内容 

⑩ 住居の耐震診断と必要な耐震改修の内容 

 

(3) 児童，生徒等に対する教育 

 

(4) 防災上必要な施設管理者に対する教育 

 

(5) 自動車運転者に対する教育 
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(6) 相談窓口の設置 

      市は，地震対策の実施上の相談を受けるため必要な窓口を設置するとともに，その旨

周知徹底を図るものとする。 
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第８節 東南海・南海地震が時間差発生した場合の想定・対応 

 

１ 東南海・南海地震が時間差発生した場合の想定 

過去に発生した東南海地震と南海地震では，それぞれが同時に発生する場合のほか，数時

間から数年間の時間差で発生している事例が知られている。 

 

(1) 災害対策本部の設置 

現状では，時間差で発生した場合の具体的な被害想定はないが，最初の地震で脆弱に

なった建物等が次の地震で倒壊することや，最初の地震発生後，広域応援を実施してい

る途中に次の地震が発生し，防災対策が混乱するといった状況が想定されるため，被害

が拡大する恐れがある。 

 

 

２ 東南海・南海地震が時間差発生した場合の対応 

 

(1) 災害対策本部等の設置・運営 

想定によると，東南海・南海地震同時発生，南海地震単独発生，東南海地震単独発生

時のいずれも災害対策本部を設置し対応することになる。 

時間差発生の具体的な被害想定はなされていないが，現時点での災害対策本部等の設

置・運営に当たっては，東南海、南海地震の一方が単独で発生した場合，もう一方の地

震発生をある程度継続的に警戒する必要がある。 

 

(2) 市民等への啓発 

市は、両地震が時差をおいて連続して発生した場合に生じる危険の周知など、市民等

への啓発に努める。 

 

(3) 応急危険度判定の迅速化等 

市は、最初の地震で脆弱になった建築物等が次の地震で倒壊することにより発生する人

的被害を防止するため、建築物や急傾斜地の応急危険度判定を早急に実施するとともに、

危険な建築物や崖地等への立入り禁止を強く呼びかける。 

 




